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住友化学 抄録
■計算科学を用いた材料の機能予測と設計
石田 雅也、栗田 靖之、中園 明子………………… 25～37

近年、シミュレーション技術と計算機の著しい進歩によ
り、計算科学を活用して高機能な材料を設計する計算材料
科学が、当社の研究開発においてますます重要な位置を占
めるようになってきている。無機蛍光体や有機半導体に関
する解析事例を中心に、当社の計算材料科学におけるこれ
までの取り組みを紹介するとともに、最近の計算材料科学
における動向を踏まえて将来展望についても記述する。

■Predictive Functional Controlの実用化手法の開発
および社内適用展開
橋爪 悟 ……………………………………………… 38～45

PID制御を補う制御手法として、PFC（Predictive Func-

tional Control）に着目し、実用化手法を開発した。PFCは化
学プラントの高度制御技術として知られるモデル予測制御
（MPC：Model Predictive Control）の一種であり、MPC同等
の高い制御性能とアルゴリズムが簡易であることを特徴と
している。PFCは、PLC（Programmable Logic Controller）
やDCS（Distributed Control System）の標準機能にて実装が
可能であり、一般的なMPCと比較して、既存制御システム
への組み込みや維持・管理が容易となる。本稿では、本技術
の概要と実プラントへの適用事例について紹介する。

■昆虫媒介性感染症対策への取り組みと研究開発
－マラリア、デング熱を中心として－
大橋 和典、庄野 美徳 ………………………………… 4～14

ベクターコントロールは、マラリアやデング熱に代表さ
れる昆虫媒介性感染症を制圧する手段として極めて重要で
ある。マラリアに関しては長期残効性蚊帳（LLIN）、屋内残
留散布（IRS）、またデング熱については、幼虫剤及び空間噴
霧が主要なベクターコントロール手段である。住友化学（株）
は新規LLINとして2012年にOlyset®Plusを上市するととも
に、同年Olyset®DuoをWHOに申請した。さらにIRS製剤
SumiShield®を開発し2014年にWHOに申請した。一方デ
ング熱対策用製剤として、空間噴霧剤SumiPro®を2014年
に上市するとともに、同年、長期残効性幼虫剤であるSumi-

Larv®2MRをWHOに申請した。本稿ではこれらの新規ベク
ターコントロール製品の効力特性について報告する。

■MOCVD法による化合物半導体
エピタキシャル成長（Ⅳ）
高田 朋幸、福原 昇、山田 永、秦 雅彦、
栗田 靖之 …………………………………………… 15～24

GaAsに代表される化合物半導体はその優れた電子輸送特
性、高周波特性等を活かし、現在スマートフォン、タブ
レットPC、通信基地局等の通信デバイス用に広く用いられ
ている。その中の主要用途の一つとしてスマートフォンの
信号送受信を司るフロントエンドモジュールが挙げられ、
その中の信号送信用パワーアンプ等にInGaP系ヘテロ接合
バイポーラトランジスタ（InGaP-HBT）が適用されている。
本稿ではこのInGaP-HBTの有機金属気相成長法を用いた結
晶成長技術について解説する。

表紙写真「ヒトES細胞から作製した複合網膜組織」について

ES細胞やiPS細胞などの多能性幹細胞は、すべての種類の体細胞に分化する能力（多能性）をもち、医学的・産業的に
有用な細胞や臓器を製造するための出発原料として注目を集めています。当社では2012年、独立行政法人理化学研究所＊

（以下、理研）との共同研究によりヒトES細胞を用いて眼の基となる組織を試験管内で産生し、世界で初めて網膜組織を
立体的に作製しました。今回、理研との共同研究により新たな複合網膜組織の分化誘導法を検討し、①再生医療で問題と
なる異種由来成分を用いず、高効率に網膜組織を製造する方法、②再生医療や化合物安全性研究に使用できる段階まで網
膜組織を安定して成熟させる方法を開発しました。（本誌p66もご参照ください。）

＊：現在は国立研究開発法人理化学研究所。
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直感も動員して推定することになる。確率を下げる有
効な手立ては、事前にリスクが発現しないよう種々の
対応策を取ること、また影響度を小さくする有効な手
立てはコンティンジェンシープランを準備しリスクが
顕在化した時のために備えることである。更に、リス
クは常に変化するものであると認識することが重要で、
プロジェクトの途中で消えてゆくものや新たに生じる
もの、またある時点で急に大きくなるものもあり、そ
の都度新たなリスクを想定し、その評価と対策を行っ
てゆくことが必要である。ここではラービグ計画にお
けるプラント建設のリスクマネジメントについて、実
例を示しながら紹介したい。プラント建設のプロジェ
クトマネジメントは予算・工程・品質・安全をうまく
コントロールすることであるが、まさしくそれは色々
なリスクが許容レベルを超えないようにコントロール
するリスクマネジメントでもある。

ラービグ計画は、今まで我々の馴染みの無い中東の
地で、しかも我々の経験範囲をはるかに超える巨大プ
ロジェクトであった。そのため、リスクに対する意識
を高め、今までの知見を総動員し、またリスク想定を
確実なものにするため先輩やそれぞれの分野の専門家
からも情報を得ることを心掛けた。スケールアップや
新規技術等プロセス設計上のリスク、大型機器の調達
上のリスク、中東地域のプラント建設上のリスク、建
設ラッシュに伴うリスク、プロジェクトチーム編成に
潜むリスク等、合計70項目ほどのリスクを想定した。
その中にはリスクマネジメントがうまく機能したもの
もあるし、評価が甘く問題を起こしたものもあった。

リスクマネジメントがうまく機能し、発現確率を下
げることが出来た例として、大型機器に伴う製作上・
建設上のリスクの軽減がある。ラービグ計画では、我々

随　　想

「想定外でした」と言わないための
リスクマネジメント

住友化学株式会社
常務執行役員
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Shigeyuki YONEDA

どんなプロジェクトであっても、その成否はリスク
マネジメントがうまく機能したかどうかに大きく依存
している。プロジェクトの各段階でそのマネジメント
がうまく行われないと躓きを生じ、その時「想定外で
した」という安易な言葉で片付けられる場合が多い。

リスクマネジメントで最も重要なことは将来起こる
可能性のあるリスクをどれだけ抜けなく想定出来るか
であり、それが出来さえすれば半分は終わったと言え
るかもしれない。続いての作業は、各リスクを評価し、
それが許容できるかどうか、許容できない場合はリス
クを解消あるいは軽減できる方策を検討し、それを実
施することである。リスクは（発現確率×影響度）で
表現される。確率や影響度を正確に評価することは容
易ではないが、調査・データ収集・解析・経験・かつ
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が今まで経験したことの無い重量2000トン近くの重量
機器、直径10mを超える大型機器が多数あり、正確な
情報に基づくリスク評価が必要と考えた。FS/FEEDの
段階から製作できる機器ベンダーを調査した所、世界
で数社しかないことが分かり、その時点で納期が間に
合うのは1社のみ。全体工程への影響が無いように、直
ちに先行発注の手続きを取った。次は大型機器の輸送
を行う船や据付用のクレーンの探索である。調査の結
果、世界中でそれらの大型機器を輸送する船は10数隻、
据付可能な3600トンクレーンは2台しかないことが分か
り、すぐにその一部の確保に動いた。これらの船・ク
レーンが確保できなかった場合、大幅な工程遅れを覚
悟せざるを得なかった。

当初から大きなリスクとして想定してきたが、その
評価が甘く不十分でリスクが顕在化した例として、工
事労働者の確保難と工事品質の問題があった。ラービ
グ計画は、超大規模プロジェクト・中東の建設ラッ
シュ・短い工期・日系以外のコントラクターやベンダー
の大幅な活用など多重の難しさの中で遂行することと
なり、我々はリスクマネジメントの観点から、EPCワー
クへの関与を強め、管理体制を強化し、ベンダーや工
事業者に直接働きかけ、また我々独自でも工事資材の
一部を確保し、コンティンジェンシープランの策定等
を行った。建設中期までは、このような対応でうまく
コントロール出来ていたが、建設後半に入り配管工事
にシフトしてゆくにつれて、我々の「想定外」の世界
に引きずりこまれてゆくこととなった。中東の建設ラッ
シュの影響をまともに受け、必要な配管工・溶接工を
集められず、有効な手が打てないまま工事遅れを招い
た。また中東では工事品質を維持することは大変困難
であると想定し、数百人の工事品質担当者を配置した。
それにも拘わらず、配管工事の後半、溶接工がステン

レス配管の溶接を容易にするため、スペックとは異な
る炭素鋼の溶接棒を使うというケースがあった。個々
の社員のものの考え方、ノウハウ、技術といった、い
わゆる暗黙知が、日本と大きく異なっていたのかもし
れない。あるいは日本では暗黙知が形式知化され、組
織で共有される面があるとも言われているが、もしか
するとこういった点で想像以上に大きな相違があった
のかもしれない。そこまでは考え及ばず、いわゆる「想
定外」の出来事だった。

プロジェクト途中で新たに生じたリスクに対して、適
切に対応できた例として、ステンレス配管の溶接で使
用するアルゴンガス不足への対応がある。配管工事の
ピーク時、アルゴンガス供給元の一つであるプラント
が長期間停止する事態となり、アルゴンガスの供給不
足が予想された。そこで、供給責任のあるコントラク
ターとは別に、コンティンジェンシーとして我々側で
も供給元を前もって確保し、それを発動することで不
足問題をうまく切り抜けることができた。

研究開発プロジェクトにおいても、もちろんリスク
マネジメントが要求される。研究開発では、客先が求
めるものが急に変更になったり、他社との競争の中で
スピードを上げる必要が生じたり、開発目標自体が大
きく変化する場合が多く、その難しさが増す。変化す
る環境の中で自分の立ち位置や方向をしっかりと意識
し、リスクが顕在化する前に手を打つプロアクティブ
なアクションを常に心がけ、変化するリスクに柔軟に
対応できるように、プロジェクトマネジメント能力を
磨くことが重要である。



品を開発してきた1)。またEminence®（SumiOne®）、
ETOC®等の当社開発の家庭防疫用ピレスロイド剤は
様々な製剤形態で、人々を蚊の脅威から守っている。
本稿では、マラリア、デング熱を中心としたベクター
防除分野における、最近の当社の研究開発の成果につ
いて述べる。

ベクターコントロールとは

寄生虫学の父と呼ばれる英国人のマンソンが、1878

年蚊によってフィラリア症が媒介されることを発見し
て以来、1900年代の初頭にかけて、マラリア、シャー
ガス病、アフリカ睡眠病、リーシュマニア症等の病気
が昆虫によって媒介されることが次々と明らかにされ
た。英国の軍医ロスは「マラリア伝搬経路の発見」の

昆虫媒介性感染症対策への
取り組みと研究開発

－マラリア、デング熱を
中心として－

Recent Progress in the Research and
Development of New Products for Malaria and
Dengue Vector Control

住友化学株式会社
                   健康・農業関連事業研究所
                                       大　橋    和　典
                              庄　野    美　徳

Sumitomo Chemical Co., Ltd.
     Health & Crop Sciences Research Laboratory
                                       Kazunori OHASHI

                                       Yoshinori SHONO

Vector control is the most important method to disrupt transmission of insect-borne diseases, such as malaria or
dengue fever. Long-lasting insecticidal nets (LLINs) and indoor residual sprays (IRS) are major tools for malaria
vector control. Recently we have developed two new LLIN and one IRS formulations. Olyset®Plus is a durable
LLIN containing 2% (w/w) permethrin combined with 1% (w/w) piperonyl butoxide (PBO) with enhanced efficacy
against pyrethroid resistant mosquitoes. Olyset®Duo is also a durable LLIN containing 2% (w/w) permethrin and
1% (w/w) pyriproxyfen. Olyset®Duo has sterilizing and life-shortening effects against pyrethroid resistant
mosquitoes. SumiShield®50WG is a new IRS formulation containing clothianidin which is a new mode of action
insecticide for vector control. SumiShield®50WG shows excellent residual efficacy against both resistant and
susceptible anopheline mosquitoes on various wall materials. As for dengue vector control, larviciding and space
spraying are dominant tools. SumiLarv®2MR is a new long-lasting “matrix release” larvicide based on pyriproxyfen
that has been specially designed for container breeding mosquitoes. SumiPro®EW is a new space spray formulation
with low water evaporation properties that allows spray droplets to travel up to 100 m from the point of application.
Minimal shrinkage of water droplets maintains a superior knock-down and kill activity of SumiPro®EW against
dengue vector mosquitoes. This paper described the key features of the products that provide improved control for
insecticide-resistant malaria and dengue vectors.
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はじめに

蚊を中心とした昆虫、ダニ等が媒介する、マラリア、
デング熱を始めとする多数の疾病は、依然として熱帯、
亜熱帯地域を中心として猛威をふるっている。2014年
夏、約70年ぶりに日本国内で感染が確認され、東京を
中心に多数の患者が発生したデング熱は、長い間蚊を
単なる不快害虫としてしか見ていなかった大多数の我々
日本人に対し、蚊の持つ恐怖の一面、すなわち疾病媒
介昆虫（ベクター）としての素顔を再認識させた。
当社は1973年に世界保健機関（WHO）からマラリア
対策用屋内残留散布剤として推薦を受けたSumithion® 

40WPや、また2001年世界で最初にWHOから長期残
効性蚊帳としての推薦を受け、その後のマラリアによ
る死者数の半減に大きく寄与したOlyset®Net等の製



功績により、1902年ノーベル医学賞を受賞した2)。これ
らの昆虫媒介性感染症の殆どが昆虫を介してのみ感染
し、患者との接触、飛沫、排泄物等による直接感染は
起こらない。病原体（原虫、ウイルス等）、宿主（ヒ
ト、ある場合は他種の動物）とベクターは、長い進化
の歴史を共有し、それぞれの病気はその病原体の体内
への寄生を許す固有のベクターによって媒介され、病
原体は一般環境中に存在することが無い。一方、イン
フルエンザやコレラ等の通常の感染症の場合、病原体
は空気中や水、食物等に存在する。これらの病原体は
微少なため、肉眼では決して見ることができない。し
かし昆虫媒介性感染症の場合、我々は目に見える敵
（ベクター）と戦う事により、新たな患者の発生を確実
に防ぐ事ができる。ベクターはある意味病原体の化身
なのである。ベクターコントロールの原理の模式図を
Fig. 1に示す。

マラリアとデング熱のベクターコントロールの違い

マラリアはエイズ、結核と並ぶ世界三大感染症の一
つであり、2013年度の推計で年間患者数1億9800万人、
死者数58万4千人に上る最も深刻な昆虫媒介性感染症
である3)。ベクターはハマダラカ（Anopheles）類と総
称される一群の蚊であり、世界各地にはそれぞれ固有
の媒介蚊が分布している。成虫は夜間吸血性が多く、
幼虫の生息環境は種によって異なり、湖沼、湿地周辺
の水たまり、あるいは水田等と多様性に富んでいる。
またマラリアの発生は貧困と密接な関連を持ち、患者、
死者の約9割はサハラ以南のアフリカの、主として農村
地帯である。

Olyset®Netを初めとする長期残効性防虫蚊帳
（Long-Lasting Insecticidal Net, LLIN）及び家屋内壁
面に残効性を持つ殺虫剤を散布する屋内残留散布（In-

door Residual Spraying, IRS）が主たるマラリアベク
ターコントロールの手段である。前者は夜間就寝中の
ハマダラカの刺咬を防ぐとともに、蚊帳に接触した蚊
を殺すことにより新たなる媒介を防止することが可能
である。後者は、夜間吸血したハマダラカが家屋内の
壁面に休止する性質を利用した方法であり、新たなる
感染の拡大を防ぐという点で極めて優れている。

一方、デング熱はヤブカの仲間であるネッタイシマカ
（Aedes aegypti）及びヒトスジシマカ（Ae. albopictus）
によって媒介されるウイルス性の感染症である。特に東
南アジア、中南米で猛威をふるっており、近年患者数の
増加が著しい。WHOの最新資料（2015年）によれば、
現在、年間患者数3億9000万人と推定されている4)。デ
ング熱を媒介する2種ベクターは昼間吸血性であり、
ネッタイシマカの幼虫は人家内外の水甕、廃容器、タイ
ヤ等に溜まった水に生息し、一方ヒトスジシマカの場合
は廃容器等に加え、竹の切り株、墓所の水差し、雨水枡
等も発生源となる。このように、2種とも人間の生活域
と極めて密着して分布するため、患者は都市部、農村部
を問わず広く発生し、2014年の日本国内における事例で
も明らかな通り、先進国、例えば台湾、シンガポール等
の都市部で突然大流行することがある。媒介蚊の発生
源対策として定期的幼虫防除による媒介蚊密度の低減
が有効であり、また患者発生時のウイルス保有蚊の駆除
と、成虫密度の低下を目的とした殺成虫剤の空間噴霧
がデング熱ベクターコントロールの主たる手段である。
マラリア及びデング熱ベクターコントロールの対比

をTable 1に示した。以下本稿ではマラリアコントロー
ルの主要手段である長期残効性蚊帳及び屋内残留散布
剤、デング熱コントロールの主要手段である幼虫防除
剤、空間噴霧剤について当社の最近の研究開発状況に
ついて述べる。

抵抗性対策長期残効性防虫蚊帳（Olyset®Plus,
Olyset®Duo）

当社のOlyset®Netが2001年に世界初の長期残効性
蚊帳（LLIN）としてWHOの推薦を受けて以来、多数
のLLINが上市されマラリア患者の減少に大きく寄与し
てきた。LLINの配布数は2013年に年間1億4300万張り
に達し5)、アフリカ全土のマラリア流行地帯にほぼ隈な
く行き渡ることになった。これらLLINの有効成分は全
てピレスロイド系殺虫剤であるため、2000年代の後半
からアフリカの各地で抵抗性を持つハマダラカの出現
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Fig. 1 Principle of vector control
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Table 1 Comparison of vector control method 
between malaria and dengue fever

Anopheles spp.

Night biting

Aedes aegypti
Aedes albopictus
Day biting

Vector

Larva

Adult

Larva

Adult 

Stage

Larviciding 

Long-lasting 

insecticidal net (LLIN)

Indoor residual 

spraying (IRS)

Larviciding

Space spraying

MethodDisease

Malaria

Dengue

fever
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的試験では、Olyset®Plusの配布がマラリア感染率を大
きく減少させ、その効果はOlyset®Netよりも高かった
ことが確かめられている12)。
昆虫成長制御剤のピリプロキシフェンは昆虫の変態、

特に羽化を阻害するためハエ、カ用幼虫剤として、また
農業分野でもコナジラミやカイガラムシ防除剤として
使用されている13)。我々はピリプロキシフェンのハマ
ダラカに対する不妊化効果14), 15)及び、今回新たに見出

が報告されるようになり6)、従来のLLINの効力低下に
備えた新しいタイプのLLINの開発が求められるように
なってきた7)。そこで当社は、効力を増強した新しい
LLINであるOlyset®Plusを開発、2012年にWHOの推
薦を受け上市した8)。その後、抵抗性対策蚊帳として
Olyset®Duoの開発を進め、2012月8月にWHOPES

（WHO Pesticide Evaluation Scheme）に申請した。
有効成分であるペルメトリン2%（w/w）と共力剤であ
るピペロニルブトキシド（PBO）1%（w/w）を含有する
Olyset®Plusは樹脂組成を調整して、常に糸表面に十
分量の薬剤が浸みだすように設計されている。PBOは
ピレスロイド系殺虫剤を解毒する酸化酵素の働きを阻
害することにより薬剤の効力を増強する効果を持つた
め、代謝酵素活性増大型の抵抗性を持つ媒介蚊に対し
て特に有効である。中央アフリカのカメルーン及び、西
アフリカのベナンで実施した野外抵抗性ハマダラカに
対する準野外効力試験の結果9)をFig. 2に示す。媒介
蚊のガンビエハマダラカ（Anopheles gambiae s.s.）は
いずれの試験地でもピレスロイドに対する代謝抵抗性
を発達させており、ベナンではさらにピレスロイドの
作用点に抵抗性遺伝子（kdr）を有している。比較対象
には現行品のOlyset®Net及び、Olyset®Plusと同じ樹
脂組成でPBOを添加していない処方を用いた。WHO標
準法 10)に準拠した準野外試験では、所定の大きさの穴
を開けた蚊帳の中にボランティアが就寝し、処理区に
おけるハマダラカの吸血率と致死率を無処理区と比較
して薬効を評価する。蚊帳をWHO標準法で3回洗濯し
た後、薬剤が糸表面に回復する期間を7日間おいて効力
試験に供試したところ、いずれの試験地においても、ピ
レスロイドによって引き起こされる吸血阻害効果と致
死効果は、PBOを含有するOlyset®Plusで最も高く、次
いでPBOを含有しないOlyset®Plusで高かった（Fig. 2

(a), (b)）。これらはいずれも現行品のOlyset®Netより
高かったことから、樹脂組成の改変による表面薬剤量
増加の効果が確認された 9)。さらにOlyset®Plusでは致
死率が上昇したことから、抵抗性ハマダラカに対して
PBOの共力効果が確認された。
次に、東アフリカのケニアで野外から採集した媒介

蚊に対するOlyset®Plusの効力を評価した。本地域のア
ラビエンシスハマダラカ（An. arabiensis）はピレスロ
イドに対して高い代謝抵抗性を獲得している11)。野外
で採集したハマダラカ幼虫を成虫まで飼育し、WHO標
準コーン法10)でLLINに3分間接触させた。60分後の
ノックダウン率と、24時間後の致死率を観察したとこ
ろ、Olyset®Plusの効力は非常に高く、デルタメスリン
をコーティングした既存のLLINであるPermaNet®2.0

よりも高かった（Fig. 3）。このように、Olyset®Plusは
抵抗性を持つ媒介蚊にも増強された効力を示す。長崎
大学との共同研究によるケニア農村地域における疫学

Fig. 3 Performance of Olyset®Plus in the stan-
dard WHO cone test against field-caught, 
metabolic-resistant Anopheles arabiensis in 
malaria-endemic area, Kenya.
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ルコール溶液に浸漬し、風乾後にハマダラカ雌成虫に
接触させたところ0.01%（w/v）以上では、吸血前、吸
血後にかかわらず産卵が完全に抑制された14)。同様の
不妊化効果はアラビエンシスハマダラカでも確認され
ている15)。この不妊化効果は不可逆的であり、一度暴
露すると二回目以降の吸血・産卵サイクルでも産卵数
は回復しなかった14), 16)。さらにピリプロキシフェンは
濃度依存的にハマダラカ雌成虫の生存率を低下させる
ことも明らかになった（Fig. 5）。これらの効果が機能
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した雌成虫に対する寿命短縮効果14)がLLINの有効成分
として優れた性質であることに着目し、ペルメトリン2%

（w/w）とピリプロキシフェン1%（w/w）を混合した新
しいコンセプトのOlyset®Duoを開発した。
ガンビエハマダラカに対するピリプロキシフェンの

不妊化効果をFig. 4に示す。Olyset®Netと同じ材質で
薬剤を含有しないネットを、ピリプロキシフェンのア

Fig. 4 Fecundity of Anopheles gambiae s.s. 
females exposed to nets treated with vari-
ous concentrations of pyriproxyfen before 
and after blood feeding. Uppercase and 
lowercase letters indicate significant differ-
ences among females exposed before and 
after blood feeding, respectively (P < 0.05) 
(Ohashi et al.14)).
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Fig. 5 Survival rates of Anopheles gambiae s.s. 
females after exposure to nets treated with 
various concentrations of pyriproxyfen 
(Ohashi et al.14)).
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抵抗性のガンビエハマダラカに対して認められている19)。
このように、Olyset®Duoは二種の有効成分を含有する
ことによって、ピレスロイドに抵抗性を持ったハマダラ
カに対してもピリプロキシフェンの作用で次世代の産出
を抑制することができる。この時、ピレスロイド抵抗性
が強い個体ほどピリプロキシフェンの作用を強く受け
ることから、ハマダラカ個体群にピレスロイド抵抗性
とは逆の選択圧が働くと考えられている20)。すなわち、
Olyset® Duoは抵抗性の発達を防ぐ可能性を持ってい
る。さらに、吸血後のハマダラカにおけるマラリア原
虫の潜伏期間が10−14日間であるため、Olyset® Duoの
寿命短縮効果が有効であれば、ハマダラカのマラリア
伝播能力を大きく減少させることができる21)。

Olyset®Duoはこれまでに無いコンセプトのLLINであ
る。このコンセプトは制御された実験条件下でかなり実
証されてきたが、実用場面における疫学的インパクトは
これから検証しなければならない。現在、Olyset® Duo

の付加価値を検証する大規模な野外試験が、欧州の競
争的研究資金（AvecNet）を得てブルキナファソの抵
抗性地帯で行われている22)。これらの実証データの積
み重ねにより、WHOにより抵抗性対策蚊帳としての初
の推薦を得ることも可能になるであろう。

新規作用性残留散布剤（SumiShield®50WG）

1940年代半ばにDDTが残留散布剤として使用され、
マラリア防圧に劇的な効果を上げて以来、屋内残留散
布（IRS）はマラリアベクターコントロールの主役で
あった。屋内の壁に薬剤を散布するIRSはマラリア感染
サイクルを分断する効果が高い一方で、3か月から半年
のサイクルでの定期散布が必要であるため、その組織
の維持と散布にかかる費用が大きく、また媒介蚊の抵
抗性の発達等の問題により2000年代に入るとより安価
で効率のよいLLINにその座を譲った。しかし、LLINの
マラリア流行地帯への全面配布によりマラリア数が大
きく減少してきた現在、再び、優れた残留散布剤をマ
ラリア防除計画に加えることにより、マラリア防圧へ
のスピードを加速させる事が強く求められている。
当社はベクターコントロール分野で初めて使用される

作用機構を持つ殺虫剤である、クロチアニジンを有効成
分とする屋内残留散布剤SumiShield®50WGを開発、

すれば野外個体群の密度増加を抑制することができる。
このコンセプトについて、半自然条件を作り出した網室
にヒトスジシマカの成虫を放って検討した 17)。ピリプロ
キシフェン1%あるいは0.1%の溶液に浸漬した小型の蚊帳
に穴をあけて蚊が出入りできるようにし、一週間毎に吸
血源動物を蚊帳の中に導入した。網室内に設置した産
卵トラップに産下された卵数、孵化率、蛹数、そしてそ
こから羽化した次世代成虫数を観察したところ、いずれ
の個体数も処理区の網室で有意に低下した（Fig. 6）。
これは、産卵数と孵化率が低下したことに加え、雌成虫
によって産卵トラップに運搬されたピリプロキシフェン
が蛹の羽化を阻害した相乗的な結果であった17)。
次に、Olyset®Duoの野外抵抗性ハマダラカに対する
効力を調べるため、西アフリカのベナンで準野外効力
試験を実施した18)。Olyset®Duoの比較対象には、ピリ
プロキシフェンだけを含有した蚊帳と現行品のOlyset® 

Netを用いた。Olyset®Duoは糸表面の薬剤量が多く、
ペルメトリンによって引き起こされる吸血阻害効果と
致死効果はOlyset®Netよりも高かった（Fig. 7）。しか
し、西アフリカのハマダラカの抵抗性レベルは極めて
高く、吸血した個体が一部生存していたのでこれらの
雌成虫を室内で飼育したところ、無処理蚊帳とOlyset® 

Netでは正常に産卵・孵化したのに対し、ピリプロキシ
フェンだけを含有した蚊帳とOlyset®Duoでは雌成虫を
完全に不妊化させることができた（Table 2）。同様の
不妊化効果がケニアにおける実地試験においても野外

Fig. 7 Performance of three different LLINs 
against multi pyrethroid-resistant strain 
(kdr + metabolic) Anopheles gambiae s.s. in 
experimental huts, Akron, Benin (Data 
from Ngufor et al.18)).
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Table 2 Sterilizing efficacy of Olyset®Duo against natural population of Anopheles gambiae s.s. in experimental 
huts, Akron, Benin (Data from Ngufor et al.18)).

No. of blood-fed females observed 

No. of eggs per blood-fed females (95% CI)

No. of larvae per blood-fed females (95% CI)

Untreated net

27

37 (15–58)

36 (14–57)

Pyriproxyfen-incorporated 

net (1% w/w)

19

0

0

Olyset®Net

15

57 (30–74)

52 (39–71)

Olyset®Duo

8

0

0
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2014年8月にWHOPESへ申請した。本製剤は、従来の
主要残留散布剤であるピレスロイド系やカーバメート
系殺虫剤に抵抗性を持つハマダラカに卓効を示し、さ
らには優れた残効性を有する特徴がある。
ハマダラカ成虫に対するクロチアニジンとペルメト

リンの基礎効力を局所施用法で評価した結果をFig. 8

に示す。クロチアニジンは処理後の日数とともに半数
致死薬量（LD50値）が徐々に低下することが分かる
（Fig. 8 (a)）。これはクロチアニジンが遅効的に作用す
る薬剤であり、時間の経過とともに致死率が増加する
ことを示している。一方、即効性が高いペルメトリン
ではLD50値の変化は小さかった（Fig. 8 (b)）。IRSの目
的は感染者から吸血した媒介蚊の寿命を減少させてマ
ラリア原虫の生活環を遮断することであるから、薬剤
に即効性を求める必要がない。このように、既存の評
価方法にとらわれず薬剤の特徴をとらえることでクロ
チアニジンをIRS製剤に適用することが可能となった。
西アフリカのベナンで実施した準野外試験の結果を

Fig. 9に示す。アフリカに多いセメント造りの小屋の
内壁に、水で希釈した IRS製剤をWHOの標準用法用
量に従って散布し、1か月毎に標準WHOコーン法23)で
残効性を評価した。ピレスロイド抵抗性遺伝子（kdr）
を有するガンビエハマダラカKdrKis系統に対して、

SumiShield®50WGの300 mg AI/m2処理区は効力評
価のWHO基準である致死率80%以上を7か月間維持し
た。一方で、既存のIRS製剤はそれより残効性が短く、
ピリミホスメチルCSで5か月、デルタメスリンWGで
4か月、ベンダイオカルブWPでは2か月間であった。
次に、実験小屋に侵入したガンビエハマダラカ野外個
体群に対する致死率をFig. 10に示す。本試験地におけ
る野外個体群はピレスロイド系及びカーバメート系殺
虫剤に対して高度の抵抗性を持つ。この個体群に対し
てSumiShield®50WGは高い効力を示し、ピリミホス
メチルと同等の効果が得られた。一方で、デルタメス
リンWGやベンダイオカルブWPの効力は実用レベルに
達しなかった。同様に、東アフリカのケニアにおいて
も野外抵抗性ハマダラカに対するSumiShield®50WG

の高い効力が確かめられている。長期残効性を持つIRS

製剤は散布間隔を長く設定でき、主に人件費で占めら
れる散布コストを大幅に低下させることができる。アフ
リカにおけるマラリア流行期間は雨期を中心に長くても
6か月程度であるため、SumiShield®50WGでは年間の
散布回数を一回までに低減できる可能性がある。ピレ
スロイドを主成分としたLLINとSumiShield®50WGを
用いたIRSの組み合わせは、今後マラリア防圧のため
に重要な役割を果たすであろう。

Fig. 8 Changes in the intrinsic activity (lethal doses for 50% mortality ± 95%CI) of (a) clothianidin and (b) permethrin 
against insecticide-susceptible strain of Anopheles gambiae s.s. observed over a period of 7 days after topical 
application.
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Fig. 9 Residual efficacy of SumiShield®50WG and existing formulations for indoor residual spraying against 
pyrethroid-resistant Anopheles gambiae s.s. KdrKis strain in the WHO cone bioassay in experimental huts, 
Benin, West Africa.

0M
1M
2M
3M
4M
5M
6M

7M
8M
9M
10M
11M
12M

0

20

40

60

80

100

%
 M

or
ta

lit
y 

at
 3

 d
ay

s 
af

te
r

ex
po

su
re

SumiShield®50WG
300 mg AI / m2

Pirimiphos-methyl CS
1000 mg AI / m2

Deltamethrin WG
25 mg AI / m2

Bendiocarb WP
400 mg AI / m2



1個／40 Lの用量で処理した。一週間毎に半分の水を入
れ替え、二週間毎に採取した少量の水にネッタイシマ
カ幼虫を放し効力試験を行った。その結果、既存製剤
であるジフルベンズロンWPが処理後50日以降に効力が
低下したのに対し、SumiLarv®2MRの効力は6か月間
持続することが確かめられた（Fig. 12）。

次に、デング熱が流行しているラオス国カムワン県
の農村において関西医科大学と共同で野外実地試験を
行った。処理区の村（120家屋, 人口679人）で、住民
の許可が得られた家屋のすべての水甕や貯水ドラムに
SumiLarv®2MRのプロトタイプを用法用量に従って投
入した（Fig. 13）。半年毎に再処理し、一年半後に媒
介蚊の幼虫採集調査を行った。結果をFig. 14に示す。
無処理区の村では水甕でネッタイシマカの幼虫が高率
で発生していたのに対し、水甕以外の容器での発生率
は水甕に比べて低かった。一方、SumiLarv®2MRを処
理した村では、水甕での発生率がゼロとなり、水甕以
外の容器でもその発生率が低下した（Fig. 14）。この結
果は、処理区の村全体でネッタイシマカの密度が低下
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長期残効性幼虫防除剤（SumiLarv®2MR）

前述の通り、デング熱媒介蚊であるネッタイシマカや
ヒトスジシマカは人間の生活域に密着した生活環を持つ
ため、それらの密度を低減するには発生源への殺幼虫剤
の処理が有効である。優れた幼虫剤の特徴は、高い安全
性を有するとともに、長期残効性によって処理に要する
労力が低減（処理回数の削減）できる事である。当社は
これまで蓄積した薬剤の徐放化技術を活かして樹脂中
に昆虫成長制御剤ピリプロキシフェン（SumiLarv®）を
練りこみ、長期残効性を有する新しいコンセプトの幼虫
対策剤SumiLarv®2MR（Fig. 11）を開発、2014年12

月にWHOPESへ申請した。ピリプロキシフェンは人畜
に対する高い安全性を有しており、WHOにより飲料水
への使用が認められた有効成分である24)。東南アジアや
中南米など、デング熱が蔓延している地域では、屋内外
の水甕や貯水ドラムが媒介蚊幼虫の主要発生源である
ことから、本製剤は水甕などに処理する目的で開発さ
れた。本製剤の特徴は、水の交換頻度にかかわらず処
理後6か月以上の間、薬剤が有効濃度になるように水中
に溶出して幼虫の羽化を阻害することである。このコ
ンセプトを確かめるためにマレーシア工科大学で実施
した、準野外実地試験の結果をFig. 12に示す。屋外に
設置した水甕に汲み置き水を入れてSumiLarv® 2MRを

Fig. 11 SumiLarv®2MR, a matrix release formula-
tion containing 2% (w/w) pyriproxyfen.

Fig. 12 Percentage inhibition of adult emergence 
(±SE) in simulated field trials using 
earthen jars (n = 4) containing 40 L of 
water tested against Aedes aegypti larvae, 
in Malaysia. Half of the water in each jar 
were replaced once a week.

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200

%
 I

n
h

ib
it

io
n

 o
f 

ad
u

lt
 e

m
er

g
en

ce
(%

 I
E

)

Days after treatment

SumiLarv®2MR (1 piece/40L)

Diflubenzuron WP (40 mg/40L)

Fig. 10 Field evaluation of SumiShield®50WG and existing formulations for indoor residual spraying against 
natural population of Anopheles gambiae s.s. in experimental huts, Benin, West Africa. Data were collected 
during 4 months after spraying.
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したことを示唆している。なお、試験開始当初は処理
した製剤が住民によって廃棄されることが多かったが、
効果が実感されるとともに製剤の残存率は上昇した。
製剤は複数の色を用意しており、現場での交換の有無
の判定を容易にしている。本試験では、処理区の村に
おけるデングウイルス抗体陽性率が無処理区より有意
に低下したことが確認されている25)。以上のように、
SumiLarv®2MRを水甕などの生活用水へ徹底的に処理
することで、デング熱の発生を持続的に抑制できると
期待される。

新しい空間噴霧剤（SumiPro®EW）

人口が稠密な都市部で流行が頻発することがデング熱
の特徴である。一旦患者が発生すると、ウイルスに感染
した蚊が次々に新しい患者を生み出すため、早急にウイ
ルス保有蚊を駆除し、媒介蚊の密度を低下させなければ
ならない。そのため空間噴霧剤を散布することはデン
グ熱の緊急対策として極めて重要である。これは2014

年の東京における流行でも採用された方法である。当社
は蚊に対して極めて高いノックダウン活性を有するメト
フルトリン（Eminence®／SumiOne®） 26)と優れた致死
効果を有するシフェノトリン（GOKILAHT®S）を用い、
さらに効力増強のため共力剤PBOを配合した新しい空
間噴霧剤SumiPro®EW（Table 3）を開発、2014年に
シンガポール及びマレーシアで上市した。本製剤は濃厚
少量噴霧（Ultra-low volume, ULV）や煙霧（Thermal

fogging）に適しており、高い遠達性（散布薬剤が噴霧
地点から離れても効果を示す性質）を発揮する。本製剤
は有機溶媒をほとんど含まないエマルション（EW）処
方であるため（Table 3）、作業者や環境に対する負荷
も低い。本製剤の用法用量をTable 4に示す。
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Fig. 13 (a) Water storage containers and (b) 
SumiLarv®2MR treated in a water Jar in 
rural village in Lao PDR

(b)

(a)

SumiLarvSumiLarv®2MR2MRSumiLarv®2MR

Fig. 14 Positive rates for immature stages (i.e. 
larvae and pupae) of Aedes aegypti in 
water-filled containers 1.5 years after treat-
ment with a prototype of SumiLarv®2MR 
in all water storage containers in a rural 
village, Lao PDR. Jars and other containers 
were randomly examined for presence of 
mosquito larvae and pupae. Collected mos-
quitoes were brought to the laboratory and 
species were identified morphologically 
under a microscope.
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Table 3 Composition of SumiPro®EW 

0.1

6.0

10.0

83.9

100.0

Content % (w/w) Ingredient

Metofluthrin (SumiOne®)

d-d-t Cyphenothrin (GOKILAHT®S)

Piperonyl butoxide (PBO)

Inert ingredients/water

Total

Table 4 Dilution rates and spray volumes for SumiPro®EW 

Space

Outdoor

Indoor

Spray Volume

0.5 L / ha

10 L / ha

0.1 L / 2000m3

1 L / 2000m3

Dilution Rate (SumiPro®EW : Water)

1 : 9

1 : 99

1 : 9

1 : 49

Application technique

Cold fogging (ULV)

Thermal fogging

Cold fogging (ULV)

Thermal fogging
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ある。しかしながら、新規有効成分の開発は莫大な費
用を要するため、市場が限られる本分野のような場合、
企業の開発へのインセンティブは決して高いとは言え
ない。

IVCC（Innovative Vector Control Consortium）は、
Bill & Melinda Gates Foundationの資金援助を受け新
しい感染症ベクター防除技術の開発促進を目的として
設立された、英国リバプールに本拠地を持つ非営利団
体である29)。前記の課題を克服するため、IVCCはベク
ターコントロール用途の新規有効成分の開発を最重要

WHOの公定法27)に従った野外試験をマレーシア工科
大学で実施した。トラックに搭載したULV噴霧機でサッ
カー場の風上からSumiPro®EWを噴霧し、ネッタイシ
マカ及びヒトスジシマカ成虫を散布地点から一定の距
離で暴露させた。その結果、いずれの蚊に対しても
SumiPro®EWは散布地点から100 mの距離まで高い致
死率を示したのに対し、SumiPro®EWと同じ有効成分
を調整した乳剤（EC）処方では散布地点から50 mより
先の地点で致死率が低下した（Fig. 15）。このように、
SumiPro®EWはエマルション処方によって遠方まで薬
剤が到達し、高い致死効力を発揮することが確かめら
れた。
本製剤の遠達性は、散布液が空中で理想的な粒子径

（10–30 µm）を保つことで達成されている。空間噴霧
剤は粒子径が30 µmを超えると速やかに落下し、逆に
5 µm以下では対象害虫への付着率が大きく低下す
る 28)。SumiPro®EWは液痩せ防止剤を含有しているた
め、Fig. 16に示すように散布液が理想的な粒子径を保
持したまま100 m先に到達することができた。一方、
液痩せ防止剤を添加していない処方では、散布地点か
ら離れるほど粒子径が縮小した。このように、Sumi-

Pro®EWでは高い遠達性によって薬剤散布量や散布コ
ストを大幅に抑えることができ、デング熱の緊急防除
に大きな効果をもたらすものと期待される。

ベクターコントロール用新規有効成分の開発

限られたケミカルクラスの有効成分が広い地域に繰
り返し使用されるベクターコントロール分野において、
抵抗性の出現はある意味宿命的なものと言える。新し
い作用性を有する新規有効成分を本分野に導入するこ
とは、抵抗性問題の本質的解決策として極めて重要で

Fig. 15 Field efficacy of SumiPro®EW compared with a formulation of emulsifiable concentrate (EC) at distances 
of up to 100 m downwind from vehicle-mounted ULV cold fogger in Malaysia. Water-diluted formulations 
(1 : 9) were sprayed at a rate of 0.5 L/ha in a football ground (n=3) in typical conditions (24–28°C; 58–77% 
RH; 0.2–0.9 m/s wind velocity). Laboratory reared Aedes aegypti and Ae. albopictus females were kept in 
holding cages at 1.5 m above the ground. Mortality was observed at 24 h post treatments in clean cups.
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Fig. 16 Droplet size (volume medium diameter28)) 
of SumiPro®EW compared with a formula-
tion of SumiPro®EW without evaporation 
retardant at distances of up to 100 m down-
wind from vehicle-mounted ULV cold 
fogger in Malaysia. Water-diluted formula-
tions (1 : 9) were sprayed at a rate of 0.5 
L/ha in a football ground in typical condi-
tions (24–28°C; 58–77% RH; 0.2–0.9 m/s 
wind velocity). Teflon coated slides for 
droplet deposition were placed at 2.5 m 
above the ground.
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プロジェクトと位置付けている30)。当社は2009年から
1年間Proof of Concept研究を実施し、当社の保有す
る化合物ライブラリーの評価を行い、野外抵抗性系統
のハマダラカ成虫に活性を有する化合物をいくつか見
出した。そこで2011年からIVCCの研究費を得て、ベク
ター防除新規殺虫剤の探索研究プロジェクトを本格的
に開始した。その後探索研究を進め、ベクターコント
ロール用途として新しい作用性を有する、新規有効成
分の候補化合物を選抜し、現在本格開発に向けての研
究を行っている。

おわりに

マラリアの死者数は2000年以降現在までにほぼ半減
した。これは2000年代中盤から開始された、アフリカ
を中心としたマラリア流行地帯へのLLINの全面大量配
布（Universal Coverage）を中心とした総合的対策の
成果である。その一方で殺虫剤抵抗性など新たな問題
も顕在化しつつある。デング熱については、グローバ
リゼーションの進展による国境を越えた人、モノの移
動、さらには地球温暖化に伴う媒介蚊の分布拡大等の
複雑な要因により、患者数は年々増加している。これ
まで述べてきたように、我々はこの状況に対応可能な
多様な新規ベクターコントロール製品を開発した。ま
た2012年6月にはタンザニアにベクターコントロール研
究のアフリカの拠点としてAfrica Technical Research

Centreを設立、現地での研究体制の強化を図った。当
社は今後もベクターコントロール分野及び家庭防疫薬
分野で長年培われた研究開発力を武器に、昆虫媒介性
感染症の制圧に向けて更なる戦いを続けていく。
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にDuplexerを集積したPAiD（Power Amplifier with

Integrated Duplexer）やFEMiD（Front End Module

with Integrated Duplexer）等が用いられている。この
ように多様化するRFフロントエンドモジュールの中で、

MOCVD法による化合物半導体
エピタキシャル成長（Ⅳ）

Epitaxial Growth of Compound Semiconductors
Using MOCVD (Ⅳ)
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はじめに

近年、携帯電話に代表される移動体通信機器ではク
ラウドコンピューティング等による通信データ量の増
大、及びデータ通信の高速化への対応が高まってきて
いる。通信モードではLTEの普及により周波数のマル
チバンド化が進んでおり、2G端末では2～3であったバ
ンド数が10バンド以上にまで増加している。また最近
では携帯電話以外の機器においても無線LAN通信機能
を装備するものが多く、これらの信号処理を司る各種
電子モジュールの高性能化が進められている。その中
でも信号通信を行うRFフロントエンドモジュールでは
小型化、低消費電力化のためこれまで単体デバイスで
あった各素子の集積モジュール化が進んでおり、スマー
トフォン等のフロントエンド部ではFig. 1に示すよう
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     IT-related Chemicals Research Laboratory
                                       Tomoyuki TAKADA
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                                       Masahiko HATA
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GaAs based compound semiconductors have been widely used for mobile applications in devices, such as
smartphones, tablet PCs, base stations, and so on, because of their superior RF properties.

One of their major applications is the FEMs (Front-End Modules) of mobile phones, and InGaP-HBT which is
suitable for power amplifiers in FEMs has been developed. In this paper InGaP-HBT epitaxial wafer fabrication
techniques using MOCVD growth method are reviewed.

＊1 現所属：電子材料事業部
＊2 現所属：先端材料探索研究所
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Fig. 1 Schematic diagram of front-end  module  
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複数のバンドに対応した出力増幅を行うパワーアンプ
モジュールについては、各バンドにおける増幅特性に
高い線形性が要求される。また端末内で最も大きな信
号の処理を行うためパワーアンプモジュールの消費電
力は元々大きいが、さらに複雑化する変調方式への対
応により、電力消費はいっそう高まる傾向があり、さ
らに高い電力効率が求められてきている。
現在フロントエンドモジュールのパワーアンプ素子

としてはSi、SiGe、GaAs等の半導体材料を用いた電子
素子が用いられるが、中でもGaAsを用いた素子は高い
線形性、低い消費電力という特性を持っており、上記
のようなパワーアンプ用途に適している。GaAs系半導
体を用いた高周波用素子としては、フロントエンドモ
ジュールの中のアンテナスイッチや低雑音アンプに用
いられるp-HEMT（pseudomorphic High Electron

Mobility Transistor）はその代表的なデバイスのひと
つである。このp-HEMTの開発については本誌にてこ
れまで幾度か技術概要を述べてきた1)– 3)。一方パワー
アンプ用途では後述するようにHBT（Heterojunction

Bipolar Transistor）が特に優れた特徴を有しているこ
とから今日広く用いられている。またその市場も急速
に拡大しており、本報告においてはGaAs系HBTの技術
開発について述べる。

HBTの原理と特徴

典型的なHBTの構造をFig. 2に示す。スイッチ用に
用いられているp-HEMTに代表される電界効果トラン
ジスタとの最大の違いは電流の経路であり、p-HEMT

が基板の横方向に電流を流すのに対し、HBTでは縦方
向に電流を流すことである。この方式により、数10nm

という極薄の量子井戸チャネル幅に電子を流すp-

HEMTと比較し、圧倒的に電流経路断面積を大きく取
ることができ、大電流を制御するパワーアンプ用途に
適している4)。また別の見方をすれば素子面積当たりの

電流量を多くとることができるため、素子サイズの小型
化が可能であるともいえ、実装面積・体積に対する小型
化要求の強い携帯端末向け用途におけるHBTの最大の
メリットのひとつとなっている。出力電力の制御方式に
ついてみれば一般にp-HEMTではゲート電圧＝0の際に
一定の電流が流れるノーマリオン型で高い電流密度確保
できるが、最大電流出力時（正ゲート電圧）、及び
シャットオフ時（負ゲート電圧）という動作振幅間で正
負2つの電源を必要とする。ゲート電圧ゼロ時にシャッ
トオフ状態で、正ゲート電圧のみで電流増減を制御す
る、いわゆるノーマリオフ型も可能であるが、有効チャ
ネル電荷密度が少なくなるため、電流密度が低くなり、
必要な出力電流を確保するためには素子面積が増大す
る欠点がある。一方HBTでは、元々ベース電流信号に
必要な極性とコレクタに印加する電流極性が一致してい
るため、単一電源で駆動できるという利点があり、電源
電圧回路が簡素化出来、かつ元来の高い単位面積当た
りの電流密度とも相俟って、小型で高い出力電流を制
御可能なパワーアンプが形成できるのが特徴である。
次にHBTを構成する結晶のバンド構造について述べ

る。GaAs、InP等の化合物半導体においては混晶を用
いてヘテロ接合を形成することで多彩なバンドライン
ナップを形成可能である。例えばGaAs半導体上にバン
ドギャップの大きなAlGaAsやInGaPを格子定数を一致
させつつ積層することでバンド不連続構造を作製でき
る。またAlGaAsとInGaPでは真空準位からの伝導帯下
端、及び価電子帯上端までのエネルギー差が異なるた
め、これらを組み合わせることで目的に応じて適した
バンドラインナップを作り込むことができ、電子用、光
用デバイスに広く用いられている。HBTの場合では後
述するようにGaAsからなるベース層に隣接してバンド
ギャップの大きなAlGaAs、あるいはInGaPからなるエ
ミッタ層を形成することで、ベース層の価電子帯とエ
ミッタ層の価電子帯との間に高いエネルギー障壁が形
成され、ベース層に注入された少数キャリアのエミッ
タ層への拡散を抑えることができる。これによりトラ
ンジスタ駆動時の電流ロスを低減することができ、高
い電流増幅率が実現できている。
ここで述べるGaAs系材料を初めとする多くのⅢ-V族

化合物半導体においては電子の走行速度が速いため、
電子を多数キャリアとする電子デバイスが大半である。
例えばp-HEMTが電子のみで電流を制御するモノポー
ラデバイスであるのに対し、HBTにおいても走行速度
の速い電子を多数キャリアとするnpn構造が一般的で
あるが、電子と共に信号源としての正孔（ホール）を
も制御する必要があり、n型だけでなくp型の結晶成長
制御が必要である。一般的なHBTのバンド構造をFig.

3に示す。ベースに電圧を印加していない場合、エミッ
タに対しコレクタを正にバイアスした状態においても

Fig. 2 Typical HBT (Heterojunction Bipolar 
Transistor) structure
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はこれまで本誌にて報告してきた。HBT成長において
も基本的なMOCVD成長技術は共通であり、同様の技
術を適用しているが、結晶材料の違い、またデバイス
での電流制御方法の違いからp-HEMTとは異なる成長
技術の適用も必要である。それら成長技術とデバイス
特性との関連について以下に述べる。

1. p型GaAs結晶の成長と電流駆動初期の
ドリフト現象

GaAs系HBTの場合ベース層には通常p型GaAs層が用
いられる。p型GaAsを成長する際に添加されるアクセ
プタとしては、Ⅱ族元素であるBe、Mg、Zn、やⅣ族
元素であるC等が用いられる5)。一般にⅡ族原料は高い
p型キャリア濃度を得るのに適しており、レーザやLED

の電極コンタクト層等光用途では用いられているが、結
晶中での拡散速度が速いという問題があり、高濃度で
かつ急峻なドーピングプロファイルを必要とするHBT

用には不向きである。HBTのpn接合界面においてドー
パントの相互拡散が生じるとお互いを補償し合うこと
となる。このようなドーパント同士の補償が生じるこ
とで結晶中のイオン化不純物濃度が上昇するため、移
動度つまりキャリアの走行速度の低下を招くことにな
る。またヘテロ接合材料においては、結晶組成界面と
pn接合界面が一致した設計が必要であるが、不純物拡
散が生じた場合、pn接合界面のずれあるいは劣化が生
じ、トランジスタのターンオン電圧など重要なデバイ
スパラメータが変動しその動作特性及び信頼性に深刻
な影響を及ぼすため相互拡散のない急峻なドーピング
プロファイルが必要となる。この点では拡散係数の極
めて小さいCがベース層アクセプタ元素として適してい
る。Cをドーピングするためのドーパント源としては、
CBr4やCBrCl3等のハロメタン系ガスの他、As源として
も用いることができるトリメチルAsやターシャリブチ
ルAs等の有機砒素ガスも使用することができる。また
Ga源としてトリメチルガリウムを用いる場合には、そ
のメチル基からのCが自然に結晶中に取り込まれる現象
を利用してC源とすることもできる。一般的にMOCVD

法を用いたGaAs成長に際しては、結晶性の確保及び
膜厚制御性の観点から、分解解離圧の大きいAsを過
剰に供給しつつGa原料供給律速条件下でGa原料流量
を精密に制御しながら結晶成長を行うことが多い。そ
のため、これらの結晶制御の観点からも精密な制御が
必要なAs,Ga原料とは独立にCドープ量を制御できるハ
ロメタン系ドーピングが利用されるケースが多い6)。
しかしCをドーパントとして用いp型GaAs結晶を成長

する場合にも生じる問題がある。一般に半導体結晶中
へのドーピングによる電気伝導性制御においては、得
られる最大キャリア濃度は半導体材料固有のバンド構
造に依存していることが知られている。具体的にはn型

ベース層とエミッタ層との間で形成されるpn接合に起
因するエネルギー障壁により電流移動は生じないが、
ベースに正電圧を付与することによりベースエミッタ
接合は順バイアス状態となり、エミッタからベースに
電子が注入される。エミッタから注入された電子の一
部はベース内及びエミッタ／ベース界面でベース層に
注入されたホールと再結合し、ホール再結合電流IBrと
なる。再結合しなかった電子はそのままコレクタへと
流れ込み、コレクタ電流ICとなる。一方ベース層内の
ホールの一部はエミッタ層に逆注入され、逆注入ベー
ス電流IBhとなる。従ってトランジスタのベース電流は

IB = IBr + IBh

で表され、ベース電流とコレクタ電流の比で表される
電流増幅率βは次式で表される。

ホモ接合バイポーラトランジスタと比較してHBTで
はエミッタ／ベース間の価電子帯障壁を大きくとるこ
とができるため、IBhを小さくできることができ、高い
β値を得ることができる。
また高周波動作についていえば、電流増幅の高周波

指標である最大遮断周波数fTはベース、コレクタの電
子走行時間の和に反比例するため、高い周波数に対応
する場合にはそのような層構造設計が必要になってく
る4)。具体的にはベース層の膜厚を薄くすることやベー
ス層に電界がかかるような構造で電子を加速すること
でfTは高めることができる。また電力利得の高周波指
標であるfmaxについてはベース／コレクタ間容量とベー
ス抵抗に依存することが知られている。従ってfT、fmax

ともに向上させるにはベース層を結晶性良く高濃度ドー
ピングしてベース抵抗を下げることが肝要である。

MOCVD成長HBTエピタキシャル結晶

MOCVD法によるp-HEMTの結晶成長制御について

β =  = 
IB

IC

IBr + IBh

IC

Fig. 3 Band structure of HBT

electron

hole

Emitter Base Collector
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上述したようなfT、fmaxの値も現在の移動体通信用途実
用レベルの特性が達成できている。このポストアニー
ルを用いる方法は結晶成長時にHで不活性化すること
で電荷中性準位と価電子帯上端のエネルギー差を保ち
つつCを高濃度にドープし、成長後のポストアニール工
程でCを活性化することで熱平衡に近いMOCVD成長
条件では通常達成し得ない高いキャリア濃度を得るこ
とができるという点では非常に有効な手法である。因
みに2014年ノーベル賞を受賞した青色発光素子のp型
層として用いられるMgドープGaN層も同様の手法によ
り、成長時には水素により不活性化されているMgアク
セプターをポスト成長アニールにより水素を離脱させ
ることによって前述のバンド構造から予想される最大
ドーピングキャリア濃度を遥かに上回るp型キャリアの
活性化・高濃度化に成功した事例である。

CをGaAsにドーピングする手法は上述したように主
に2種類あり、一つは、CBr4やCBrCl3を外部から導入
する手法であり、もう一つはGaおよびAsの構成原料で
あるTMG（トリメチルガリウム、(CH3)3-Ga）、AsH3

（アルシン、AsH3）の供給比、いわゆるV/Ⅲ比を調整
することである。我々は、V/Ⅲ比を調節することで
HBTにおける電流増幅率を制御する技術を見出し、か
つ結晶中に取り込まれる水素濃度を低減することで、
Burn-in effectを十分低減できるデバイス特性を実現し
ている。

2. 結晶中への高濃度n型ドープとHBT特性との関係
通電動作時のHBTデバイスは一種の抵抗素子と考え

ることが出来る。電力ロスを少なくするという点では、
HBT各層の抵抗を下げると共に、HBTを構成する主要
層の外部出力端子である電極形成においてもその接触
抵抗を下げることが重要であり、それを実現するため
の適切な電極材料の選定及びエピ設計が求められる。
エピ設計の上では電極／半導体間のエネルギー障壁を
できるだけ下げることがポイントとなる。ベース層に
ついては上述のp型高キャリア濃度ドーピング技術によ
り接触抵抗を低減しているが、n型GaAsからなるコレ
クタ層、n型InGaAs層からなるエミッタ層についても
同様に接触抵抗の低減を図る必要がある。とりわけエ
ミッタにおいては、比較的大面積がとれるコレクタ電
極やベース電極に比べ、非常に小さな電極面積を形成
する必要があるため、電極面積に反比例して大きくな
る電極の接触抵抗やベースまでのエミッタ層の縦方向
抵抗の低減は重要な課題である。GaAs系化合物半導体
上にオーミック接触を形成するための方法として、ドー
パントとなる元素を含む電極材料を蒸着等で製膜し、
引き続き熱処理を行うことによってドーパント元素を
結晶中に拡散し、高キャリア濃度領域を形成し、接触
抵抗を低減する方法がある。電界効果型トランジスタ

ドープでは伝導帯下端と電荷中性準位のエネルギー差
が各半導体材料において得られる最大キャリア濃度の
経験値と強い相関を有することが実験的に知られてお
り、各半導体材料のバンド構造における電荷中性準位
の位置と伝導帯・価電子帯位置との相対関係により、
当該半導体材料の最大キャリア濃度は概ね決定される
と考えてよい7)。このバンド構造から決定される最大
キャリア濃度以上のドーパントを供給した場合にはドー
パント原子は結晶中に取り込まれるものの、それを補
償する欠陥等が結晶中に導入されることで、エネルギー
的に安定な状態へと移行する。この時の欠陥について
は空孔形成や原子の格子間位置配置によるもの、及び
それらの複合欠陥が挙げられるが、MOCVD法でGaAs

結晶中にCをドーピングする場合にはHが結晶中に取り
込まれCと結合しCアクセプタを補償する。このような
CドープGaAs結晶をベース層としたHBTを作製すると、
Cアクセプタを補償するHによりデバイス動作が影響を
受けることとなる。これがBurn-in effectと呼ばれる現
象であり8)、HBTに通電を開始するとその電気的、及
び熱的ストレスによってC-Hの結合状態に変化が生じ、
Cアクセプタの補償が解消される。その結果ベース層の
キャリア濃度が変化することになり、結果としてコレ
クタ電流、及び電流増幅率が変動する（Fig. 4）。この
ような通電初期の特性変動を抑制するためにはp-GaAs

結晶中のH原子濃度を予め低減しておく必要があり、
一般的にはCドープGaAs層成長後のin-situでのポスト
アニール処理工程が用いられる。p型キャリア濃度
4×1019cm–3程度の高濃度p型GaAsをベース層に用いる
場合においても、ベース層成長直後には>7×1018cm–3

程度存在していたH濃度がポストアニール処理後に
は≦7×1017cm–3程度に低減でき、通電初期のコレクタ
電流変動を抑制することができている。このようにCア
クセプタを用いたp型GaAsベース層を適用することで

Fig. 4 Initial collector current drift (Burn-in 
effect)
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ら横方向に流れる経路での直列抵抗成分をも低減する
ためである。GaAsへのn型高キャリア濃度ドーピング
については、得られる最高キャリア濃度はp型と比較し
低く<1×1019cm–3程度である。これはGaAsの伝導帯下
端が価電子帯上端に比べフェルミ安定化準位からエネ
ルギー的に離れていることによるものである。また上
述のp型ドーピング同様に、ドープ量を増やしていくと
次第にそれを補償する結晶欠陥が導入される。n型ドー
ピングの場合においてはp型のようなH原子によるパシ
ベーションではなくGa空孔、格子間位置原子等の自己
形成の格子欠陥によってキャリア補償されるのが一般
的である。このような格子欠陥の結晶中での拡散速度
は非常に速く、サブコレクタ層以降の結晶成長中に結
晶中を拡散し、コレクタ層を貫通してトランジスタ特
性を大きく左右するベース層／エミッタ層まで到達す
る。その結果、過剰にサブコレクタ層がドープされた
場合、トランジスタの電流増幅率が低下するという現
象を引き起こすことになる。従って結晶欠陥が導入さ
れない程度のドーピング濃度を適用する必要がある
（データの一例をFig. 5に示す）9)。但し、結晶欠陥の導
入はその結晶成長条件にも大きく依存するものであり、
つまりストイキオメトリ制御によって最高キャリア濃
度値は高めることが可能である。尚、このサブコレク
タ層の結晶欠陥制御、高キャリア濃度化技術は、エ
ミッタコンタクト層の下方に位置し、InGaPエミッタ
層とエミッタコンタクト層との間の電子注入のつなぎ
の役割を果たすn-GaAs層からなるサブエミッタ層につ
いても同様に適用することができる。

3. InGaP結晶成長とエミッタ層への適用
HBTでは上述の通り、ベース電流のエミッタへの漏

れこみを防ぐため、ベース層に対してバンドギャップ
の大きい材料からなるエミッタ層が用いられる。GaAs

格子整合系HBTにおいては主にGaAsと格子定数がほぼ

（FET）のような横型デバイスのソース、ドレイン電極
にはこのような拡散技術が用いられることが多いが、縦
型デバイスであるHBTでは、ドーパント元素の拡散が
トランジスタ動作に影響を及ぼす場合がある。具体的
に言うとエピ最表面に形成したエミッタ電極に対して
拡散処理を行うと、キャリア濃度制御を行うべきベー
ス層／エミッタ層間のキャリア濃度が変化し、ひいて
はベース/エミッタ間バイアス電圧変化時の応答特性が
元の設計値に比べ変化することとなる。従ってエミッ
タ電極については熱処理による拡散なしに低接触抵抗
を実現できることが望ましく、エピ設計上ではエネル
ギー障壁の小さい材料の適用、及び障壁のトンネリン
グを可能にするような高キャリア濃度ドーピングが有
効となる。エネルギー障壁の小さいエミッタコンタク
ト層材料としては、高In組成のInGaAsが挙げられる。
InGaAsはそのIn組成が大きくなるに連れて電子親和力
が大きくなり、電子注入に対するエネルギー障壁は低
くできる。また先に述べたバンド構造上の特長により
GaAsに比べ遥かに高いドーピング濃度が得られること
も大きな利点である。但しInGaAsはGaAsと格子定数
が異なるため、格子歪みによって結晶中に欠陥が導入
されやすい。エミッタコンタクト層はHBT構造の最上
部に位置しており、その上への結晶欠陥伝搬は問題と
はならないが、このような結晶欠陥が余りに多い場合、
それ自体の形成する欠陥準位の影響により電流のロス
につながるため、結晶欠陥の少ない層を形成できるよ
うな層構造設計、及び成長条件の最適化が必要である。
このInGaAsエミッタコンタクト層へのn型高濃度ドー
ピングに用いるドナー元素としてはSi、Ge、S、Sn、
Se、Te等が用いられ、>2×1019cm–3の高濃度ドーピン
グが可能である。ドナー元素としては低いイオン化エ
ネルギーであることがドナー活性化の点で好ましいが、
一方では高濃度にドーピングするため、反応炉内壁面
等に吸着し次第に放出されるような特性を持つドーパ
ントソースの使用は量産安定性の点で問題となること
がある。その点では吸着、脱離の影響が少なく、かつ
急峻なドーピングプロファイルが形成可能なSiが量産
には向いているといえる。
一方コレクタ側のコンタクト層についてはGaAs層が

用いられることが一般的である。これはコレクタコン
タクト層についてはその下方にトランジスタ動作する
電流経路がないため電極の拡散処理が可能であること、
及びエピ最上部に位置するエミッタコンタクト層とは
異なり、その上に高品質なエピ層を成長する必要があ
るため、格子定数の違いによる転位の導入が避け難い
InGaAs層を適用するのは難しいことによるものである。
しかし電極拡散が適用可能なコレクタコンタクト層に
おいてもある程度の高キャリア濃度ドーピングは必須
である。これは電極との接触抵抗のみならず、電極か

Fig. 5 Impact of sub-collector carrier concentra-
tion on current gain
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開始までの経過時間によっては、結晶表面でAs原子と
P原子の置換が生じることになり、GaAsPのような結晶
が形成される。これは所謂界面遷移層と呼ばれるもの
でヘテロ接合界面の急峻性が失われ、デバイス特性を
低下させる原因となる。このような現象を抑制するた
めにはMOCVDガス供給装置の設計、及びその装置に
見合ったガス切り替え条件の適正化が必要である。

InGaP結晶を用いることによる問題の2点目は自然超
格子の形成である。MOCVD成長によるInGaP結晶で
は成長条件によってはⅢ族結晶面にIn原子が多く存在
する格子面とGa原子が多く存在する格子面が規則的に
並ぶことでエネルギー的に安定になることが知られて
おり、この現象が自然超格子形成と呼ばれている10)。
（100）結晶面上へのInGaP結晶成長では<110>方向に
規則的な配列が生じることが電子線回折により確認さ
れている（Fig. 6）。自然超格子が形成されると、Ga原
子とIn原子のP原子との結合状態、格子定数の違いに
より生じる歪みから、分極電荷が生じることが知られ
ている。この電荷はInGaP結晶中では隣接原子間で打
ち消し合うが、InGaP層全体の上下界面ではそれぞれ
電荷が残ることになる。この電荷量は、自然超格子の
形成度合によって変化する値であり、その形成度合は
成長条件にも依存する。またこの自然超格子の形成度
合によってInGaP層のバンドギャップ値も変化するこ
とが知られている。具体的には自然超格子度合が大き
い程バンドギャップは小さくなり、この時バンドギャッ
プの減少は主に伝導帯側で生じると考えられている。
このことは、価電子帯側でベース層からの正孔のエミッ
タ注入に対する障壁を維持する一方、エミッタからベー
スへの電子障壁は小さくなることからHBT動作に対し
有利な方向である。しかしこのように層の上下界面に
界面電荷が存在するInGaP層をエミッタ層として用いる
HBTを作製すると、そのデバイス特性に界面電荷によ
る影響が現れる。GaAs（100）結晶上へのInGaP結晶

等しいAlGaAsやInGaPが用いられるが、価電子帯側の
バリアを大きくすることでホール電流のロスを防ぎ、伝
導帯側のバリアを小さくすることでエミッタからの電
子注入抵抗を下げることができるという点ではInGaP

を用いる場合に高い特性が得られる。またAlGaAs結晶
は化学的に活性なAlを含んでいることから、デバイス
加工時に表面に露出する結晶部分において表面準位密
度が高くなりやすく、この準位が電子やホールのトラッ
プとなることから、デバイス特性及び信頼性に影響す
るとされている。これらの点ではAlGaAsに比べて
InGaPを用いることが有利であると言えるが、InGaP結
晶においても結晶成長面での特有の問題がある。その
うちの一つは界面制御である。Ⅴ族原子としてAs、P

を用いる結晶系のMOCVD成長においては結晶成長表
面でのⅤ族原子の解離圧が高いため、Ⅲ族原料に比べ
て数十～数百倍のⅤ族原料を供給することが一般的で
あり、結晶成長はⅢ族原料の供給律速条件で行われる。
そのためⅢ族元素の切り替えは比較的容易でありⅢ族
原子が異なるヘテロ接合において急峻なヘテロ界面が
形成できる。一方Ⅴ族原子が異なるヘテロ接合につい
ては制御が困難である。上述の通りⅤ族原子の解離圧
が高いためⅢ－Ⅴ族の化合物半導体のMOCVD結晶成
長表面では、成長を中断する際にも結晶表面からのⅤ
族原子の脱離を抑制するためにⅤ族原料の供給は継続
する必要がある。Ⅴ族元素が異なるヘテロ界面を形成
する際には、このⅤ族原料を切り替えることになるが、
結晶表面にあるⅤ族原子の解離圧の大きさ、及び気相
のV族ガス分圧によっては結晶表面のⅤ族原子の置換
が生じる場合が発生する。従ってヘテロ接合界面での
ガス切り替えシーケンスによって形成されるヘテロ界
面の急峻性が影響を受けることになる。具体的に言う
と例えばGaAs結晶上にInGaP結晶を成長する場合、As

原料からP原料への切り替えを行うが、P原料への切り
替えを行った後Ⅲ族原料、即ちGa原料とIn原料の供給

Fig. 6 Natural superlattice formation
(electron beam diffraction pattern difference - order/disorder)
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で可能となる。具体的にはInGaP結晶上側界面近傍に
n型のドープを行うことで可能であり、この方法を用い
ることでFig. 8に示すように低電圧域でのベース電流
の増加を抑制することができている11)。

HBT実用における課題

上述の技術を用いてHBTデバイスの基本性能は実用
水準を満たすものが出来上がってはいるものの、エピ
タキシャル基板の製造上、及び動作条件上で生じる問
題がある。以下にその例を紹介する。

1. バルクGaAs基板の結晶欠陥
これまで述べてきた通り、HBTのトランジスタ動作
においては電荷の再結合中心となるような結晶欠陥、
不純物等が存在する場合電流増幅率等の特性が低下す
る。これまでは成長条件、ドーピング等によって導入
される欠陥について記載してきたが、下地となるバル
クGaAs基板から伝搬する欠陥も影響を与える因子の一
つである。GaAs基板の製造方法としてはvertical gra-

dient freeze（VGF）法、vertical boat（VB）法、liquid

encapsulated Czochralski（LEC）法が挙げられる。こ
れらの方法は基本的に融液成長方法であり、GaAsの融
点付近で結晶が育成される訳であるが、このような高
温では熱力学的に空孔や格子間原子など各種の点欠陥
濃度が高くなる。また製造方法・製造条件によっては
結晶育成時のストイキオメトリ変動や残留応力により、
得られる基板の点欠陥密度あるいは転位密度は大きな
影響を受ける。転位については一般的にエッチピット
法等によって評価可能であるが、一般的にVGF法、VB

法で1×103cm–2台、LEC法で1×104cm–2台の転位密度
が得られている。これらの転位はそれ自体が再結合中
心として活性であるため、HBT動作部分まで伝播した
場合、HBT特性・信頼性に大きな影響を与えると考え
られる。この転位密度自体にもばらつきがあり、その
ばらつきがHBT特性の変動要因となるが、さらに転位
はそれ自身、上記のような各種点欠陥類の吸収あるい
は放出源としても作用し、一般に転位および各種点欠
陥の挙動は非常に複雑である。またそれらの欠陥の一
部は先述のサブコレクタの高濃度ドープ時の欠陥同様、
基板からHBT動作部分まで伝播し電流増幅率など重要
特性に影響を与えると考えられる。この影響を防ぐた
めの方策の一つとして転位をエピ層中でブロックでき
る層の導入が図られている。レーザなどの光用途のエ
ピで行われる一般的な転位伝搬ブロック方法としては
格子定数の異なる2層のペアを複数層積層し（歪み超
格子）、その歪みエネルギーを用いて転位を界面方向に
曲げ、結晶外へ排出する方法がある。またもう一つの
方法としては不純物ドーピングにより転位を排除する

成長においては、その極性からInGaP結晶の下界面に
おいて正電荷と自由電子が発生し、上界面には負電荷
と自由正孔が発生する。Fig. 1に示したようなHBT構
造ではInGaPエミッタ層の下側には高濃度にp型ドープ
されたベース層が存在するため、自然超格子によって
発生した正界面電荷はベース層のイオン化アクセプタ
による負電荷で打ち消される。InGaP結晶の上界面に
おいても高濃度のn型ドープ層が存在する場合は同様に
界面電荷を打ち消すことが可能であるが、HBTの設計
によっては低濃度のn型層を配置する場合もある。その
場合においてはInGaP上側界面の負電荷によって
InGaP層のバンドが持ち上げられることになり、その
影響がベース／エミッタ界面にも及ぶ（Fig. 7）。その
時のGummel PlotをFig. 8に示す。界面電荷が存在す
る場合で低電圧域でのベース電流（IB）が増大してお
り、その結果低電流域で電流増幅率が低下しているこ
とがわかる。これはInGaP結晶上側界面でのバンドの
持ち上がりによってベース／エミッタ界面でのホール
バリアが減少し、ベース層からエミッタ層へのホール
の流れ込みが増えることに起因すると考えられる。こ
の影響の解消はInGaP結晶上側の電荷を補償すること

Fig. 8 Effect of InGaP interfacial charge on HBT 
Gummel plot
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性を有するいわゆるバラスト抵抗を形成し、温度上昇
の生じた部位の抵抗を自動的に上げ、電流集中を抑制
する機構が採用されている。このバラスト抵抗につい
てはエミッタ電極部に重ねて形成することも多いが、半
導体結晶層内に形成することも多い。多くの半導体は
通常負の温度特性を有しており、比較的大きな負温度
特性を実現することでバラスト層として機能させるこ
とが可能である。しかし、トランジスタの一般動作条
件においてはこれらバラスト層は単なる抵抗として損
失の要因となるため、より低抵抗でかつ有効な熱暴走
抑止機能を有するHBT結晶構造の開発は今後の課題の
ひとつである。

HBTデバイスシミュレーション

目的の電気特性を有するHBTを設計するためには、
各層の層厚、組成（AlGaAsのAl比率等）、不純物濃度
（Si、C等の濃度）を最適化する必要がある。HBTは実
用レベルでの微細加工を含むデバイス形成には多くの
加工プロセス・時間と労力を要するが、一方100µm前
後の大面積を有するHBTは特殊な微細加工を要さず、
簡素な加工技術を用いて最短3時間程度の時間でデバイ
スを形成することが可能である。このような大面積エ
ミッタデバイスは最終製品デバイスとは当然異なるが、
低電流密度領域での電流増幅率を含む重要な幾つもの
デバイスパラメータを短時間で抽出可能であり、HBT

用エピタキシャル結晶開発及び製品の品質保証の観点
から非常に有用な技術であり、広く採用されている。
しかし、単純にHBTを構成するエミッタ・ベース及び
コレクタの3層の設計を考えた場合、3層について上記
パラメータをそれぞれ2水準としても、その組み合わせ
の総数は23×3＝512となり、その全てについて実験する
のは、限られた開発期間とコストを考えると現実的で
ない。さらに現実には上記3層もエミッタコンタクト層、
サブエミッタ層、バラスト層、サブコレクタ層など細
かく分かれ、さらに各層の界面層の構成など最適化す
べきパラメータとその検討すべき水準は天文学的数字
になる。この問題に対処するため、当社はp-HEMT向
けエピタキシャル基板については既にデバイスシミュ
レータを開発し、その開発に適用しているが、さらに
HBT開発に対応すべくHBTデバイスシミュレータを作
成した。以下にその技術の概要を記述する。
作成したHBTシミュレータはドリフト拡散法13)に基

づいている。ドリフト拡散法は、電流を、電界強度に
依存するドリフト電流と、キャリア（電子、あるいは
ホール）の濃度勾配に依存する拡散電流の和で表現す
る方法であるが、ボルツマン輸送方程式（量子力学を考
慮する場合はウィグナー輸送方程式）の粗い近似であ
る。このため、より近似の少ないハイドロダイナミック

ような手法も提案されており、これらの手法を用いる
ことでHBT特性への転位の影響を低減できる可能性が
ある。

2. HBT熱暴走問題
HBTにおいては、冒頭に述べたようにベースからエ
ミッタへの逆注入電流をベースエミッタ界面に形成さ
れるヘテロ障壁により抑制できることから、ベースを
高濃度にドープでき、高速動作時に有害なベース抵抗
を下げることが出来る。しかし高密度電流駆動時にお
いてはやはりベースの横方向抵抗の影響により、ベー
ス電極に近いエミッタ周辺部の電流密度が高くなり、
抵抗の大きくなる中央部と電流密度の差が生じる。こ
のような不均一化の影響を避けるため、通常は、エ
ミッタについては小さな電極を多数並列に形成する設
計が採用されている。このため、各エミッタにおいて
は電極との接触抵抗あるいはエミッタ結晶層の抵抗を
下げることが重要な課題となっていることは前述の通
りである。
しかし、HBTを含むバイポーラトランジスタ一般に
おいては熱暴走という厄介な問題が存在する12)。熱暴
走のメカニズムは極めてシンプルである。すなわち、エ
ミッタベース間に順バイアスを加えていくとエミッタ
からコレクタへ流れる電流が指数関数的に増加するわ
けであるが、電流経路には一定の抵抗が存在するため、
発熱が生じる。発熱量の大きな部分では温度上昇によ
り当該部分の半導体結晶のバンドギャップが小さくな
るため、エミッタからの注入電流に対するエネルギー
障壁は小さくなり電流密度はさらに上昇する。一般的
に多数のエミッタが並列に存在する場合には各エミッ
タ間の加工精度の差、あるいは同じエミッタ内におい
ても上記のようなベース電極からの距離の差（抵抗
差）、さらには自然発生的なゆらぎによりHBTを形成す
るエミッタ間あるいはエミッタ内で電流密度の差が生
じる。いったん電流密度の差が生じると、そこで発生
する温度差により高電流密度の部位には一層電流が集
中する正帰還作用がかかり、最終的には異常な電流密
度による電界もしくは熱効果により結晶破壊が生じる。
これがいわゆる熱暴走現象である。同現象抑制のため、
エミッタ電極の配置、あるいは配線を通じた温度の均
一化や放熱の向上等の対策が採られている。しかしホ
モバイポーラトランジスタあるいは価電子帯障壁の比
較的小さなAlGaAs/GaAs系HBTでは温度上昇した場
合、ベース電流がある程度エミッタ側に流出してベー
ス電位が上がりエミッタからの電流注入を鈍らせる負
帰還作用があるのに対し、価電子帯障壁の大きな
InGaP/GaAs系HBT等は温度特性に優れる一方で熱暴
走に対してはとりわけ脆弱である。このため、エミッ
タ電極部に温度上昇時に抵抗の増大するサーミスタ特
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法やモンテカルロ法と比較し、計算速度は速いが、計
算される電気特性と実測電気特性との差は大きいとさ
れている。この差を小さくするため、当社で測定した
複数のHBTの電流–電圧特性を参照し、電子とホール
の移動度、異種化合物半導体界面（ヘテロ界面）にお
けるバンドオフセット等の物理パラメータを調節した
（もちろん、計算速度を犠牲にして、より近似が少ない
手法を用いる場合、これらの物理パラメータは実測に
より近い値となる。）。もう一点工夫したのは、ヘテロ
界面近傍における電流の計算方法である。一般の半導
体デバイスシミュレータでは、ヘテロ界面においての
み熱電子・電界放出境界条件（Thermionic-Field-

Emission境界条件、具体的には「ヘテロ界面における
エネルギー障壁をキャリアが乗り越える際、熱エネル
ギーとトンネル効果を利用する」という考え方で界面
電流を計算する境界条件）を設定する13)。我々は、ヘ
テロ界面近傍において、ヘテロ界面に垂直な方向の
キャリア電流密度を、ドリフト拡散方程式に基づいて
計算されるキャリア電流密度と、熱電子・電界放出境
界条件に基づいて計算されるキャリア電流密度とを加
重平均して得られる値に設定する方法を考案した14)。
本方法では、ヘテロ界面からある程度離れた点では、
ドリフト拡散電流が主であるが、ヘテロ界面に近づく
に従ってドリフト拡散電流に対する熱電子・電界放出
境界条件電流の比率が増え、ヘテロ界面では熱電子・
電界放出境界条件電流のみとなる。この方法で電流–電
圧特性を計算すると、ヘテロ界面においてのみ熱電子・
電界放出境界条件を設定した場合に比べ、計算電
流–電圧特性と実測電流–電圧特性の差は小さくなっ
た 14)。上記HBTシミュレータを用いて計算した電流–電

圧特性（Gummelプロット）の例をFig. 9に示す。実測
結果の再現性は比較的良好である。現在、当社では、
上記HBTシミュレータを、HBTのGummelプロット、
増幅率、コレクタ–ベース間耐圧、エミッタ–ベース間
耐圧、さらには熱暴走現象の解明や抑制、等の予測に
活用し、層構造の最適化に役立てている。

まとめ

これまで述べてきた技術を基に当社では移動体通信
向け等のパワーアンプ用HBTエピウエハを製造販売し
ている。最近ではHBTパワーアンプとp-HEMTで形成
されるローノイズアンプやスイッチとを集積できるよ
うにしたBiHEMT構造も使用され始めており、エピ基
板の構造の複雑化と高機能化が一層進展していると共
に、製造面においても要求される品質は次第に高く
なってきている。それを実現するため、開発機能の強
化ならびに製造技術の向上を継続して進めている。化
合物半導体材料はSiと比較して材料設計、特性制御の
点でバラエティに富んでおり、化合物半導体が適用で
きるデバイスの更なる広がりが期待できる。近年では
複雑化、多様化する電子情報関連機器の性能限界を決
める要因として半導体材料自体の特性による部分が大
きいとも言われている。当社における結晶成長、解析
評価技術を最大限に活用し、化合物半導体市場拡大の
一端を担っていきたいと考えている。
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当社は、後述するように、計算で分子の構造や機能
を予測する分子設計の活用において、長い歴史と経験
を有している。当社における分子設計技術は、当初、
農薬の設計に適用されたが、その後の技術革新と計算
機の著しい進化とともに、より複雑で大きな構造を計
算の対象とする材料設計技術（以下、計算材料科学。
Fig. 1のSimulation and Predictionに相当）へと発展し、
当社の材料開発にとって重要な位置を占めるに至った。
現在、計算科学を取り巻く状況は大きく変化しつつ

ある。特に、2000年以降、汎用並列計算機の普及に
よって、多くの計算科学ソフトウェアが並列計算に対応
するようになり、産業界における科学技術計算の高速化
と大規模化が加速した。これと並行して、国内大型計
算機の産業利用の普及が図られ、国立研究開発法人 海
洋研究開発機構の地球シミュレータや東京工業大学の
TSUBAMEなどの産業利用が進むとともに、2012年9月
には、国立研究開発法人 理化学研究所のスーパーコン
ピュータ「京」（以下、「京」スパコン）が本格稼働を開
始し、その飛躍的に向上した計算能力を産業界でも利
用することが可能となった2)。当社も「京」スパコンの
稼働当初から産業利用枠を活用して、材料構造と電子
状態に関する大規模電子状態計算の将来的な基礎技術
確立に向けた検討を行っている。
本稿では、分子設計から材料設計に至る当社の計算

計算科学を用いた
材料の機能予測と設計

Materials Design and Prediction Using
Computational Science

住友化学株式会社
                   先端材料探索研究所
                                       石　田    雅　也
                              栗　田    靖　之
                              中　園    明　子

Sumitomo Chemical Co., Ltd.
     Advanced Materials Research Laboratory
                                       Masaya ISHIDA

                                       Yasuyuki KURITA

                                       Akiko NAKAZONO

Recent progress in simulation and computer technology has helped the growth of computational materials science.
Computer aided design of materials with high functionality based on theories of materials science has become an
important and essential part of research and development in our company. Here, we introduce our work on the
computational analysis of inorganic fluorescent and organic semiconductor materials. Also, we show how recent
progress in this field can influence the directions of our research in the future.

はじめに

近年、計算科学は、計算機を用いた科学研究の方法
論として、実験・理論と対比して「第3の科学」と呼
ばれており、Fig. 1に示すような4つの領域から成る1)。
当社における計算科学は「現象の理解と予測」におい
て、当社の様々な技術開発における有用な研究手段の
一つと位置づけられ、効率的に化合物をスクリーニン
グするための指標提案や、高い機能を有する材料の構
造提案など、研究開発の方向を提示するのに活用され
てきた。

Fig. 1 Schematic overview of four functions of 
computational science pictured by the 
author based on reference 1

Simulation
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Observation
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Social Science Data Science
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Science
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科学の取り組みを実際の解析事例とともに紹介し、計
算材料科学の手法が材料開発においてどのように活用
されているか、そして、今後どのような方向へ発展す
べきかを考察する。本稿の構成は、以下の通りである。
次章において、当社の計算科学の歴史を概観し、筑波
地区研究所での計算材料科学の取り組み事例を紹介す
る。最後に、最近の計算材料科学の動向を概観し、そ
れらを踏まえて当社の計算科学が今後目指す姿を提示
する。

当社の計算科学の取り組み

1. 当社の計算科学の歴史
当社の計算科学の起源は、1970年代に宝塚地区の研
究所で開始した農薬の構造活性相関研究にある。農薬
の活性（殺虫活性、殺菌活性、除草活性）と農薬の基
本化学構造の一部を置換する置換基の疎水性パラメー
タ、電子吸引性パラメータ、立体パラメータ等との関
係を重相関解析するHansch-Fujita法3)が除草剤Sumi-

herb® 4)等の開発に活用された。置換位置が複数ある場
合、活性を最高にする置換基の組み合わせを見出すの
は困難な作業である。この問題を解決するため、高山
と吉田らは、構造活性相関解析で得られた相関式に、
置換基パラメータデータベースから置換基パラメータ
を代入し、種々の置換パターンの活性を予測して、活
性の高い順に出力する計算機プログラムPREHACを開
発した5)。PREHACは、現在世界的に注目を集めてい
るマテリアルズ・インフォマティクスの先駆けの一つ
であると言える。その後、1980年代に、当社は日本電
気(株)と共同で、PREHAC等を発展させたコンピュー
ター・ケミストリーシステムACACS 6)を開発し、農薬
の構造活性相関解析7)− 11)ばかりでなく、合成染料等の
特性解析にも活用した。1990年に、ACACSの開発者
の一人である吉田は筑波研究所に異動し、善甫（現在
は法政大学教授）らと共にコンピューター・ケミスト
リーの範囲を材料設計とデバイス設計にまで広げて計
算材料科学とし12)、現在に至っている。

2. 当社の計算材料科学の取り組み事例
企業における材料開発は、素材としての特性や機能

に優れる分子や材料を探索するだけでなく、目的の製
品形態において所望の特性や機能が発現されるように
材料の最適化を図り、システムに組み込んで最終製品
として市場に出すまでの一連のアプローチから成る。
これは、物質が階層構造を形成していることと密接に
関連しており、例えばエレクトロニクス関連材料では、
ミクロな素材が凝集してより複雑な高次構造を形成し、
最終的にそれが連続体である素子に組み込まれてデバ
イス特性を発現する。

計算材料科学に求められる役割の一つは、このよう
な一連の開発段階における物質の様々な形態に由来す
る現象の本質を明らかにし、それに基づいて材料素材
やその凝集構造が発現する特性や機能を予測すること
で新たな着想のヒントを与え、新規あるいは高機能な
材料や革新的プロセスの創出に寄与し、研究開発の効
率化を図ることである。
本節では、当社における計算材料科学の取り組み事

例を四つ紹介する。最初に、無機蛍光体材料の光学バ
ンドギャップ予測による材料探索手法を紹介し、次に
東京工業大学TSUBAMEや「京」スパコンを活用した
有機半導体材料の伝導特性や光学特性に関する手法の
検討結果を、最後に塗布プロセスにおいて重要となる
化合物の溶解性予測の検討結果について紹介する。

（1）無機蛍光体材料の光学バンドギャップ予測による
材料探索手法

無機蛍光体材料は、蛍光灯などの照明用途のほか、
プラズマディスプレイやシンチレーション材料などに
も用いられており、ドープする希土類元素の種類とそ
の価数によって赤、緑、青の発光色を得ることが可能
である。ここで紹介する無機蛍光体は、Eu2+をドープ
したシリケート系材料で、真空紫外線励起（波長
147nmおよび172nm）により青色発光を示すものであ
る13)。一般的に無機蛍光体材料の光吸収・発光過程で
は、酸化物等の母結晶が真空紫外線を吸収した後、そ
のエネルギーがドープした希土類元素に移動し、希土
類元素が発光すると考えられている14)。したがって、材
料探索の観点からは、真空紫外線の2種類の励起波長
に対応した光学バンドギャップを有する母結晶をいか
に見出すかが重要なポイントとなる。
母結晶の光学バンドギャップは、いわゆる固体のバ

ンド計算と呼ばれる第一原理電子状態計算手法を用い
て求められる。計算のもとになる理論に含まれる近似
の問題で、光学バンドギャップの絶対値は実測値に比
べて小さめに計算されるが、物質の違いによる定性的
な傾向はよく再現することが知られている15)。我々は、
バンド計算を用いて様々なシリケート系母結晶の光学
バンドギャップを計算し、147nmおよび172nmの励起
波長に適合するシリケート系母結晶の探索を行った16)。
ここでは、無機結晶構造データベースから各種組成の
シリケート系結晶構造データを約30種類取得し、それ
らすべてについてバンド計算による構造最適化計算を
行い、その時の光学バンドギャップを求めた。光学バ
ンドギャップは、状態密度分布の価電子バンド端とdバ
ンド第一ピークとのエネルギー差（Ediff）で算出した。
その結果をFig. 2に示す。このうちFig. 2左端のCMS

(CaMgSi2O6)は147nm吸収を持つことが知られている
ため、この結晶の光学バンドギャップ計算値を147nm
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（8.4eV）の吸収エネルギーに一致するよう補正して、
すべての光学バンドギャップを比較してある。
既存の青色無機蛍光体材料として知られるアルミン

酸塩系母結晶BAM(BaMgAl10O17)は172nm吸収を有す
るが、補正後のBAMの光学バンドギャップの計算値は、
その励起エネルギー（7.2eV）によく対応していること
がわかる。この計算結果に基づくと、BAMの近傍に位
置するBaCa2MgSi2O8やBaCa2Si3O9などが、172nm励
起に適合するシリケート系母結晶の候補構造であると
期待される。実際、BaCa2MgSi2O8は172nm励起に対
応した無機蛍光体母結晶として開発され、計算結果は
その実験事実を支持する結果となっている。
このように理論計算を用いて一連の化合物や物質に

固有の特性を計算し候補構造を絞り込むやり方を、
我々は計算機スクリーニングと呼んでいる。現状では、
計算精度の問題などがあるものの、このような手法を
より広範な化合物の探索に適用すれば、材料探索の効
率化に繋がると期待される。
なお、無機蛍光体の光励起および発光機構に関する

詳細解析については、文献16) に譲ることとする。

（2）有機半導体材料の設計
有機EL（電界発光）ディスプレイや有機トランジス
ター、有機太陽電池は、インクジェット法や印刷法等
の比較的安価なプロセスで作製可能であり、軽い、薄
い、フレキシブルといった特徴を有する次世代デバイ
スとして注目を集めている。上記デバイスを構成する
キーマテリアルが有機半導体である。

有機半導体が機能を発現する際に重要なのが、電極
からのキャリア（電子、あるいはホール）注入と有機
半導体中のキャリア伝導である。これに加え、有機EL

ディスプレイでは、電子とホールの結合消滅によって
起こる発光、有機太陽電池では、光吸収によって生じ
る励起状態からの電子–ホール対生成が重要である。ま
た、有機半導体分子の凝集構造の特徴（結晶性等）
が、上記過程に大きな影響を及ぼすことが知られてい
る。以下、ホール注入性とホール伝導性に関する我々
の検討について記す。

①　電極から有機半導体へのホール注入性
電極から有機半導体へのホールの注入性に影響する

因子の一つとして、電極材料のフェルミエネルギーと
有機半導体の価電子バンド上端エネルギーの差がある。
このエネルギー差が小さいほどホール注入が起こり易
くなり、電気抵抗が小さくなる。これは、省電力の観
点から好ましい。
実験では、有機半導体の価電子バンド上端エネル

ギーは、光電子分光法により測定されるイオン化ポテ
ンシャルのマイナス値として評価される。一方、理論
計算では、単分子のHOMO（Highest Occupied Mo-

lecular Orbital）レベルを計算して評価されることが多
い。しかし、有機半導体は、多数の有機半導体分子の
集合体であるため、π -π相互作用等の分子間相互作用
の影響があり、単分子のHOMOレベル計算値では実測
イオン化ポテンシャルの傾向を説明できないことがあ
る。以下に例 18)を挙げる。

Fig. 2 The host excitation energies of various non-doped silicate hosts, estimated by using the energy difference 
(Ediff) between the VB top and the first maximum intense d band calculated using the VASP code 17). The 
scissors operator of 1.4 eV for all unoccupied bands is uniformly applied. The dashed line at 7 eV indicates 
the uncorrected value of Ediff. © IOP Publishing. Reproduced by permission of IOP Publishing.  All rights 
reserved.
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直線はほぼ重なる。この時、アセン系低分子とアミン
系低分子を合わせた実験値と計算値の相関係数は、1分
子モデル、第1近接モデル、第2近接モデルについて、
それぞれ0.73、0.89、0.98である。
以上の結果から、種々の有機半導体のイオン化ポテ

ンシャルの傾向を統一的に理解するためには、単一分
子に関する計算では不十分であり、少なくとも第二近
接程度までの分子を含めた分子集合体としての計算モ
デルを用いる必要があることが分かる。これは、Fig. 5

に示すペンタセンの例から分かる様に、イオン化した
際、スピン密度が複数分子に非局在化することが原因
と考えられる。

我々は、上記ホール注入性を予測するための基礎と
して、低分子系有機半導体のイオン化ポテンシャルに
ついて検討した。Fig. 3に示す低分子系有機半導体を
構成する単一分子について、Gaussian09プログラム19)

を用い、密度汎関数法（B3LYP/6-31G＊レベル）で中
性状態とカチオンラジカル状態のエネルギー差として
計算したイオン化ポテンシャルと実測イオン化ポテン
シャル20)の関係をFig. 4に示す。アセン系低分子（●）
とアミン系低分子（〇）は、異なる相関直線で記述さ
れる。ところが、実測単結晶構造21)における第一近接
分子まで含めてイオン化ポテンシャルを計算すると、ア
セン系低分子とアミン系低分子の相関直線は近づき、
更に第二近接分子まで含めて計算すると、両者の相関

Fig. 3 Molecular structures of organic semiconductors for ionization potential calculations
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Fig. 4 Experimental and calculated ionization potentials
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②　有機半導体中のホール伝導性
有機半導体中のキャリア移動度を向上させることは、

先に挙げた3つのデバイスの中では、有機トランジス
ターを高性能化する上で重要である。電極間の電圧が
一定の場合、キャリア移動度を大きくすることにより、
電流を増やすことができる。有機トランジスターは、フ
レキシブルな有機ELディスプレイの画素の明るさ調節
等への応用が考えられているが、省電力の観点から、
低電圧で、ある値以上の電流を流す必要があるため、
キャリア移動度の向上が課題となっている。
有機半導体中のキャリア伝導を計算するための理

論・方法としては、Marcus理論22)、バンド理論23)、非
平衡グリーン関数法 24)、時間依存Schrödinger法 25)等
がある。以下、我々が、高分子の主鎖内伝導度の指標
として、非平衡グリーン関数法により計算される主鎖
内電流、主鎖間伝導度の指標として主鎖HOMO間の共
鳴積分を用いた例 26)を記す。
非平衡グリーン関数法の分子系への適用は、1997年
にDattaらが始めた24)-a)。グリーン関数による量子力学
の記述は波動関数による記述、すなわちSchrödinger方
程式と数学的に等価である。グリーン関数は、ある時
間にある点で起こった事象が、その後、別の点に伝播
する確率を表現するため、伝導現象の記述に適してい
る。
主鎖内電流は、以下の手順で計算した。まず、高分

子モデルの両端の炭素原子に金原子を1個ずつ付加し
た構造について、Gaussian09プログラム19)を用い、密
度汎関数法（B3LYP/3-21G＊, Lanl2DZ(Au)レベル）で
安定構造を計算した。次に、前記末端原子2個を結ぶ
直線と平行な直線で末端の原子に結合した金原子を通
る直線を引き、その直線上において他端と逆の方向に
無限に続く金原子列を結合させ一次元金電極を形成し
た。一次元金電極の形成は、2個の端の原子について
それぞれ行い、隣接金原子間距離は金結晶中の実測値
2.884Åとした。そしてPBE密度汎関数とDZP基底関
数、Troullier-Martins擬ポテンシャルを用い、TranSI-

ESTAプログラム24)-c)で、0.3Vの電圧を加えた時の電流
値を計算した。主鎖内電流を計算したモデル構造を
Fig. 6に示す。[1]以外は2個のモデルAとBを設定した

Fig. 6 Model structures for calculations of  the intra-chain current
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のは、電流の主鎖長依存性を考慮し、式(1)によって[1]

の長さ相当の電流値 IA-Bを計算するためである。

式中、IAとIBは、それぞれモデルAとBにおいて、0.3V

の電圧を印加した際に流れる電流計算値、LA、LB、LS

は、それぞれモデルA、モデルB、[1]の金原子が結合
した両末端原子間距離である。
キャリア伝導がホッピング伝導の場合、Marcus理論
を適用可能であり、分子間のホールホッピングの確率
はHOMO間共鳴積分の2乗に比例する。ホール移動度
はホールホッピング確率に比例するため、HOMO間共
鳴積分が大きいほどホール移動度は大きくなる。また、
キャリア伝導がバンド伝導の場合、バンド理論を適用
可能であり、ホールの有効質量はHOMO間共鳴積分が
大きいほど小さい。ホール移動度は、ホールの有効質
量に反比例するため、やはりこの場合もHOMO間共鳴
積分が大きいほどホール移動度は大きくなる。

HOMO間共鳴積分HABは式(2)で計算した。

KSABは分子Aと分子Bのスタッキング安定構造にお
けるKohn-Sham演算子、Ψ A

HOMOとΨ B
HOMOは、それぞれ

スタッキング安定構造と同一の空間配置を独立にとっ
た状態における分子AとBのHOMOであり、スタッキ
ング安定構造における分子軌道Ψ i

ABを用いて式(3)で表
現される。

CA
i, HOMOとCB

j, HOMOは展開係数を表す。ε i
ABはスタッキ

ング安定構造におけるi番目の分子軌道のエネルギーを
表す。2分子のスタッキング安定構造とHOMO間共鳴
積分は、Gaussian09プログラム19)を用い、密度汎関数
法（MPWB1K/6 -31G＊レベル）で求めた。スタッキン
グ構造を計算したモデル構造をFig. 7に示す。
高分子系有機半導体のモデル構造について計算した

HOMO間共鳴積分の2乗値と主鎖内電流の大きさを2

次元プロットするとFig. 8の様になる。各プロット点
に記載した数字はホール移動度の実測値27)である。こ
のプロットを見ると、HOMO間共鳴積分の2乗値が大

(2)HAB = |〈ψ  A 
HOMO |KS AB |ψ  B 

HOMO 〉| 

= |Σ Σ C A 
i, HOMO C B 

j, HOMO 〈ψ  AB 
i | KS AB|ψ  AB 

j 〉|
= |Σ C A 

i, HOMO C B 
i, HOMO ε  AB 

i |
i

i

j

(3)ψ  A 
HOMO = Σ ψ  AB 

i C A 
i, HOMO

i

ψ  B 
HOMO = Σ ψ  AB 

j C B 
j, HOMO

j

(1)IA–B = exp[{ln(IA)–ln(IB)}(LS–LB)/(LA–LB)+ln(IB)]

きいか、或いは主鎖内電流が大きいとホール移動度が
高い傾向があることが分かる。
上記2個のパラメータを用いて実測ホール移動度を

重相関解析し、得られた相関式から計算されるホール
移動度に対して実測ホール移動度をプロットしたのが
Fig. 9である。重相関係数は0.97と良好であり、上記
傾向が裏付けられた。

Fig. 7 Model structures for calculations of  
stacking structures and HAB
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スペクトル計算の結果をFig. 10に示す。「京」スパコ
ンの活用により、40量体（約30nm）サイズの高分子鎖
モデルの第一原理スペクトル計算を実現できた。この
時、分子鎖長を2量体から10、20、40量体と変化させ
ると、最も長波長側の吸収ピーク位置は、鎖長が伸び
るとともに長波長シフトするが、10量体以上ではほぼ
同じビーク位置を示す。理想的な直鎖構造の場合、10

量体程度の分子鎖長モデルで共役系の電子状態を表現
できると考えられる。これは、PPVにおけるソリトン
やポーラロンの研究から、不対π電子や電荷がPPVの
フェニル環4個程度に広がっているとする結果と定性
的には矛盾しないと考えている 35)。

また、我々は、高分子鎖が凝集した分子集合体構造
の電子状態を理解するために、集合体の電子状態をそ
の構成要素である高分子鎖一本ずつの電子状態と関係
づけて理解することを試みている。ここでは、FLの9

位側鎖にオクチル基を有する10量体一本鎖が複数本凝
集するモデルにおいて、分子鎖の配向が乱れたモデル
構造Aと分子鎖が比較的配向したモデル構造Bの吸収
スペクトルをRSRTで計算し、それら吸収スペクトル
を別途RSRTで計算した構成要素の高分子一本鎖モデ
ルの吸収スペクトルの和と比較してみた。
凝集構造モデルは、計算に用いる格子内にFL10量体

の分子鎖モデルを三本配置して周期境界条件のもとで
分子動力学計算を行った後、エネルギー的に安定状態
となった時の三本鎖が凝集した構造を取り出して、
RSRTによる吸収スペクトル計算に用いた。その結果を
Fig. 11に示す。
分子鎖の配向が乱れたモデル構造Aでは、分子集合

（3）「京」スパコンを活用した高分子有機半導体材料の
光学スペクトル解析
前節において、結晶性など有機半導体分子の凝集構
造の特徴が、デバイス特性発現の素過程に大きな影響
を与えることから、計算においても分子集合体モデル
を用いる必要性があることを明らかにした。このこと
は、高分子系有機半導体材料の計算においても同じで
あると考えられる。
しかしながら高分子系モデルは、一本の主鎖だけで

少なくともモノマーユニット10量体程度（数百原子）で
構成されるため、その主鎖を複数本含む集合体モデル
では構成原子数が数千～数万原子になる。これに加え
て我々が興味ある点は、そのような集合体構造におけ
る電子状態であるが、現状では、数千～数万原子を含
むモデル系の電子状態計算を社内の計算機で実施する
ことは現実的でない。我々は、そのような大規模電子
状態計算については、地球シミュレータや「京」スパ
コンなど社外の大型計算機を活用して、先端技術獲得
と将来の基盤技術確立に向けた検討を行ってきた。本
節では、「京」スパコンを活用した高分子系有機半導体
材料の光学スペクトルに関する解析事例を紹介する。
我々は、最初にスペクトル計算に用いる実空間実時間

型の時間依存密度汎関数（TDDFT）法プログラム28), 29)

RSRT30), 31)を「京」スパコンに移植した。RSRTは地球
シミュレータでも動作実績のある第一原理計算プログ
ラム32)であるが、「京」スパコン上に移植後、産業利用
支援員の協力を得てチューニングを実施し、プログラ
ムの大幅な変更を伴わずに実行時間で1.4倍の高速化を
達成した 33)。
次に、典型的な有機EL材料の一つであるフルオレ

ン（FL）の9位側鎖をメチル基で簡略化した直鎖状一
本鎖モデルを用いて、高分子鎖長が電子状態に与える
影響をRSRTによる吸収スペクトル計算で検討した34)。

Fig. 10 Calculated optical spectra of fluorene 
models using TDDFT/RSR T program.  
FL2, FL10, FL20 and FL40 stand for dimer, 
decamer, icosamer and tetracontamer of 
the models, respectively. Inset picture: 
chemical structure of fluorene monomer.
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Fig. 9 Experimental and calculated hole mobili-
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SP値は、凝集エネルギー密度の平方根として表され
る量であり、その値が近いものほど良く混合すると考
えられる（式(4)より）。SP値は、実際の材料に対して
理論的に必ずしも厳密ではないが、簡易的に溶解性予
測をするのに便利なパラメータである。物質に対して
定まる量なので、例えば溶質、溶媒の組み合わせ毎に
計算することなく、溶質、溶媒の値の一覧を相対比較
することによって組み合わせを選択することができる。

SP値の推算方法として、原子団寄与法が一般的に用
いられる39)− 41)。実測値に基づいて原子団の値が決めら
れ、足し合わせで求める方法である。汎用ポリマーの
ように実測値が多い材料の類似化合物であれば原子団
寄与法で推算可能である。しかし、有機デバイス材料
で扱う共役骨格を持つような化合物は実測値が少なく、
原子団寄与法を新規化合物の溶解度予測に適用できな
いことがある。
そこで、我々は、分子動力学法（MD）により分子

集合体の分子間相互作用から凝集エネルギー密度を直
接計算する方法を用いたSP値推算法を検討した。MD

による推算では、置換基の位置などの形状の効果、分
子同士のパッキングの効果、温度依存性等の原子団寄
与法では考慮されにくい効果を反映させることが可能
である。

MD計算によるSP値推算法は次のとおりである。①
SP値を予測したい材料単一系で、ランダムに配置した
分子集合体の初期状態を作成する。②NPTアンサンブ
ルにより、エネルギーと体積が平衡状態となるまでMD

計算を行う。③体積と形状を固定してNVTアンサンブ
ルによりMD計算を行い、サンプリングする。④統計
処理によって式(5)によりSP値δを求める。式(5)にお

(4)ΔEmix = [                         –                         ]VA

ΔE V 
A

21/2

VB

ΔE V 
B

1/2

nAVA + nBVB

nAVA · nBVB
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体の吸収スペクトル形状は、構成要素の高分子一本鎖
の吸収スペクトル和の形状と類似する結果となった。
一方、分子鎖が比較的配向したモデル構造Bでは、両
者の吸収スペクトル形状は、最も長波長側のピーク形
状が異なる結果となった。両者におけるスペクトルの
違いの一要因を分子間相互作用の大きさと仮定すると、
モデル構造Aの凝集構造におけるスペクトルには単分
子鎖の特徴が反映されているのに対し、モデル構造B

の凝集構造におけるスペクトルには、単分子鎖の特徴
だけでなく分子配向による分子間相互作用の影響が反
映されていることが示唆される。
計算の精度やそれぞれのモデルにおける構造的特徴

と電子状態のより詳細な解析は今後の課題であるが、
近年、単一分子分光研究が進展し36)、単分子鎖の折れ
曲り構造やセグメント間の接触等のコンフォメーショ
ンが、エネルギー移動や発光機構と関連していること
が報告されており37)、材料構造と電子状態の関連性を
このような大規模計算を用いて理解することは、今後
の有機エレクトロニクス材料の設計・開発にとっても
重要であると考えている。

（4）溶解性の予測
溶液塗布プロセスを特徴とする有機デバイス材料開

発等では、化合物の溶解性をコントロールすることは
重要な技術である。そのため、我々は実用的な溶解性
予測のための指標として溶解度パラメータ（Solubility

parameter : 以下SP値）に着目している。溶解度パラ
メータはHildebrandによって導入された正則溶液（化
学的相互作用や会合の無い非電解質溶液）論により定
義される値である38)。正則溶液においては、A, B2種の
材料の混合エネルギーΔEmixが、モル蒸発エネルギー
（凝集エネルギー）ΔEV

A ,ΔEV
B、モル体積VA,VB、モル数

nA,nBに対して、式(4)のように表される。

Fig. 11 Calculated optical spectra using TDDFT/RSRT for disordered aggregation model A (left) and oriented 
aggregation model B (right). Solid line: spectrum of aggregation model including three molecular chains; 
Dashed line: sum of three spectrum from individual molecular chain.
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ここで、δ vdWとδCoulombを2次元グラフで表示すること
により、材料間の溶解性、親和性の程度をグラフ上の距
離で表現することができる。分子間相互作用の種類を考
慮して溶解性を表現する同様の方法として、Hansen42)

やHoy43)の方法がある。これらはSP値を、分散力、双
極子相互作用、水素結合力の独立な3成分で表示する
ものである。しかし、我々は、これまでに水素結合力
の大きな材料を含む一連の材料検討においても上記の
2成分に分ける方法で十分な予測ができた例があり、ま
た3成分より2成分の方が表示しやすいことから、2D-

SP値が溶解性の有効な指標となると考えている。

(6)δ vdW = [                          ]1/2

V
( Ecoh )vdW δ Coulomb = [                                 ]1/2

V
( Ecoh )Coulomb

いて、Vは分子集合体の体積、Ecohは凝集エネルギー、
E集合体は集合体のエネルギー、E孤立分子は集合体を構成
する各分子のエネルギーである。

実材料において、分子間相互作用には多くの種類が
あるが、主に、vdW力（分散力）とクーロン力（静電
相互作用力）に分類される。各相互作用ごとに大きさ
が近いものほどよく混合すると考えられるため、我々
は、SP値を式(6)のようにvdW成分とクーロン成分に分
けた2次元表示（以下2D-SP値）を行うことを考えた。
式(6)において、(Ecoh)vdWは分子集合体の凝集エネルギー
のvdW成分、(Ecoh)Coulombはクーロン成分である。

(5)δ  =                   , Ecoh = –(E                 – Σ E                      )V
Ecoh

集合体 孤立分子

Fig. 12 Solubility parameters (left) and densities (right) of solvents calculated by MD (Experimental data: 
Polymer Handbook 4th44))
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媒への溶解性予測結果は実測値46)の傾向と一致した
（Fig. 14）。両者のMD計算のsnap shotを見ると、溶
解性が大きい方の化合物はパッキングしにくい傾向が
見られ、パッキング性が溶解性に関わっていると考え
られる。（Fig. 15）
また、高分子と低分子混合系での有機トランジス

ター材料において、高分子、低分子のSP値から、トラ
ンジスター特性を良くする組み合わせを選択する検討
も行った。ある一定の条件下でのMD計算から求めた
高分子と低分子のSP値差がトランジスター特性と関係
することを見出している 47)。

このようにして推算したSP値は、これまでに新規化
合物の溶解性予測、可溶な溶媒の選択の他、2種混合
系の最適割合、濡れ性を考慮した溶媒選択等にも利用
してきた。

MD計算により溶媒のSP値と密度を計算した例を
Fig. 12に示す。溶媒等の汎用低分子化合物については、
計算値から実測値 44)を精度良く予測できる。ただし、
含Cl、含F溶媒の密度は若干大きめに計算される。
有機トランジスター材料のように配向性があると考え

られる材料は、分子軸が適度な角度の範囲で一方向に
揃った（ネマティック）構造を初期構造とし、NPTアン
サンブルによる計算の際に、セル形状が可変となるよう
にすることで、分子形状やパッキング性を考慮した計算
が可能である。SP値推算法を低分子系有機トランジス
ター材料のBTBTに適用した例を示す。MD法、原子団
寄与法共に、側鎖アルキル長が長いほどSP値が小さく
なる傾向は一致する（Fig. 13 左）。しかし、原子団寄与
法では側鎖長が長くなるほど溶質と溶媒のSP値差が小
さく溶解しやすいという予測になるのに対し、MD法で
はアルキル側鎖の炭素原子数9（C9）の場合がクロロホ
ルムに最も溶解しやすいという実測溶解度45)の傾向と一
致する予測となる（Fig. 13 右）。これはMD計算によ
り、配向性、パッキング性等の集合体としての性質が考
慮されたからである。
溶解性に対する置換基位置の効果の予測は、原子団

寄与法では不可能であるが、MD法では可能である。
低分子系有機トランジスター材料は、側鎖位置のみの
違いで溶解性が大きく異なる。側鎖位置の異なる2種の
DNTに対するMD計算によるSP値は大きく異なり、溶

Fig. 14 Experimental solubilities vs. Calculated 
solubility parameters for 2 structures of 
DNT (dinaphtho[2,3-b :2’,3’-d]thiophene)
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心科学に立脚した考え方を意識して取り組むことが必
要であろう。これまで蓄積してきた要素技術をさらに
深化させるだけでなく、そのような観点に基づいた取
り組みを加速させて行きたいと考える。
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利用した最初の産業装置と言われている3)。フィード
バック制御の登場後、制御技術は、船舶、プロセス産
業、通信といった各産業で独自に研究・開発されてい
き、1940年後半に「古典制御理論」として集約化・体
系化された。古典制御理論の中には船舶の方位制御技
術として提案されたPID（Proportional Integral Deriva-

tive）制御も含まれていた4)。
PID制御はフィードバック制御機構を有する制御技

術であり、本技術を基にした最初の制御装置は1936年
にTaylor社より空気式PID調節器として作り出された。
PID制御は、制御ロジックの理解しやすさに加え、
ZieglerとNicholsが提唱したパラメータ調整則の有効性
から、流量・液面・圧力・温度といったプロセス変数
を自動化する技術としてプロセス産業へ浸透していっ
た4)。その後、空気式（アナログ）から電子式（デジタ
ル）計装への移行、DCS（Distributed Control Sys-

tem）の出現などにより、プラント運転操作は現場での
手動操作から中央計器室でのCRTオペレーションへと、
制御装置はDCS上で記述されるソフトウェアへと移り
変わったが、各プロセスの制御手法としては、依然と
してPID制御が主として用いられており4)、化学プラン
トにおいては、約90%近い制御器にPID制御が用いられ
ている。現在においても、PID制御のパラメータの調整

Predictive Functional Controlの
実用化手法の開発および
社内適用展開

Development of a Predictive Functional Control
Technique and Practical Applications to
Chemical Processes

住友化学株式会社
                   生産安全基盤センター
                                       橋　爪    悟

はじめに

近年の化学プラントにおけるオペレーションは、安
全・安定操業の確保、品質要求の維持、環境負荷の低
減、市場変化への柔軟な対応などのために、複雑化・
高度化している1)。我々はプロセスシステム工学技術を
活かし、運転訓練シミュレータ2)やアラームマネージメ
ントによるオペレータの技能維持・向上や負荷削減、
プロセスシミュレータを用いた制御系設計や新規制御
手法の導入によるオペレーション自動化といった「人」
と「制御」の両面から、より良いオペレーションの実
現を目指している。
本稿では、制御アルゴリズムおよび実装面で比較的

簡易なモデル予測制御手法（Model Predictive Control :

MPC）であるPFC（Predictive Functional Control）に
着目し、導入背景、技術の概要および実機適用手法を
解説し、併せて当社プラントへの適用事例を紹介する。

PFC導入の背景

1. プロセス制御の発展
プロセス産業における自動化の基礎は「フィードバッ
ク制御」であり、Wattの蒸気機関システムが本制御を

Sumitomo Chemical Co., Ltd.
     Production & Safety Fundamental Technology Center
                                       Satoru HASHIZUME

We have developed a practical methodology for the application of Predictive Functional Control (PFC) to certain
processes which conventional Proportional Integral Derivative (PID) controllers have difficulty in handling. PFC
is a variant of the widely-used Model Predictive Control (MPC) technology, and is characterized by its excellent
control performance with a fairly simple calculation algorithm. PFC can be implemented using the standard
functionalities of DCS (Distributed Control Systems) and PLC (Programmable Logic Controllers), which makes
it easier than conventional MPC packages to introduce into and maintain in existing control systems.

In this paper, a general explanation of PFC, as well as illustrative examples of its practical application, will be
given.
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則や制御性能のモニタリング手法など、PID制御を対
象とした数多くの研究が続けられている5)。

PID制御を初めとする古典制御理論が実用化され、
大きな成果を挙げる一方、1960年代にKalmanらは「現
代制御理論」と呼ばれる新たな制御理論を確立した。
古典制御理論では、制御するプロセス変数（制御量）
と、制御量を目標の値へと近づけるために操作する変
数（操作量）がそれぞれ一つである一入力一出力（Sin-

gle Input Single Output : SISO）プロセスを対象とした
制御理論であったのに対し、現代制御理論では複数の
制御量を複数の操作量で制御する多入力多出力（Multi

Input Multi Output : MIMO）プロセスを対象としてい
る点が、違いの一つとして挙げられる。その中でも、
1960年後期から1970年代にかけ開発されたMPCは、プ
ロセス産業に大きな影響を与えた。初期のMPCソフト
ウェアは、Richaletが開発したIDCOM（Identification

and Command）とCutlerとRamakerが開発したDMC

（Dynamic Matrix Control）と言われている。その後、
アルゴリズムが改良され、現在では数社のベンダーか
らMPCパッケージが市販されている。ユーザーがMPC

を利用するには、これらMPCパッケージを購入し、自
社プラントへ導入するという手順を取るのが一般的で
ある。Queらの報告によると、Refining、Petrochemi-

cals、Chemicalsといったプロセス産業へ適用された
MPCパッケージの総数は2003年時点で約4600にもおよ
んでいる6)。また、日本学術振興会プロセスシステム工
学第143委員会が2009年に実施した高度プロセス制御に
関するアンケート調査によると、日本の化学企業にお
いては、MPCが一般的に用いられる高度制御手法と
なっていることが分かる7)。このようにMPCが化学産
業を含むプロセス産業へ広く浸透した理由の一つとし
ては、市販されているMPCのほとんどは、上位に最適
化計算機能を組み込んだ形でパッケージ化されており、
対象プロセス全体の安定化のみならず、プラントに関
わる制約を加味しながら、生産量、コスト、環境負荷
といった様々な目的の最適化が実現可能であることが
挙げられる6)。
一方、Richaletは、IDCOMなどの一般的なMPCと並

行して、これらとは異なる制御アルゴリズムをもつモ
デル予測制御手法「PFC」を開発した。開発当初は、
IDCOM、DMCほど多くの適用事例は報告されていな
かったが、本制御手法の特徴の一つである、対象プロ
セスや制御目的に合わせ制御アルゴリズムを簡略化で
きるといった利点から、近年においては、数ミリ秒単
位での制御が必要なメカトロサーボ系9)から、非線形性
を含む複雑なMIMOプロセスまで6)、幅広い分野での適
用が報告されている。また、PID制御と同等の制御周
期での演算も可能となることから、PID制御が適用さ
れていたプロセスをPFCに置き換え、制御性を向上さ

せるといった適用例もある10)。

2. 化学プラントにおけるMPC適用の概要
化学プラントにおいて、MPCを用いた階層構造型の
制御システムの一例をFig. 1に示す。本制御システム
では、流量、圧力、液面、温度といったプロセス変数
の制御にはDCS上に実装されたPID制御が用いられる。
その上位制御器であるMPCはプラントの広い範囲を安
定に保つため、各PID制御へ適切な設定値（制御量の
目標とする値）を出力する。また、応答が緩慢な品質
や不安定性を有する反応温度など、PID制御では自動
化・安定化が困難なプロセスに対し、直接制御を行う。
さらに、MPCは上位に位置する最適化機能で計算され
る最適値をもとに各プロセス変数への設定値を求める
ため、プラント全体の安定化に加え、最適化運転も実
現する。

3. PFC導入の背景
MPCを含む制御システムは、プラント全体を安定

化・最適化することができるため非常に有効な手法で
あるが、導入・維持・メンテナンスといった運用費用
に対する投資効果といった観点から、導入可能なプラ
ントは限定的である。例えば、中規模プラントにおい
ては、大規模プラントと比較して安定化・最適化によ
るメリットが小さくなる傾向にあり、費用対効果の面
でMPC導入が難しいと考えられ、品質をはじめとする
応答の緩慢なプロセスは手動操作での調整となること
がある。またバッチプラントでは、高付加価値品の多
品種少量生産が主流であり、製品銘柄が変更されるた
びに内部パラメータの調整が必要となるMPCの導入は
難しく、反応温度制御などはPID制御を軸とした手動操
作もしくはシーケンス制御にて運転されることが多い。
このようなプラントにおいては、自動化・安定化が困
難なSISOプロセスのために、PID制御に代わる制御手
法が必要であった。また、要求される制御手法は運用
費用を抑えるため、MPCのように外部演算器を用いる
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Fig. 1 General configuration of control systems 
employing MPC and PID controllers
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のでは無く、DCS上で実装できる簡易なアルゴリズム
であることが条件であった。
当社では、この課題を解決するための手段として、

PFCに着目した。PFCを選定した理由として、PFCの制
御アルゴリズムは公知化されており、自社で技術検討
が可能なこと、アルゴリズムが簡易でありDCS標準機
能で実装できること、応答の緩慢なプロセスにも利用
可能なことが挙げられる。よって、MPCの導入が難し
いプラントに対しては、PID制御を基礎に構築されて
いる既存の制御システムを補うようにPFCを組み込む
ことで、プラントの更なる自動化が達成できると考え、
検討に着手した（Fig. 2）。

PFCアルゴリズムおよび実用化技術の開発

1. MPCの基本概念6), 8)

MPCは、プロセスの入出力間の動的モデルを使い、
現時刻より未来の出力の動きを予測し、その動きがで
きるだけ好ましい動きになるように操作量を決定する
といった特性を有している11)。プロセスに対し、操作
量もしくは外乱のアクションを加えると、ある時間遅

Predictive Functional Controlの実用化手法の開発および社内適用展開

住友化学 201540

れを伴って制御量が変化するが、この操作量に対する
制御量の過渡応答を数式で表現したものを「（動的）モ
デル」と呼ぶ（Fig. 3）。好ましい動きとは、現在の制
御量の値を設定値（制御量の目標値）へ近づける際の
軌道を一次応答の式で表したもので、「参照軌道」と呼
ばれる。参照軌道とモデル式より計算されるモデル量
（制御量の予測値）ができるだけ一致するような操作量
を制御周期ごとに求めることで、参照軌道に沿うよう
に制御量を設定値へと徐々に近づけることができる
（Fig. 4）。
次に、一般的なMPCとPFCの操作量演算の違いを示
す。MPCでは、ある指定区間（予測区間 P）でのモデ
ル量（ym）と参照軌道ができるだけ一致するよう、現
在時刻からある区間（制御区間M）の操作量パターン
を求める。この際、制御量（PV）と操作量（MV）の
上下限値や制約を満たすべき制御量・操作量の優先順
位、1ステップにおける操作量変化幅の制約といった条
件を加味する必要があり、操作量演算はこれら制約条
件を満たしながら予測区間における参照軌道とモデル
量の誤差ができるだけ小さくなるような区間Mの操作
量パターン求める最適化問題となる。また、演算され
た操作量パターンは1ステップ分のみプラントへ加え、
制御周期毎に毎回操作量パターンを求めるため、制御
演算の負荷は高く、通常はDCSと接続した別のコン
ピュータにて演算される（Fig. 5）。

一方、PFCは一般的なMPCにおける制御区間M、予
測区間Pの代わりに一致点hを導入し、一致点における
モデル量と参照軌道が等しくなるような操作量を制御
周期毎に求める（Fig. 6）。一致点の個数および間隔は
調整パラメータとなり、一致点を一つとし、モデルの
表現方法を工夫すると、操作量は代数方程式を解くこ
とによって求めることができる。

Fig. 2 Configuration of a control system employ-
ing PFC and PID controllers
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一致点を一つとしたPFCは、長期間な予測をしてい
ないため、安定性の面で一般的なMPCよりPIDに近い
特性を有するといった欠点はあるものの、アルゴリズム
が簡単であり、モデルを用いた操作量計算のためPID

制御と比較して高い制御性能が期待できる、また、モ
デル式の改良が容易であるため拡張性に富んでいると
いった特徴がある。

2. PFC制御アルゴリズム8)

プロセスの動的モデルは、一次遅れ要素、積分要素、
むだ時間要素といった各要素の組み合わせで表すこと
ができ、化学プラントにおいては「一次遅れ＋むだ時
間」モデルで表現可能なプロセスが多く存在する（Fig.

7）。PFCは様々なプロセスに対応可能であるが、本稿
では化学プラントでの適用を考え、「一次遅れ＋むだ時
間」モデルを用いた制御アルゴリズムを説明する。
「一次遅れ＋むだ時間」モデルは、ゲインKm

( = ΔPV/ΔMV )、時定数Tm、むだ時間Lmの3つのパラ
メータからなる形式であり、離散時間表現における
1ステップの時間間隔をΔ tとすると、現時刻のモデル量
ymkと操作量MVkから次の時刻におけるモデル量を予測

する漸化式は式(1)のように表現できる。式(1)におい
て、右辺第一項は過去の操作による影響を、右辺第二
項は現時刻の操作による影響を表している。

また、むだ時間が無い場合、Lm = 0とし、式 (1’)とな
る。

PFCにおける参照軌道は、現時刻kにおける制御量
（実測値）PVkを原点とした一次遅れ型参照軌道式が採
用されることが多く、式(2)で表される。ここで、TRBF

は設定値に対する95%応答時間と呼ばれ、制御の応答
速度を調整するパラメータとして用いられる。

一致点hステップ後のモデル量と参照軌道値が一致
するような操作量を求める。ここで、参照軌道は現時
刻を原点としており、Δ yrk = yrk+h – yrk = yrk+hとなる。
同様に、モデル量も現時刻からの差分形式で表すと、
Δ ymk = ymk+h – ymkとなる。そして、Δ yrk = Δ ymkと
し、式(1’)、(2)を解くことで、一次遅れプロセスを対
象とした操作量演算式が得られる（式(3)）。

次にむだ時間を含むプロセスに適用するため、式(3)に
むだ時間補償を加える。Fig. 7に示すように、むだ時間
は操作量に変化を与えてから制御量に影響が生じるまで
に掛かる時間である。すなわち、むだ時間rm(= Lm/Δ t)

ステップ前のモデル量 ymk–rmと現在のモデル量 ymkの
差分は、現在の制御量PVkとrmステップ後に制御量が
到達すると考えられる予測値PVpredの差分に一致する
（Fig. 8）。よって、制御量PVkにむだ時間後に変動が予
測される差分ymk – ymk–rmを補正したPVpredkを新たに
導入すると、むだ時間補償を含んだ操作量演算式(4)が
求められる。

(3)MVk = 

lh ≡ 1 – exp    –
TRBF
3 · Δ t h

Tm

Δ t h

Km · β  h 
m

β  h 
m ≡ 1 – exp    –

[ SPk – PVk ] · lh + β  h 
m  · ymk

(2)yrk + 1 = [ SPk – PVk ] ·    1 –  exp    –
TRBF
3 · Δ t

(1’)ymk + 1 = αm · ymk + Km · βm · MVk

(1)ymk + 1 = αm · ymk + Km · βm · MVk – Lm / Δ t

αm ≡ exp    –

βm ≡ 1 – αm

Tm

Δ t
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Fig. 6 Basic concept of PFC
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フィルタ時定数としてTRBF/3の値を使用したIMC

（Internal Model Control）法にて得られる値を採用し
た。また、両制御手法とも、モデル誤差は無いものと
した。結果、PFCは行き過ぎを生じることなく、且つ
PID制御と同等の設定値追従性能を持つことを確認す
ることができた。

以上のことから、PFCの制御アルゴリズムの特徴と
して次のようにまとめられる。
・二つの漸化式をベースとした簡易な制御アルゴリズ
ムである。

・チューニングパラメータはTRBFのみであり、PID

制御に比べチューニングが容易になっている。
・むだ時間補償機能が組み込まれている。
・外乱補償機能の拡張が容易である。
本稿での記載は省略するが、MIMOプロセスへの拡張
も可能といった利点もあり、本技術は、一般的なMPC

とPID制御の中間的な制御手法であると言える。よっ
てFig. 2で示したように、MPCの導入が難しいプラン
トにおいては、PID制御を補う制御手法となり得る、
と考えている。

5. DCS標準機能への実装12)

前述したPFC制御アルゴリズムをフローチャートで
記載した一例を示す（Fig. 10）。「①Initialize」演算子
において、α h

mやβ h
mといったモデルパラメータを予め計

算した後、「②AUTO？」にて、PFCの制御モードが
オートであるかマニュアルであるか判定する。マニュ
アルモードであるならば、バンプレス演算と呼ばれる、
マニュアルからオートへ切り替えた際の操作量の急激
な変化を抑えるための演算を行う（「③Calculate bump-

less」）。オートモードであるならば、式(1’)で表現され
るモデル演算（「④Calculate ymk」）を行い、時刻が
一致点へ到達したならば、式(4)で表現される操作量
演算を行う（「⑦Calculate MVk」）。④のモデル演算と
⑦の操作量演算を各々の周期で繰り返すことで、制御
を行う。
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結果、モデル演算式(1’)と操作量演算式(4)の二つの
漸化式が一次遅れ＋むだ時間プロセスを対象とした
PFCの制御アルゴリズムとなる。その殆どがモデルパ
ラメータであり、ユーザーが決定するチューニングパ
ラメータは、参照軌道式、すなわちTRBFのみとなって
いる。TRBFを短くすると制御動作は強くなり、長くす
ると制御動作は弱くなる。また、PFCは、現時刻kの設
定値SPkと制御量PVkの誤差を制御に用いるフィード
バック機能を含んでおり、MPCにおける出力フィード
バック機能が陽に組み込まれている。その結果、外乱
に対しても、式(4)の枠組みで対応することができる。

3. 外乱補償機能の拡張
前述の通り、通常の外乱に対してはフィードバック

機能で対応が可能であるが、可観測かつモデル構築可
能な外乱に対しては、外乱補償機能を用いることで、
制御性を向上することができる。すなわち、hステッ
プ後の外乱による制御量の変化分Δ ydmkを加味し、
Δyrk = Δymk + Δydmkとなる操作量を求めることで、可
観測な外乱を補償することができる（式(5)）。

4. シミュレーションによるPFCとPID制御の比較
前述の制御アルゴリズムを用いて、PFCの制御性を

シミュレーションで確認した。Fig. 9は、プロセスゲ
イン1%/%、プロセス時定数300sec、プロセスむだ時間
150secの一次遅れ＋むだ時間系で表されるプロセスに
対し、開始から300sec後に設定値を0%から1%へ変更
した時の、PFC、PIDの制御手法における設定値追従
性を示している。ここで、PFCの制御パラメータであ
るTRBFは300secとし、PIDパラメータは一次遅れ

(5)MVk = 
Km · β  h 

m

[ SPk – PVk ] · lh + β  h 
m  · ymk – Δymdk

(4)MVk = 
Km · β  h 

m

PVpredk = PVk + ( ymk – ymk – rm )

[ SPk – PVpredk ] · lh + β  h 
m  · ymk

Fig. 8 Concept of dead time compensation
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Fig. 9 Comparison of control performance by 
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Fig. 10はフローチャート形式であることから、SFC

（Sequential Functional Chart）言語やST（Structured

Text）言語などのシーケンス制御用の言語で実装が可
能である。近年のDCSにおいては、これらシーケンス
制御用言語が標準機能として組み込まれており、フ
ローチャート中の各演算子も単純な漸化式や不等号で
あることから、PFCはDCSの標準機能での実装が可能
となる。また、チューニングパラメータ（TRBF）を
はじめとするリアルタイムに変更が必要となるパラメー
タ類は、PID計器と同様にオペレーション画面から変
更できるようにユーザインターフェースを設計するこ
とで、コントローラとしての利用が可能となる。

実プラントへの適用評価

1. 温度制御への適用12)

DCS上に実装したPFCの制御性能を確認すべく、蒸
留塔温度制御に対し本技術を適用した一例を以下に示
す。
対象は、塔底温度をリボイラースチーム流量にて制

御するプロセスであり、温度制御からの操作量（MV）
がリボイラースチーム流量制御の設定値（SP）となる
カスケード制御の構成となる（Fig. 11）。PFCを適用す
るのに必要なモデルを取得するため、実機プロセスに
てステップ応答テストを実施し、得られた制御量（PV）
変化トレンドを一次遅れ＋むだ時間系に当てはめ、ゲ
インKm( = ΔPV/ΔMV )、時定数Tm、むだ時間Lmをそれ
ぞれ算出した（Fig. 12）。

得られたモデルパラメータをもとにPFCを構築、設
定値変更時における追従性およびその安定性を調べた。
結果、制御対象である塔底温度はTRBFで設定した時
間と同等の応答時間を持つ一次遅れ型の挙動となり、
理論通りの制御性能が実現されていることが確認され
た（Fig. 13）。
本例も含め、20近い蒸留塔温度制御に対し適用した
ところ、概ね良い制御性能を示した。これらの適用結
果より、DCS上のPFCが想定通りの制御性能を実現す
ることを確認した。

2. 品質制御への適用13)

品質の測定手法の中でもプロセスガスクロマトグラ
フィー（PGC）を用いる場合は、得られるデータが間

Fig. 10 Algorithm flowchart of PFC
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3. セミバッチ反応器温度制御への適用12)

一般的に、バッチプロセス、セミバッチプロセスは
内容物の性状が動的に変化し、反応などの外乱も多い
といった特徴を有しており、系内を所望の精度で安定
に保つことが比較的難しいプロセスである。このため、
温度制御においても、単純なPID制御では対応ができな
い場合があり、プロセス毎の工夫を必要としていた1)。
本稿では、熱収支式から反応熱を推算し、PFCへ組

み込む手法12)を提案している。本手法では、まず反応
を含まない形でプロセスのモデル化を行い、PFCを構
築する。次に、プロセスデータから推算される反応熱
を、PFCの外乱補償機能を用いて補償することで、制
御性の向上を図っている。
プロセスデータからの反応熱推算手法をFig. 16のセ

ミバッチ反応器を例に説明する。本反応器は、ジャ
ケット入口温度Tiにて、反応器内温Trを制御する制御
構成であり、これら制御量、操作量に加え、測定可能
なジャケット出口温度Toを用いて熱収支式を構築する。
簡易化のため、反応溶液は完全混合とし、ジャケット
からの熱はすべて反応溶液の温度上昇に用いられると
いう仮定のもと、反応熱Qrを推算すると、式(6)が得ら
れる。

比熱Cp、密度ρ、反応液体積V、伝熱UA等のプロセ
スの物性が明らかであれば、時刻kにおけるジャケット
入口Tik、出口温度Tok、反応器温度Trkから、反応熱
Qrkの近似値を得ることができる。リアルタイムで推定
される反応熱は、PFCの外乱補償機能を用いることで、
反応熱を補償した制御が可能となる。なお、推定した
反応熱にモデル誤差やノイズが含まれている場合には、
一次遅れフィルタなどを組み込むことで、その影響を
低減することができる。

(6)Qrk = CpρmV

Tjk ≡ ( Tik + Tok )/2

– UA( Tjk – Trk )Δ t
Trk – Trk – 1

欠的であること、大きな時定数とむだ時間をもつこと
から、単純なPID制御では自動化が難しい対象の一つ
と考えられている。ここでは、PGCで測定される蒸留
塔の品質プロセスに対し、PFCを適用した事例を示す。
適用したプロセスは二塔の蒸留塔から構成されてお

り（Fig. 14）、一塔目留出より成分Aを、二塔目留出よ
り成分Bを回収する。二塔目留出中の成分A組成に関す
る上限スペックがあるため、一塔目蒸留塔温度制御の
設定温度を操作し、二塔目へ流れる成分Aを制御する
構成となっている。本品質プロセスは、時定数240分、
無駄時間70分と応答性が遅く、PGCから得られる指示
値も35分間隔の間欠データであることから、PID制御
での自動化は困難であり、運転員による手動調整によ
り対応せざるを得なかった。
本プロセスにPFCを適用したところ、自動化を達成
するとともに、手動操作時と比較して振れ幅を約80%圧
縮することができた（Fig. 15）。この結果、蒸留塔品
質プロセスにおいて、PFCを適用することで自動化・
安定化が実現できる可能性を見出した。
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Fig. 15 Control of the product quality of a distilla-
tion column
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熱収支モデルに基づく反応熱補償機能を組み込んだ
PFCを実機バッチプロセスの反応温度制御に適用した
結果をFig. 17に示す。本プロセスは反応器に原料を仕
込んだ後、条件温度まで昇温し、条件温度到達後は、
温度一定で保持する運転レシピである。途中、反応熱
による予測できない外乱を生ずるため、手動運転では
目標温度から大きく逸脱するが、提案手法を用いるこ
とで、より厳密な制御が可能となった。
本提案法は、晶析反応や重合反応といった急激に反

応熱が生じ、且つ、生じるタイミングが事前に予測困難
なプロセスに対して、特に、有効であると考えている。

おわりに

本稿では、PFCの技術的背景および当社プラントへ
の適用事例について紹介した。本技術は、一般的な
MPCと異なり、DCS上に実装できる点で実用性が高
く、PID制御とMPCの間を補い、化学プラント全体の
安全、安定運転に寄与できる技術として注目している。
今後、さらなる技術のブラッシュアップを進め、汎用
的な制御技術としての定着を目指したい。

Fig. 17 Comparison of the result of temperature 
control by PFC + FF (Feedforward) and 
manual operation
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技　術　紹　介

太陽電池封止シート用新規材料の開発

はじめに
1. 太陽電池市場
風力発電や太陽電池等に代表される自然エネルギー

の活用は世界中で急速に拡大している。世界の自然エ
ネルギーへの投資額は、2004年の400億ドルから2012

年に2440億ドルに成長している1)。中でも太陽光発電
は高い成長率を示しており、世界での年間新規導入量
は2007年の1GWから2012年には30GWとなった。2018

年には50GW程度に達すると見込まれている2)。各国で
の太陽光発電の固定価格買い取り制度の導入により、
メガソーラー（大規模発電所）の建設が相次ぎ、ドイ
ツや米国では2010年の時点で、その割合が60%以上で
あり3)、重要な電力源となっている。

2. 太陽電池封止シートとは
一般的な太陽電池パネルは、主に表面保護材（ガラ

ス）、発電セル、封止シート、バックシートから構成さ
れ、これらのうち、封止シートは、セルの接着およびセ
ルの保護・固定化を担う重要な部材であり、高い透明
性や柔軟性、耐熱性が求められる（Fig. 1）。また、太陽
電池パネルは一般的に20年以上使用することが想定さ
れており、封止シートには長期耐久性が要求される。
封止シートに用いる材料の検討は古くから進められ

ており、1970年代初期から低コスト化、長寿命化の検
討が行われている。その結果、性能とコストのバラン

スに優れる材料としてエチレン酢酸ビニル共重合体
（EVA）が見いだされ4)、今日に至るまで40年以上にわ
たって本用途で使用され続けている。当社グループで
は、封止シート用原料としてEVA（商品名「スミテー
ト®」「コスモセン®」）を長年販売しており、本用途にお
いて世界で高いシェアを有している。

3. PID現象について
メガソーラー発電所の建設が相次いで以降、短期間

で大幅に出力が低下する現象が顕在化してきた。本現
象は、PID現象（Potential Induced Degradation）と
呼ばれる。
メガソーラー発電所では、一般的に、Fig. 2のよう
に直列にモジュールが連結されており、パネルにかか
る電圧は1000Vに達する場合がある。PID現象は、セル
内部とパネル外部との間に生じた電位差によりガラス
中のナトリウムイオンが封止材へ拡散し、さらにセル
表面もしくはセル内部へ移動し、電子の流れを阻害す
るため発生すると考えられている5)。

2012年にFraunhofer Center for Silicon Photovoltaics

（CSP）にて各国で製造されたパネルのPID試験を実施
した結果が発表されたが6)、試験後出力を維持したも
のは13社中4社であり、9社で出力低下が起き、最も出
力低下の激しいパネルでは初期値の5%以下であった。
本発表をきっかけに、PID現象が世界的に注目を集め
ることとなった。
太陽電池の出力は発電収入に直結するため、PID現

象は世界的に問題となり対策が求められている。

PID抑制性能に優れる新規材料の開発
1. 材料開発の考え方

PID現象を抑制する方法としては、原因であるガラ
ス中のナトリウムイオンを取り除くことや、発電セル
の反射防止膜の変更等、封止シート以外の部材でも検
討されている。しかしながら、大幅なコストアップや、
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Fig. 1 Schematic diagram of photovoltaic panel
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太陽電池パネルの変換効率の低下が起こるなど課題が
多い状況である。当社は、大幅なコストアップなくか
つパネルの変換効率を落とさずにPID現象を抑制する
ことを目的として材料開発に取り組んだ。PID現象の
抑制方法としては、PID現象の原因とされているナト
リウムイオンの移動を抑制することに着目した。
今回、当社が開発したスミテート®新規グレード（以
降、開発品）は、当社独自技術により、太陽電池封止
シートに求められる透明性や柔軟性を損なうことなく
PID抑制性能を高めた製品となっている。
以下、開発品の性能について紹介する。

2. PID性評価
PID現象の促進試験としては、発電セルとパネルの

フレームに電圧をかける方法が用いられる。当社では、
太陽電池封止シートに一般的に添加される添加剤を配
合し、第三者機関にて、電圧1000V、温度60℃、湿度
85%、パネルガラス表面に水を張った過酷な条件での96

時間の促進試験を実施した（Fig. 3）。
Table 1に、従来グレードと開発品のPID試験前後の
セルのEL発光画像とモジュール出力保持率を示す。従
来品がPID試験後に、出力保持率が6%まで低下し、EL

発光がほぼなくなるのに対して、開発品を用いること
で出力保持率が97%となり、PID試験時の出力保持率
を大幅に向上することが確認された（Table 1）。

Fig. 3 PID test condition
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Fig. 2 Schematic view of PID mechanism
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Table 1 PID test results

EL image before and after PID test
0h 96h

100 6

Conventional
Grade

New Grade

Relative power output 
after PID test, %

100 97
Relative power output 

after PID test, %

Sample

Sheets containing same encapsulant additives 
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5. 太陽電池パネルの長期安定性評価
太陽電池パネルの寿命は一般的に20年以上必要とさ
れており、その検証のため太陽電池パネルの耐久性試
験が実施されるが、そのうち特に代表的なものがダン
プヒート試験（85℃, 85%RH）である。IECの規格で
は、1000h後に出力保持率が95%を維持することが基準
となっている7)が、多くのパネルメーカーでより長期間
の試験を実施して性能を確認している。
開発品に関して、必要な各種添加剤を配合し小型パ

ネルを作製、長期試験を実施した。その結果、開発品
および従来グレードいずれもダンプヒート試験3000h

後において出力保持率が95%を維持していることを確
認した（Table 4）。

おわりに
開発品は、太陽電池封止シートに求められる透明性

や柔軟性を損なうことなくPID抑制性能を付与したも
のとなっており、特に高電圧で使用されるメガソーラー
向けに効果を発揮するものである。
一方、最近ではより長期にわたる耐久性向上が求め

られるようになり、非EVA系材料にも注目が集まって

PID試験の規格については、種々の議論がなされて
いる状況であり統一的な規格は確定していないが、上
記条件は、国際標準規格IECの暫定規格（審議中）よ
りも厳しい条件であり、当社新規グレードは、太陽電
池パネルのPID現象の抑制において、お客様の要望に
十分応えられ得るものであると考えている。

3. 新規材料の特性評価
開発品の基本特性に関しては、これまで長年使用さ

れてきた実績のある従来グレードと同等の性能を確保
している（Table 2）。発電セルは脆く割れやすいため、
パネル製造時に封止材がクッションの役目を果たす必
要がある。そのクッション性の指標の一つがショア硬
度であるが、開発品は従来グレードと同等の値となっ
ている。また、シートの加工性の観点で重要な因子で
あるMFRや融点についても、従来グレードと同等を維
持した。

4. シート性能評価
開発品の封止シートとしての性能は、従来グレード

比で透明性・架橋性同等であり、同一添加剤配合にお
いて、基本電気特性として重要な体積固有抵抗値が向
上したものとなっている（Table 3）。封止シートはセ
ル上面に用いられることから、その透明性が太陽電池
パネルの発電量に直結する。開発品は、本用途で使用
実績のある従来グレードと同等の透明性を維持するこ
とが出来た。

PID現象を抑制するためには、EVAのVA含量低減や
ポリオレフィンエラストマーの使用が有用と考えられ
ているが、透明性や柔軟性が損なわれる場合がある。
開発品は、従来と同等の透明性および柔軟性を有して
おり、本用途に適した材料となっている。

Table 2 Physical properties

MFR
VA

Tensile strength at break
Elongation at break

Shore Hardness Gauge
Melting Point

g/10min
wt%
MPa

%
D scale

°C

20
28
9

880
27
67

Grade Conventional
Grade

20
28
9

870
26
65

New
Grade

(Measured Value)

Table 3 Encapsulant sheet properties

Light Transmittance
Volume Resistivity

Gel Fraction 
(Crosslinking Efficiency)

%
Ω · cm

%

92.3
1E+14

93

Grade Conventional
Grade

92.3
3E+15

92

New
Grade

Sheets containing same encapsulant additives 
Light Transmittance: Average Light Transmission Rate between 

400-1200nm measured by UV-vis 
spectrometer (500μm)

Gel Fraction (Insoluble Fraction): EVA was cured for 20min at 
150°C. Then cured EVA was 
extracted with Xylene.

(Measured Value)

Table 4 Damp heat test (DHT) of PV panels 
(85°C, 85%RH)

Power Output Retention 
after DHT, %

1000h
3000h

98
97

Grade Conventional
Grade

99
97

New
Grade

(Measured Value)Sheets containing same encapsulant additives 
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いる。当社独自材料である「アクリフト®」（EMMA）
は、EVAよりも長期耐久性に優れており、ハイエンド
用途へ展開を進めている。封止シート用原料として、
既存のEVAおよび非EVA材料のアクリフト ®に加え、今
回開発したスミテート®新規グレードをラインナップす
ることにより、多様化するお客様のニーズに幅広く応
えて行く。当該事業を通じて、地球環境負荷の低減や
次世代クリーンエネルギーの普及などに寄与すること
で、持続可能な社会発展に貢献していきたいと考えて
いる。
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自動解析技術を活用した安全性評価
－in vitroおよびin vivo小核試験－

はじめに
化学物質を適切に管理する上で、その的確な安全性

評価は必要不可欠である。特に、遺伝子やDNAへの悪
影響を引き起こす遺伝毒性は、がんや遺伝的疾患と
いったヒト健康被害の原因となる最も重篤な毒性の一
つとして優先的に評価する必要がある。
小核試験はこの遺伝毒性の有無を調べる代表的な試

験である。小核とは、化学物質のDNAへの作用によっ
て生じたDNA断片からなる小さな核のことで、DNA損
傷の指標となる。従い、化学物質を作用させた後に細
胞を観察し、小核を持つ細胞の出現頻度を調べること
で、化学物質の遺伝毒性の有無を検出することができ
る。培養細胞を用いるin vitro（試験管内）小核試験
は、その簡便さから化合物のスクリーニングに適して
いるのに対し、マウス等の実験動物を用いるin vivo

（生体内）小核試験は、生体における遺伝毒性評価を
確定する重要な試験に位置付けられる。
このようにin vitroおよびin vivo小核試験は化学物質
の安全性評価上欠かせないものであるが、いずれも化

合物あたり100,000個以上の細胞を一つずつ顕微鏡下で
目視観察する必要があるため、これらの実施に多くの
時間と労力を要するという課題があった。この課題の
解決策として、最新の細胞解析技術を用いた様々な自
動観察法が提案されている1), 2)。本稿では当社で実施
した、自動解析技術を活用した迅速かつ高精度な小核
試験の確立について概説する。

細胞イメージアナライザーを用いたin vitro
小核試験の自動解析
細胞イメージングとは、蛍光顕微鏡の細胞画像の撮

影と画像解析を瞬時に行う技術である。蛍光色素で染
色した細胞や細胞内の複雑な構造体の形、大きさ、長
さ、数量といった要素の特性を高速かつ自動的に識別
し、定量化することができる。この技術をin vitro小核
試験に活用することで化合物スクリーニングの迅速化
が図れると考え、細胞イメージアナライザーによる自
動解析の最適化に取り組んだ。
通常in vitro小核試験では、化学物質を細胞に作用さ

住友化学株式会社　生物環境科学研究所
佐 々  木　克 典　　北 本　幸 子

Fig. 1 Application of image analysis to micronucleus test on determination of cell type and micronuclei.
A) Microscopic image of main nuclei and a micronucleus (indicated by a white arrow) after staining,
B) Composite image after image analysis.

Binucleated cells (yellow), mono- or multinucleated cells (pink), main nuclei (blue) and a micronucleus 
(aqua, indicated by a white arrow).

A B



51住友化学 2015

自動解析技術を活用した安全性評価－in vitroおよびin vivo小核試験－

せた後、細胞分裂を止める薬剤を添加し、細胞分裂過
程の後期にある二核細胞（二つの細胞核を持つ細胞、
Fig. 1）を観察する。これは小核がこの時期の直前に
生成することに因るもので、遺伝毒性により生じた異
常細胞は小核を持つ二核細胞（Fig. 1矢印）として検
出される。一方、分裂していない単核細胞や、2回以上
分裂した多核細胞は小核観察の対象としないが、細胞
毒性の指標となる細胞増殖率を求めるため、各々の細
胞数も識別して定量する必要がある。
これら細胞の自動解析にあたっては、各細胞の占め
る領域を認識して核の数を計数した上で、二核細胞のみ
を対象として小核の有無を判定する必要がある。まず、
隣り合う細胞へのそれぞれの正しい数の核の帰属が容
易となるよう標本作製法の改良を行った。細胞の播種
や固定方法、染色色素の種類や染色条件など種々の検
討を行った結果、細胞の大きさや密度を極めて均質に

分布させる標本作製法を見出した。次に解析パラメー
ターの最適化に取り組み、各細胞の識別ならびに二核
細胞に存在する小核の識別に適した数値アルゴリズム
を確立した。これにより細胞画像の高精度な解析に成
功し、小核試験が陽性となる既知の化合物について期
待通りの結果が得られる自動観察法を構築することが
できた（Table 1）。同時に本法は、評価に必要な化合
物量、試験期間の大幅な削減を実現した（Table 2）。

フローサイトメーターを用いたin vivo小核試験
の自動解析
通常in vivo小核試験では、化学物質を投与後安楽死
させた実験動物から骨髄塗抹標本を作製し、成熟過程
で主核が脱落した幼若赤血球中に生じる小核の有無を
目視で観察する。近年、動物使用数を削減するという
動物福祉の観点から、他の安全性試験で得られる末梢

Table 2 Advantages of automated scoring vs. conventional manual scoring

Period of examination

Amount of test substance

Number of animals

1 – 3 days

**

**

1 – 3 months

10 – 30 g

60 animals

Automated 

Scoring
Manual scoring

In vivo micronucleus test

1 – 3 days*

0.005 g

—

1 – 3 months

1 g

—

Automated 

Scoring
Manual scoring

In vitro micronucleus test

— : Not applicable

*   : A large number of substances can be evaluated in parallel.

** : Usage of peripheral blood from treated animals in other toxicity tests can reduce test animals or substances.

Table 1 In vitro micronucleus test – Comparison between manual and automated scoring

Mitomycin C

Methyl methanesulfonate

4-Nitroquinoline-N-oxide

Cytosine arabinoside

Camptothecin

Colchicine

Vinblastine

Paclitaxel

Nocodazole

Benzo[a]pyrene

Cyclophosphamide

Dimethylnitrosamine

Sodium chloride

D-Mannitol

Alkylating agent

DNA synthesis inhibitor

Topoisomerase inhibitor

Tubulin inhibitor

Promutagen requiring 

metabolic activation

Not mutagenic

Test substance Mechanism of action

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Negative

Negative

Manual scoring

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Positive

Negative

Negative

Automated scoring
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小核を識別するためのマーカーや薬剤を適切に選択し、
解析条件の検討を重ねてゲーティングを最適化するこ
とで、小核を持つ幼若赤血球を正確に分類できるよう
になった（Fig. 2）。これにより、末梢血でも従来の目
視観察と同等の結果が得られる自動観察法を構築した
（Fig. 3）。

おわりに
本稿では最新の自動解析技術を活用したin vitroおよ
びin vivo小核試験について概説した。自動観察法を確
立したことにより、各々従来の目視観察法と比べて短
期間でより簡便に多数の化学物質の評価が可能となっ
た（Table 2）。当該自動観察法は、より安全な化学物
質の早期開発に大きく寄与するものと期待され、今後
も安全性評価に積極的に利用していく予定である。

引用文献
1) K. Tilmant, H.H.J. Gerets, P.De Ron, C. Cossu-

Leguille, P. Vasseur, S. Dhalluin and F.A. Atienzar,

Mutat Res., 751 (1), 1 (2013).

2) S. Kasamoto, D. Mukai, S. Masumori, K. Suzuki, R.

Tanaka, D.K. Torous, J. Yamate and M. Hayashi,

Mutat Res Genet Toxicol Environ Mutagen., 762, 39

(2014).

血を小核試験に利用することが、欧州の規制当局を中
心に推奨されつつある。化合物開発においても一連の
安全性試験で得られる末梢血の利用は、化合物の使用
量を削減できる点で有用である。しかし、末梢血の全
赤血球に占める幼若赤血球の割合は1％程度であり、
目視での観察は現実的に不可能であった。また、株化
された培養細胞とは異なり、末梢血中には赤血球の他
に、リンパ球、単球や血小板など多種多様な形状の細
胞や夾雑物が存在するため、前述の細胞イメージング
技術による自動解析も困難であった。そこでin vivo小
核試験では、フローサイトメトリーによる自動解析技
術に注目し、末梢血を用いた自動観察法の構築に取り
組んだ。
フローサイトメトリーは、多様な細胞集団の中から
目的の細胞を高速で識別する技術である。目的の細胞
に予め目印（マーカー）を付加し、狭い流路に通して
個々の細胞にレーザーを照射すると、細胞の形状や
マーカーに特徴的な散乱光や蛍光が発せられる。これ
らの光強度を瞬時に定量化して座標にプロットする。
プロット上の領域定義（ゲーティング）により、同じ
形状やマーカーを有する目的の細胞を分類し、計数す
ることができる。近年、フローサイトメーターの性能
が飛躍的に向上し、小核試験にも応用されるように
なってきた2)。当社においても、幼若赤血球やその中の

Fig. 2 Dot plot using flow cytometry to identify 
micronucleated immature erythrocytes 
(blue box) from the whole blood cells
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医薬品の初期安全性評価における
ゼブラフィッシュの有用性

はじめに
医薬候補化合物に関しては、研究の初期段階におい

てその有効性のみならず、安全性の観点からもより望
ましいプロファイルを有する化合物をスクリーニング
することが、その後の研究開発をより円滑に行う上で
重要である。一方、化合物量の制限やアッセイ系のス
ループット性の観点から、研究の初期段階での安全性
評価は培養細胞等を用いたin vitro評価系にて実施され
てきた。これらin vitro評価系は特定の毒性表現型を検
出するためには非常に有効な手段となる一方、複数の
器官・組織が関与するような複雑な機序に基づく毒性
を検出することは困難であることから、スクリーニン
グで求められる高いスループット性を有する新たなin

vivoモデルの構築が期待されていた。
ゼブラフィッシュは体長が4 – 5cm程度の小型熱帯魚
である。1970年代頃より基礎研究分野で用いられ始
め、遺伝子介入技術が容易に適用できることなどから
1990年代には発生学分野でモデル動物として汎用され
るようになった。また近年、ゼブラフィッシュの稚魚を
マイクロプレート中で維持し、スクリーニングレベル
でのスループット性を維持した種々の評価手法が開発
されたことにより、創薬研究の現場でも安全性評価を
始め1)、その利用が広がりつつある2), 3)。大日本住友製
薬(株)ではこのゼブラフィッシュを用いた試験法の確立
に取り組み、医薬候補化合物の初期安全性評価に活用
しているため、今回その概要を紹介したい。

ゼブラフィッシュの実験動物としての特性
実験動物として汎用される他の動物種と比較したゼ

ブラフィッシュの特性は、維持管理が容易で安価、胚
や幼魚が透明なためイメージングが容易、稚魚が小型
（2–3mm）でマイクロプレートでの飼育やデータ収集が
可能、また遺伝子介入が容易等々が挙げられる。これら
特性から、ゼブラフィッシュが創薬研究における薬剤ス
クリーニングにより適した動物種であると考えられる。

初期安全性評価系の確立
前記のゼブラフィッシュの有する特性を生かし、当

社では催奇形性、痙攣誘発性及び心毒性評価系を確立
し、医薬品候補化合物の初期安全性評価に用いている。

1. 催奇形性
ゼブラフィッシュ受精卵にその器官形成期（受精後

5時間～144時間）を通じて化合物を曝露させ、その結
果生じる形態的な変化（Table 1）を数値（スコア）化
し、化合物が有する催奇形性ポテンシャルを評価する
ものである。まず初めに代表的な催奇形性物質である
レチノイン酸及びバルプロ酸をゼブラフィッシュに曝
露してその催奇形性誘発能を確認したところ、概ね哺
乳動物と同様の表現型が観察された（Fig. 1）。続いて
催奇形性の有無が既知の薬剤に関して当該評価系を用
い、それら化合物の催奇形性ポテンシャルを評価した
ところ、概ねヒトを含む哺乳動物における催奇形性と

大日本住友製薬株式会社　前臨床研究所
山 下　晃 人　　出 口　二 郎

Fig. 1 Bright field images of control (A, C), reti-
noic acid (B) or valproic acid (D) treated 
zebrafish larva.  Arrow heads indicate 
kinked notochord or tail (B), and rhexis of 
notochord (D).

(A)

(C)

(B)

(D)
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当該評価系において得られたスコアが相関することが
確認された4)（Fig. 2）。

2. 痙攣誘発性
ゼブラフィッシュの稚魚（生後7日齢）を用い、その
行動量を指標として化合物の痙攣誘発能を評価するも
のである5)。まず初めにその痙攣誘発能が知られている
ペンチレンテトラゾール（PTZ）を用いて当該評価系
の妥当性を確認したところ、PTZがゼブラフィッシュ

の高速遊泳量を増加させることが判明した（Fig. 3, 4）。
次に哺乳動物における痙攣誘発能が既知の化合物群
を用いて当該評価系のバリデーションを行ったところ、
その検出感度に改良の余地はあるものの、当該評価系
にて陽性判定された化合物は全て痙攣誘発能を有する
化合物であり、全体の予測率も69%と良好であった6)。

3. 心毒性
ゼブラフィッシュの稚魚（生後3日齢）を用い、化合

物の心房及び心室の拍動数への影響を検討すると共に、
蛍光色素を用いてイメージングされた画像から心室内
腔容積を算出し、化合物の心筋収縮能への影響を評価
するものである（Fig. 5）7), 8)。ヒトを含む哺乳動物に
おける心機能への影響が既に知られている化合物群を
用いて検討を行ったところ、Astemizole等で認められ
る哺乳動物でのQT延長やTdP（Torsades de pointes）
に関連した房室ブロック（Fig. 6）、さらにVerapamil等
で認められる収縮能低下等（Table 2）、哺乳動物で
得られている心機能への影響に関する既知情報と今回

Fig. 3 Typical trace patterns of larval zebrafish treated with pentylenetetrazole.  
Green or red lines exhibit medium (5–20mm/sec.) or high speed (>20mm/sec.) movements, respectively.

Control

Pentylenetetrazole,
2000 μM

Table 1 Scoring points of teratogenic screening 
assay using zebrafish larva

Heartbeat, size or chamber anomalies
Eyes, otic vesicle or lower jaw anomalies
Notochord or tail anomalies

Facial or abdominal edema, and blood 
circular anomalies

Parameters

Heart
Facial Shape
Body Shape

Blood Circulation

Organs

Fig. 4 Effects of pentylenetetrazole on 
movement distance at low (<5mm/sec.), 
medium (5–20mm/sec.) or high speed 
(>20mm/sec.) (Mean+SD)
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新たなモデル動物としてのゼブラフィッシュの
可能性
ゼブラフィッシュへの遺伝子介入技術の適用が容易

であることから、特定の臓器・組織に特異的に蛍光蛋
白質を発現させることにより、標的臓器で生じる毒性
をライブイメージを用いて可視化/定量化することが
可能と考えられる9)。さらに、近年、急速にその利用
が拡がっているCRISPR/Cas9やTALEN等のゲノム編
集技術をゼブラフィッシュに応用した例が報告されて
おり10)、これらゲノム編集技術を用いて特定の遺伝子
を欠失/ノックインすることにより、毒性発現メカニ
ズムの解析や化合物が誘発する毒性をより高感度に検
出できるモデル系の樹立などが今後発展していくもの
と思われる。

ゼブラフィッシュで得られた結果は概ね一致すること
が判明した。

Fig. 5 Typical cardiac imaging of larval zebrafish using fluorescence probes of control zebrafish (A) and zebraf-
ish which has drug induced arrhythmia (B)
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Fig. 6 Effects of Astemizole on cardiac beat rate 
in zebrafish larva (Mean+SD)
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Table 2 Summary of cardiac toxicity observed in zebrafish

QT prolong

QT prolong

QT prolong/TdP
QT prolong/TdP

Adverse QTBeat RateContractility
↓
→

↓ (H:block)
↓
↓
↓

AV block
AV block

→
↑
↓

↓
→
→
↓
↓
↓

↓

↑
↓

→
→
↓
↓
↓
↓
→
→
→
↑
↓

↓
→
→
↓
↓
↓
↑
→
→
↑
↓

Beat RateContractility
Clinical adverse effectsZebrafish

Flecainide
Mexiletine
Amiodarone
Verapamil
Diltiazem
Nifedipine
Terfenadine
Astemizole
Fexofenadine
Isoproterenol
Propranolol

Na channel blocker
Na channel blocker
K channel blocker
Ca channel blocker
Ca channel blocker
Ca channel blocker
H1 receptor antagonist
H1 receptor antagonist
H1 receptor antagonist
Beta stimulant
Beta blocker

Drugs Class

Blank: There is no available information.
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5) M.J. Winter, W.S. Redfern, A.J. Hayfield, S.F. Owen,

J-P. Valentin and T.H. Hutchinson, J.Pharmacol.

Toxicol.Methods, 57, 176 (2008).

6) N. Koseki, J. Deguchi, A. Yamashita, I. Miyawaki

and H. Funabashi, J.Toxicol.Sci., 39, 579 (2014).

7) N. Umemoto, Y. Nishimura, Y. Shimada, Y. Ya-

manaka, S. Kishi, S. Ito, K. Okamori, Y. Nakamura,

J. Kuroyanagi, Z. Zhang, L. Zang, Z. Wang, N.

Nishimura and T. Tanaka, Mol.Biotechnol., 55, 131

(2013).

8) 本田弥生,  出口二郎,  国松武史,  三野照正,  船橋
斉,  第40回日本毒性学会学術年会, P-106 (ポスター)

(2013).

9) C.G. Burns, D.J. Milan, E.J. Grande, W. Rottbauer

and C.A. Macrae, Nat.Chem.Biol., 1, 263 (2005).

10) T.O. Auer and F.D. Bene, Methods, 69, 142 (2014).

おわりに
ゼブラフィッシュが創薬研究に用いられ始めてから、

まだ日は浅い。しかしながらその利便性や拡張性など
から創薬研究への応用は急速に広まっており、in vivo

フェノタイプスクリーニングの選択肢の一つとして今
後もその利用は進むものと思われる。さらに蛍光イメー
ジングやゲノム編集等の技術を活用することにより、従
来の実験動物を超えるモデル動物としての可能性も秘
めており、今後の発展に期待したい。
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非臨床PET分子イメージング試験

はじめに
分子イメージングとは、生物が生きた状態のままダ

メージを与えることなく、外部から生体内の分子の動
きを見ることができるようにする手法である。人間ドッ
クや病院での検査のメニューとして、PET（陽電子放
射診断撮影）、SPECT（単一光子放射断層撮影）、MRI

（核磁気共鳴画像法）など分子イメージングの手法によ
るものが普及している。医薬品の開発においても、分
子イメージングを用いた開発の効率化が試みられてい
る。設計された化合物（医薬品候補化合物）が、当初
の予測通りの薬効を有するか、化合物が標的臓器・組
織・細胞（レセプター等）へどのように移行するかな
どの、薬物動態学的な情報を得ることは、研究開発の
意思決定に重要なツールとなりえる。特に、PETを用
いた分子イメージングは、開発初期の薬効・薬物動態
評価に使用されている。

PET核種として汎用される、11C（半減期20分）及び
18F（半減期110分）は化合物の構造を大きく変えるこ
となく導入することが可能であり、またイメージング
への応用に適度な半減期を有する核種である。これら
の核種を新規に設計された化合物に導入し、イメージ
ングを行うことで、設計された化合物が標的臓器・組
織や標的疾患部位に到達する量を把握することが可能
である。
また、一般的に使用されるPETトレーサを用いて、

疾患モデル動物での治療効果を確認することも可能で
ある。PETトレーサとしては様々な標識化合物が存在
するが、エネルギー（糖）代謝状態を反映し、がんの
診断などに使用される18F標識フルオロデオキシグル
コース（FDG）、骨の代謝回転や石灰化状態を反映す
る18Fフッ化ナトリウム（NaF）、腫瘍などの低酸素状態
を反映する18F標識フルオロミソニダゾール（FMISO）、

DNA合成能を反映する18F標識フルオロチミジン
（FLT）、アミノ酸の輸送・代謝活性を反映する11C標識
メチオニン（MET）などがその代表的な化合物である。
疾患モデル動物に治療薬を投与し、これらの特徴を持
つPETトレーサを用いて代謝機能の変化（治療への応
答）を評価することが可能である。
このように、新たに設計された化合物の薬効・薬物

動態の評価、既知トレーサによる疾患モデルの治療効
果の評価に分子イメージングは有用と考えられる。
しかしその一方で、放射性核種を使用するためRI

（Radioisotope）施設が必要であることから、有用とは
認識されていても、誰もがすぐに設備を構えて実施す
ることはできないのが現状である。また、分子イメー
ジング臨床試験計画の根拠資料として非臨床分子イ
メージング試験を実施する際に、信頼性基準（医薬品、
医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関
する法律施行規則第四十三条（申請資料の信頼性の
基準））に基づいて非臨床試験を実施できる受託施設が
少ないことも課題であった。

非臨床PET分子イメージング試験の概要
日本メジフィジックス株式会社（NMP）と株式会社

住化分析センター（SCAS）は連携し、国立大学法人
大阪大学大学院医学系研究科附属PET分子イメージン
グセンター（PMIC）にて動物におけるPET分子イメー
ジング試験の受託を実施している。NMPは核医学の国
内リーディングカンパニーであり、RI核種を用いた化
合物の製造及び動物イメージングを担当する。SCASは
受託試験の営業窓口ならびに実施した試験の信頼性保
証を行う。

PETイメージング試験の手順として、まずはPET薬
剤の合成が必要である。現在、日本国内で市販されて
いるPET薬剤はFDGのみであり、それ以外は現場での
合成が必要である。PMICではそのための設備が充実し
ており、サイクロトロン（Fig. 1）を用いて18Fや11Cを

日本メジフィジックス株式会社　創薬研究所　　　　　　　　　土 井　祥 寛
株式会社住化分析センター　　　医薬事業本部　信頼性保証部　海 崎　　 薫

事業推進部　　木 須　直 子

※本稿は、「SCAS NEWS 2014 -Ⅱ（通巻40号） p7～10（発行：
（株）住化分析センター）」に掲載されたものに加筆したものです。
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生成し、それを原料として多目的自動合成装置（Fig.

2）にて目的のPET薬剤化合物に合成する。製造され
たPET薬剤は、直ちに品質評価を行い、使用される。

PET薬剤は、試験の目的に応じた方法で動物に投与
され、撮像を行う。PMICでは、主に小動物用PET/CT

を用いる。空間分解能に優れており、また、一連の操
作でCT（Computed Tomography）の撮像も可能であ
る。撮像で得られたデータは、試験の目的に適した方法
で解析が行われる。

PMICは、大学の施設でありながら、施設は信頼性基
準に基づく管理がなされており、SCASはそれを支援し
ている。

試験事例
1. 抗がん剤の治療効果
活動性のがん細胞では、エネルギー代謝が亢進し、酵

素（ヘキソキナーゼ）やトランスポーター（グルコー
ストランスポーター）の活性亢進が、糖代謝アナログ
である18F FDGの集積を向上させる。がん治療薬によ
り、がん細胞の活動性が低下すると、酵素（ヘキソキ
ナーゼ）やトランスポーター（グルコーストランスポー
ター）の活性が低下し、その18F FDG集積が変化し、
画像の変化として認めることが可能である。
この事例では、担がんモデルマウスに治療薬（抗が
ん剤）を投与し、18F FDGの集積の変化をイメージン
グで評価した。Fig. 3に18F FDGのPET画像を示す。図
の (a) が治療薬投与前、(b) が治療薬投与後の画像で
あり、治療薬の投与により腫瘍における18F FDGの集

Fig. 1 Cyclotron
CYPRIS HM-12S 
(Sumitomo Heavy Industries, Ltd.)
Reprint from the website of PMIC, Graduate School 
of medicine, Osaka University

Fig. 2 Multipurpose radiopharmaceutical 
synthesis device
UG-M1 (Universal Giken Co., Ltd.)
Reprint from the website of PMIC, Graduate School 
of medicine, Osaka University

Fig. 3 PET imaging of tumor-bearing mouse with 18F FDG

(a)

18F FDG is glucose tracer which accumulates in tissue of enhanced glucose metabolite. 

The tumor-bearing sites are indicated by the arrows. This figure shows the differential 
18F FDG accumulation into the identical tumor before (a) and after (b) administration of 

therapeutic agents.

(b)
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積が低下していること、すなわち糖代謝が低下してい
ることから、治療薬の治療効果を評価できる。

2. 関節炎の状態の可視化
骨の代謝は、正常な状態では恒常性を維持する造骨

性の代謝、破骨性の代謝がバランスを保っているが、
骨の破壊や再生を繰り返す疾患（関節炎やがん骨転移
など）ではそのバランスに異常が発生し、不均一な骨
の代謝回転の亢進を示す場合があり、18F NaFはその造
骨性反応の高い箇所に集積する性質をもつ。
この事例では、不均一な骨の代謝回転の亢進を来た

す関節炎モデルを用い、18F NaFの集積を評価した。
Fig. 4に18F NaFのPET画像を示す。正常なラットで認
められる骨の集積像 (a) に加え、関節炎では、病態の
重症度に応じて、骨の破壊・再生といった骨の代謝回
転が亢進するため、18F NaFの集積が増加することが確
認できる (b～d)。

3. 腫瘍内の酸素状態の可視化
がんの組織内は、無秩序に増殖するがん細胞により、

栄養血管の供給が間に合わず、しばしば、その様な環
境下で低酸素状態を引き起こす。低酸素領域に生存す
るがん細胞は、治療への抵抗性を示すことが知られて
いる。ニトロイミダゾール系化合物である18F FMISO

は細胞内に移行後、低酸素領域で電子還元を受け、細
胞内に貯留するといわれている。

Fig. 4 PET imaging of rats with 18F NaF (MIP imaging)

(b) Control(a) (c) Moderate arthritis (d) Severe arthritis model

18F NaF is bone tracer which accumulates in region of enhanced bone turnover.
The 18F NaF PET imaging (a) of a normal rat reveals the accumulation into bone. The Excretion of 18F NaF 
into the bladder is indicated by the arrow. The imagings (b, c and d) show its accumulation into lower 
extremity of arthritic model rats. The amount of 18F NaF reflects severity of arthritis.

* MIP means maximum intensity projection

Fig. 5 PET imaging of tumor-bearing mouse 
with 18F FMISO

18F FMISO is tracer which accumulates in hypoxic region.
(a): Maximum intensity projection of 18F FMISO PET image. 

The accumulation into tumor-bearing sites is indicated by 
the arrow.

(b): Orthogonal view of 18F FMISO PET image. Center of tumor is 
indicated by the cross-hair. 18F FMISO accumulates inhomo-
geneously into the tumor.

(a)

(b)



60 住友化学 2015

非臨床PET分子イメージング試験

PET画像を示す。ドパミンD2受容体は線条体に密集し
て発現しており、ハロペリドールの投与量が増加する
に従い、線条体部分への11C Racloprideの集積が低下
している (a)。線条体部分および小脳を関心領域とし
て求めた放射能集積量から受容体結合率を測定し、ハ
ロペリドールの各投与量における受容体占有率が算出
できる (b)。

試験の信頼性保証
医薬品の製造販売承認申請に用いられるデータには、

トレース可能な記録であり、かつその記録から試験が
再構築できることが要求される。そのため、少なくと
も信頼性基準下でこの要求を満たすデータ作成が不可
欠となる。SCASは、第一段階としてPMIC内に、第二
段階として非臨床PET分子イメージング受託事業に対
し、信頼性基準体制を構築した（Fig. 7）。

SCASは様々な規制対応に応じた体制を構築してきた
歴史がある。医農薬関連事業を例に挙げると、GMP組
織におけるFDA査察適合評価取得、農薬GLP適合確認
取得（2000年以降）、医薬品GLP（TK測定）適合性調
査A評価取得（1999年以降）などの実績がある。PMIC

この事例では、担がんモデルマウスの腫瘍内18F

FMISOの分布を評価した。Fig. 5に18F FMISOのPET

画像を示す。担がんモデルマウスのがんへの18F FMISO

の集積（矢印で示す部位）は、腫瘍内の酸素状態を反
映し、低酸素領域で集積が増加するため、担がんモデ
ルマウスの低酸素領域を評価することが可能である。

4. 薬物の受容体占有率の測定
精神疾患などの中枢神経系に作用する治療薬の多く

は、標的となる受容体に結合することで治療効果を示
すと考えられている。そのため、受容体に対する薬物
の結合量は、治療効果を示すために必要な薬物量を客
観的に評価できる指標として期待されている。PETイ
メージングでは、薬物の標的となる受容体に拮抗する
PETトレーサを使用した受容体への結合量を算出する
ことで、標的受容体に対する薬物の影響を定量的に評
価することができる。これにより至適な薬効量や副作
用を生ずる用量を予測することが可能である。
この事例では、ドパミンD2受容体のトレーサである

11C Racloprideの結合量より、ハロペリドールの各用量
の受容体占有率を評価した。Fig. 6に11C Racloprideの

Fig. 6 PET imaging of rats with 11C Raclopride

(b)

(a) Haloperidol Dose
0 mg/kg 5×10–3 mg/kg 1×10–2 mg/kg 5×10–2 mg/kg 1×10–1 mg/kg

11C Raclopride has antagonistic actions on D2 dopamine receptors.
(a): The specific 11C Raclopride accumulation into the striatum (white arrow) in contrast with lower accumulation into the 

cerebellum (red allow). Accumulation of 11C Raclopride in striatum decreases with increasing doses of haloperidol.
(b): Receptor occupancy of Haloperidol derived from the calculation of binding potential with PET images.

0
0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12

Haloperidol Dose (mg/kg)

O
cc

u
p

an
cy

 (
%

)

20

40

60

80

100



61住友化学 2015

非臨床PET分子イメージング試験

おわりに
NMPとSCASは協働し、またPMICを試験施設とし

て利用することで、信頼性基準下での非臨床PET分子
イメージング試験が実施可能な受託体制を整備した。
NMPが核医学のリーディングカンパニーとして長年か
けて培った高い合成技術や撮像技術に加えて、SCASが
それを信頼性保証することにより、製薬企業のお客様
に利用され、医薬品の製造販売承認申請にも安心して
使用できるデータの提供が可能と考える。

においては、大学の施設でありながらもすでに実行さ
れていたPET装置を中心とした各種測定装置の定期的
な校正・標準化、タイムサーバーによる厳密な時刻管
理、動物飼育室の入室管理・温度モニタリング等があ
るが、それらにSCASの実績・経験を踏まえたエッセン
スを加え、手順書の整備、責任体制の明確化ならびに
教育・訓練を励行するシステムなど、信頼性基準とし
て不可欠な体制を構築した。また、NMPと協働での受
託試験においては、SCASが試験の信頼性保証を行うこ
とに加え、受託分析専門会社として蓄積してきたノウ
ハウを最大限に活かし、お客様のニーズに応じたデー
タの提供が可能である。

Fig. 7 System of quality assurance for non-clinical PET molecular imaging test

RI facilityRI facility
EquipmentEquipment

CyclotronCyclotron
Synthesis deviceSynthesis device

AnimalAnimal
RoomRoom

System of Contracted
Business by NMP-SCAS
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Imagimaging
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住友化学（株）は、マラリア、デング熱など昆虫媒介性の感染症予防を目的に、オリセット®ネット
に代表される長期残効性防虫蚊帳を販売していますが、それ以外にも下記の3製品をはじめとし
た、さまざまな新規の感染症媒介昆虫防除ツールを開発・事業展開しています。

今後も、当社の有する殺虫剤テクノロジーに加えてポリマーテク
ノロジーを組み合わせたユニークな製品を提供し、感染症予防に貢
献してまいります。
（上記3製品の技術詳細は、本誌p.4～をご参照ください。）

住友化学（株）は、殺菌剤エタボキサムを有効成分として含有する、大豆向けの新規種子処理用農薬「INTEGOTM

SUITE System」を、100％子会社であるベーラントU.S.A.社を通じて、米国で販売開始しました。
農作業の省力化に寄与する種子処理用農薬は、農業の大規模化などの流れのなか、世界最大の市場である米国を中心

に、近年、需要が大幅に拡大しています。INTEGOTM SUITE Systemに含まれるエタボキサムは、各種野菜類のべと
病、ジャガイモの疫病などに卓効を示すとともに、茎葉処理や土壌処理などさまざまな分野で適用可能な殺菌剤で、特
に種子処理用途では、有効な薬剤が少ない苗立ち枯れ病に対して優れた防除効果を発揮します。またINTEGOTM SUITE
Systemは当社殺虫剤クロチアニジンも含有しており、殺菌効果に加えて優れた殺虫効果をも発揮することで、作物の
収量向上に貢献します。
当社は、健康・農業関連事業の事業領域拡大

の取り組みのひとつとして、種子処理用農薬事
業に注力しており、米国以外でも、ブラジルな
どの南米地域やインドネシアなどのアジア地域
等で、新規種子処理用農薬の開発・登録を引き
続き進めてまいります。
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新規種子処理用農薬 INTEGOTM SUITE System

昆虫媒介性感染症対策剤
SumiPro®EW,SumiShield®50WG,SumiLarv®2MR

コンタクト先：住友化学株式会社　生活環境事業部
〒104-8260  東京都中央区新川2丁目27番1号
TEL：03-5543-5798　　FAX：03-5543-5947
ウエブサイト：http://www.sumivector.com

コンタクト先：住友化学株式会社　国際アグロ事業部
〒104-8260  東京都中央区新川2丁目27番1号
TEL：03-5543-5731　　FAX：03-5543-5932

INTEGOTM SUITE
System

既存剤① 既存剤②

SumiPro®EWの
製品外観

SumiShield®50WGの散布状況

INTEGOTM SUITE Systemの病害虫防除効果試験（2014年米国オハイオ州）

■SumiPro®EW
・マラリア＆デング熱対策用の空間散布剤
・有効成分として、ピレスロイド系殺虫剤であるGOKILAHT®SとSumiOne®（公衆
衛生向けで初）、さらに共力剤を配合

・GOKILAHT®Sの殺虫効果、及びSumiOne®のノックダウン効果の複合効果に加
え、共力剤による殺虫剤抵抗性を有する害虫に対しても即効的に高い効果を発揮

・2014年にシンガポールにて販売開始。今後、主としてデング熱対策用として東南
アジアを中心に展開予定

■SumiShield®50WG（WHO申請中）
・マラリア対策用の室内残効性スプレー剤
・既存の殺虫剤に抵抗性を有する蚊にも効果を発揮する新たな有効成分を配合
・1度の処理で数ケ月効果を発揮
■SumiLarv®2MR（WHO申請中）
・デング熱対策用の長期残効型蚊発生源処理剤
・蚊の幼虫駆除剤であるSumiLarv®を有効成分として含有
・コントロールリリース技術を応用することで6ヵ月以上の長期間にわたって蚊
幼虫駆除が可能
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地球温暖化が進むなか、施設園芸栽培においても夏の高温対策は大きな課題となっており、フィルムの上面への遮光
ネットの展張や遮光剤の吹付け等の対策が行われていますが、展張等に要する作業が生産者の大きな負担となっています。
サンテーラ（株）では、高温対策に特化した施設園芸用フィルムとして「シルキィ®」を数年前から上市し、好評を得て

いますのでご紹介いたします。シルキィ®は梨地調のフィルムですが、図に示すとおり、一般の梨地フィルムと比べ以
下の大きな特徴があります。
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農業（施設園芸）用フィルム シルキィ®

コンタクト先：サンテーラ株式会社　営業部
〒103-0016  東京都中央区日本橋小網町1番8号　　
TEL：03-6837-9030　　FAX：03-6837-9031

住化スタイロンポリカーボネート（株）では、ポリカーボネート樹脂をベースにガラス繊維を充填し、射出成形用プラ
スチックの中では最も大きい曲げ弾性率20GPaを有したＳＤポリカ ＳＦＳシリーズを開発しました。
ＳＦＳシリーズは剛性・強度や寸法安定性に優れることから、スマートフォン等携帯用端末機器のシャーシや金属代

替材料として大きい応力が掛かる構造部品などに適した材料です。

超高剛性ガラス繊維強化ポリカーボネート樹脂
ＳＤポリカＴＭＳＦＳシリーズ

コンタクト先：住化スタイロンポリカーボネート株式会社
〒103-0016  東京都中央区日本橋小網町1番8号
TEL：03-6837-9220　　FAX：03-6837-9223　　URL：http://www.sspc.com

シルキィ®の使用例－夏秋トマト栽培

シルキィ®の特徴

実際にシルキィ®を展張した際には、透明フィルムに比べハウス内
温度が3℃程度低下し、ネット等を使用しなくても高温障害の抑制や
作物の秀品率アップ・収量増につながった事例があります。
ただし、シルキィ®は温度上昇が緩やかであるため、低温時の使用
には注意が必要です。
シルキィ®はその特性から、中山間地の夏秋トマト栽培に多く使用

されていますが、今後は平坦地での軟弱野菜栽培やイチゴの育苗等新
たな用途での普及拡大が期待されています。

①遮熱物質によりハウス内温度を上げる
近赤外線をカットし、ハウス内温度を
低く保つ。

②散乱光の割合を増やすことで急激な温
度上昇と葉ヤケなどの生育障害を防ぐ。

二つの効果でハウス内の室温上昇を防ぎ、栽培物を葉ヤケや高温障害から守ります。

フィルム内に遮熱物質を練り込む
ことにより温度上昇につながる
近赤外線をカットします。

梨地効果により、散乱光率を高め
光を柔らかくします。



■スラリー安定性試験（遠心沈降テスト）結果

分離する

従来バインダー

分離しない

アクアチャージ®

安定性

遠心分離※

※遠心分離条件 2000rpm×30分

■180°剥離試験

テープ

電　極

剥離方向
電極

テープ
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アクアチャージ®は、住友精化（株）が得意とするアク
リル系水性樹脂の技術を用い開発した、リチウムイオ
ン二次電池電極用水系バインダーです。従来のバイン
ダーとの違いは、増粘剤と結着剤の機能を合わせ持つ
1液タイプの水系バインダーであることです。また、特
長として電気的に安定で高い酸化／還元耐性を有して
おり、強い結着強度、高い耐溶媒性、高い耐熱性とあ
わせ、サイクル時の容量維持率の向上が期待できます。
電極製造において、この樹脂と各部材とを合わせて
水分散スラリーとして使用しますが、沈降安定性に優
れ良好な塗工性を有します。また、有機溶剤を使用し
ないため、環境負荷低減にも効果があります。

LIB電極用高性能水系バインダー アクアチャージ®

コンタクト先：住友精化株式会社　機能化学品事業部
〒541-0041  大阪市中央区北浜4丁目5番33号　　
TEL：06-6220-8551　　FAX：06-6220-8578
URL：http://www.sumitomoseika.co.jp

■アクアチャージ®の特長
・1液タイプの水系バインダー
・電気的に安定で正極／負極に使用可能
・高結着性
・良好なスラリー塗工性
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米倉相談役、
春の叙勲「旭日大綬章」を受章
当社の米倉相談役は、平成27年春の叙勲「旭日大綬章」を受章

いたしました。この勲章は、日本の勲章「旭日章」の最高位で、
多年にわたり化学工業に携わり、業界の発展に尽力するととも
に、一般社団法人 日本経済団体連合会会長等としてわが国経済
の発展に貢献、また、経済産業省産業構造審議会会長等として行
政運営の円滑化に寄与した功績が評価されたものです。

「エネルギー・機能材料部門」の新設および
石油化学事業の競争力強化
当社は、本年4月1日に、従来の基礎化学部門および石油化学部
門を、「エネルギー・機能材料部門」および「石油化学部門」に
再編いたしました。
当社は、「環境・エネルギー」「ICT」「ライフサイエンス」の3分野
を今後高い成長を期待できる事業領域と定め、これらスペシャリ
ティケミカル領域の事業拡大を図る一方、バルクケミカル領域に
おいては、構造改善による事業基盤の強化に取り組んでいます。
今回の再編によって従来の基礎化学、石油化学の両部門の一体

運営をさらに推進すべく組織を再編し、強固な収益基盤を確立し
てまいります。また、従来の基礎化学、石油化学の事業領域にあ
る「環境・エネルギー等に寄与する材料を技術開発力で展開する
機能製品」については、「必要とされる材料を提供する」という
顧客密着型のマインドセットをこれまで以上に明確にし、「エネ
ルギー・機能材料事業」と位置付けて、収益最大化を図ってまい
ります。
なお、今後も、「エネルギー・機能材料部門」の一層の事業基

盤強化と効率的、効果的な組織運営を目指し、その他の関連事業
の当部門への統合などの検討を行っていく考えです。
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ヒトES細胞から毛様体縁を含む立体網膜を形成
－立体網膜の安定生産に向け、分化誘導技術を確立－

ES細胞やiPS細胞などの多能性幹細胞は、すべての種類の体細胞に分化する能力（多能性）をもち、医学的・産業的
に有用な細胞や臓器を製造するための出発原料として注目を集めています。2012年6月、当社は独立行政法人理化学
研究所※1（以下、理研）との共同研究により、ヒトES細胞を用いて「眼杯」と呼ばれる眼の基となる組織を試験管内で
産生し、さらにさまざまな種類の細胞が層状に配列した網膜組織を立体的に作製することに成功いたしました。今回、
理研と当社は従来法を改良し、①再生医療で問題となる異種由来成分を用いず、より高効率に網膜組織を製造する方法、
②再生医療や化合物安全性研究に使用できる段階まで網膜組織を安定して成熟させる方法の確立を目指しました。その
結果、従来法で用いていた異種由来成分に代わり、BMP（骨形成因子）を用いることで安定かつ高効率にヒト多能性幹
細胞から網膜組織を誘導できることを見出しました。さらに神経網膜と色素上皮を同一組織内に誘導することにより、
それらの境界部に「毛様体縁（もうようたいえん）」と呼ばれる網膜組織の成長に重要な構造体が形成され、組織の形態
を保ったまま長期培養による組織の成熟が可能になりました※2。これらの成果は、眼組織の障害で生じる疾患に対する
再生医療の可能性や化学物質のヒ
トに対する精緻な安全性評価、新
しい薬の発見などにつながると期
待されています。

※1：現在は国立研究開発法人理化学
研究所。

※2：英国の科学雑誌「Nature Com-
munications」（2015年2月19日）
に掲載。 今回の分化誘導法で作製した複合網膜組織と毛様体縁

日立金属株式会社の化合物半導体材料事業を買収
当社は、本年4月1日に、日立金属株式会社（以下、日立金属）の化合物半導体材料事業を買収し、新会社「株式会

社サイオクス」を発足いたしました。
当社は、今回の買収により、日立金属の窒化ガリウム（GaN）基板・エピウエハ、ガリウムヒ素（GaAs）エピウエハ

などに係る事業を取得いたしました。GaN基板・エピウエハにおいて、日立金属は先駆者の一社で、最先端の技術レベ
ルに位置していました。当社としては、市場が本格的に立ち上がり始めた電子・光学部品用途では事業拡大を図り、パ
ワーデバイス用途の早期事業化にも注力してまいります。さらに、日立金属が有していたリソースや優れた量産技術を
当社の技術と融合することで、現在当社が開発に取り組んでいる次世代GaNエピウエハの事業化も加速します。一方で、
すでに事業化していたGaAsエピウエハについては、それぞれのリソースを活用し事業基盤を強化いたします。
複数の元素を材料とする化合物半導体は、シリコンなどの単元素の半導体に比べて電子移動速度が速く、高速・高周
波動作、受発光等の優れた特性があり、スマートフォン向
け材料等の電子部品用途やLED等の光学部品用途をはじ
め、産業の各分野に広く使われています。電力効率の向上
により省エネルギー社会を実現する次世代パワーデバイス
用途は、将来的に需要が大幅に拡大することが期待されて
います。
当社は、情報電子化学部門の長期事業ポートフォリオで、

次世代パワーデバイス向け化合物半導体材料を有望分野と
位置付けており、今回の買収を通じて事業を一層強化し、
同分野におけるリーディング・カンパニーを目指してまい
ります。

緑：視細胞緑：視細胞
赤：毛様体縁赤：毛様体縁
青：対比染色青：対比染色 緑：網膜　緑：網膜　紫：視細胞紫：視細胞

緑：神経網膜
黒：網膜色素上皮

緑：視細胞
赤：毛様体縁
青：対比染色 緑：神経網膜　紫：視細胞

化合物半導体ウエハ
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コメの生産・販売事業を開始
当社は、2014年秋からコメ生産者への種籾や農薬・肥料の提供、栽培管理

の支援、収穫したコメの買取・販売等を一貫して行う事業（MiRISEプロジェ
クト）を開始いたしました。MiRISEプロジェクトでは、日本のコメの生産・
販売事業が後継者不足や消費の減少といったさまざまな課題を抱えるなかで、
良食味・多収性の品種特性を活かした新しいコメ作りを生産者や農業資材・
流通関係者と連携して取り組むことで、日本のコメ作りを支援してまいりま
す。将来的には1万haの作付け、年間100億円の売上を目標としています。
良食味で多収性のコメ作りを実践するべく、当社は株式会社植物ゲノムセ

ンターから、コメの品種（既登録品種、育成中の品種）と育種技術情報を取
得し、研究開発体制を構築いたしました。従来、新品種の開発には、10年以
上の長い期間を要していましたが、イネのDNAをマーカーとして選抜を行う
新しい育種技術を用いることで、苗の段階で目的の個体を早期に選抜するこ
とが可能となり、開発期間を大幅に短縮することができます。今後、この技
術を活用し、多様化するニーズに素早く的確に対応していきたいと考えてい
ます。
さらに、地域や品種特性に適した施肥・防除の情報や農業資材を提供し、

競争力向上に取り組んでいくことで、国内農業の活性化に貢献し、日本の高
品質な農業生産技術を世界に発信してまいります。

微生物農業資材事業会社を買収
当社の米国100％子会社であるベーラントU.S.A.社が100％出資するベーラント・バイオサイエンス社（米国イリノイ

州）は、本年3月、菌根菌を扱う米国の微生物農業資材事業会社であるMycorrhizal Applications社（以下、MA社、米
国オレゴン州）を買収いたしました。
菌根菌は、土壌中に生息する有用微生物の一種で、植物による土中水分・養分の効率的な吸収を促し、灌水量の低

減、施肥量の低減、およびそれらによるコスト低減、環境（特に水系）へのリン流出低減などを可能にします。1996年
に設立されたMA社は、主に農業関係者や農業園芸資材販売会社に、菌根菌を含む土壌改良・植物生育促進剤を販売し
ています。菌根菌を含む製品は、特に環境ストレスの条件下において効力を発揮して収穫物の安定的な供給に寄与する
ことから、今後も市場の伸びが見込まれています。
当社は、これまで種子、化学・生物農薬、肥料、各種農業資材など、播種から栽培、収穫に至る農業の各段階、さら
にはポストハーベスト分野に必要な、多
様な製品や技術、サービスを開発し、
提供してまいりました。今回、菌根菌
事業に参入することで、グループの製品
ポートフォリオを一層充実させ、事業の
付加価値をさらに高めていく考えです。
当社は、菌根菌事業について、グルー

プ会社がこれまで築いてきた販売網を活
用することで拡販を図るとともに、共同
で製品の改良や開発に取り組むなど、買
収によるシナジー効果を早期に実現する
ことで、世界的に需要の高まる安全・
安心な食糧の安定供給に貢献してまい
ります。 MA社前にて （写真提供：MA社）
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「LCA日本フォーラム会長賞」を受賞
当社は「第11回LCA日本フォーラム表彰」（LCA日本フォーラム※1

主催、経済産業省後援）において、「LCA日本フォーラム会長賞」
を受賞いたしました。この表彰制度は、製品のライフサイクルに
着目した、優れた環境負荷低減活動を行っている企業、組織、研
究者を表彰するものです。
表彰式は本年1月29日に開催され、当社の丸山執行役員が出席
いたしました。続く受賞講演では、気候変動対応推進室が受賞対
象となった「住友化学のカーボンマネジメント」に対して発表を
行いました。今回の受賞では、生産活動におけるCO2排出管理と
CO2排出削減につながる製品の開発に向けた種々の取り組み、
SCOPE3※2への対応、研究員への啓発活動など、バランスのとれ
た幅広い環境負荷低減活動が高く評価されました。
当社は、今後も、CO2をはじめとする温室効果ガスの排出量の

管理と削減に取り組むとともに、低炭素社会の構築に資する製品
の開発と普及を進め、事業を通じて社会の持続可能な発展に貢献
してまいります。

※1：国内のLCAに関わる産業界、学界、国公立研究機関の関係者が集う組
織。（LCA：ライフサイクルアセスメントの略。製品に関して、資源の
採取から製造、輸送、使用、廃棄・リサイクル処理など全ての段階を
通して環境影響を定量的、客観的に評価する手法。）

※2：サプライチェーンで企業が間接的に排出する温室効果ガス排出量を算
出、管理する取り組み。

受賞スピーチを行う当社丸山執行役員

表彰式にて

「関西高機能フィルム展」は高機能フィルムの成形・加工技術
からフィルムそのものに至るまで、あらゆるフィルム技術に関
する西日本最大級の専門展です。
当社からは、「人とくるまのテクノロジー展 2014」に引き続き、

「あしたの地球に会いに行こう」をメインメッセージとして出展
いたしました。また、当社小川常務執行役員による「住友化学の
高機能フィルムへの取組み～コア技術から応用分野への展開～」
という演題の基調講演は、約1,000人の来場者が聴講されました。
当社ブースではリチウムイオン二次電池用セパレータ ペルヴィ
オ®、可溶性 LCPフィルム スミカスーパー®VRシリーズ、高分
子有機EL照明、有機薄膜太陽電池、バリアフィルムなど5つの
最新技術を紹介し、訪れた多くの方々から大きな反響をいただき
ました。

◆第2回 関西 高機能フィルム展
会期：2014年9月24日－26日
会場：インテックス大阪
主催：リード エグジビション ジャパン株式会社

基調講演会場にて

展示会などへの出展
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◆メッセナゴヤ 2014
会期：2014年11月5日－8日
会場：ポートメッセなごや
主催：メッセナゴヤ実行委員会

（構成団体：愛知県、名古屋市、名古屋商工会議所）

「メッセナゴヤ」は2005年に開催された「愛知万博」の理念（環
境、科学技術、国際交流）を継承する事業として2006年から毎年
行われている日本最大級の異業種交流展示会で、今回が9回目の
開催となりました。業種・業態の枠を超え各出展者の持ち寄る
製品や技術、サービスを名古屋から国内外に広く情報発信する
とともに、活発なビジネス交流を展開していくという趣旨のも
とに開催されており、当社は第1回から出展しています。

2014年のテーマは「交流が生み出す新たな飛躍～環境・安全・
モノづくり」であり、当社は高分子有機EL照明「POLYMER

OLED」、自動調光省エネフィルムを出品いたしました。また、オ
リセット®ネットによるアフリカ支援などのCSR関連活動および
住友化学(株)の事業、歴史、企業理念、環境エネルギー、未来の農
業などを紹介しました。
今回の展示会には前回を上回る過去最高の6万6千人の来場者
があり、多くの方々に当社ブースを見学いただきました。

「人とくるまのテクノロジー展」は、自動車に関する最新技
術・製品が集う日本最大の技術展として、これまで横浜で開催
されてきましたが、2014年度は初めて中部地区でも開催され、当
社グループも出展いたしました。
横浜開催から引き続き、「あしたの地球に会いに行こう」をメ

インメッセージとして、くるまの技術革新に役立つ技術や材料
を紹介しました。また、LEDアクリル照明を使用したブースマッ
プ（ナレーション付き）を設置し、来場者に使用用途が一目でわ
かるような展示を行いました。
当日は197社が出展し、来場者も予想を大幅に上回る3万人に

迫る盛況となり、当社ブースへもたくさんの方に足をお運びい
ただくことができました。展示会後も多くのお問い合わせを頂
戴しております。

◆自動車技術展：人とくるまのテクノロジー展 2014 名古屋
会期：2014年12月11日－12日
会場：ポートメッセなごや
主催：公益社団法人 自動車技術会
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「ライティング・フェア」は、一般照明器具からLED、有機EL

など最新技術に至る照明に関する日本最大級の総合展示会であ
り、今回の来場者は過去最高の7万5千人を超えました。同時に建
築建材展やショップ展等も併催され、照明関係者に限らず、建築
設計や商業施設に関わる方々も多く来場されました。
当社は、高分子有機ELデザイン照明にスポットを当て、建材一体化照明や施

設照明、案内表示板などの実際の使用イメージを提案し、来場された方が具体的
に使用環境を発想できるような展示を行いました。展示した照明パネルは、従来
型照明では達成が難しい鮮やかな色彩と驚異の薄さを特徴としており、なかで
も、当社が誇る2色塗分け技術を活かした、同一パネル内に2色の発光エリアを
持つ「デュアルカラーOLED照明パネル」で試作したピクトグラム表示板に注目
が集まりました。
当社ブースには3,000人を超える方々にご来訪いただき、展示会後も多くの

お問い合わせを頂戴しております。

◆ライティング・フェア 2015
会期：2015年3月3日－6日
会場：東京ビッグサイト
主催：一般社団法人 日本照明工業会、日本経済新聞社

当社は、本年1月に愛知県豊田市で開催された「とよた世界環
境ウィーク2015」に協賛し、各種催しに参加いたしました。国連
経済社会局と豊田市との共催で開催され、国内外から約200人が
参加した国際会議「持続可能な都市に関するハイレベルシンポ
ジウム」には、テーマ別討論にパネリストを派遣するとともに、
オリセット®ネットの展示を行いました。
展示会「とよたビジネスフェア」では、高分子有機EL照明や高

濃度ガラス繊維強化ポリプロピレン、高透過ポリカーボネート
樹脂、開発品の空気電池用正極触媒を展示し、また、市内にある
サンライズファーム豊田が出展いたしました。2日間の開催期間
で約4,600人が展示会場を訪れ、豊田市の太田稔彦市長や地元大
手自動車関連企業の役員の方々を始めとする多くの来訪者が当
社ブースを見学されました。

◆とよた世界環境ウィーク 2015
会期：2015年1月10日－18日
会場：豊田市内各所
主催：豊田市

写真上・下：
展示会「とよたビジネスフェア」の当社ブース



●トピックス ●

71住友化学 2015

■展示内容
振動減衰材料 石油化学部門
防カビエラストマー材料 石油化学部門
超高純度アルミニウム SUPRAL® エネルギー・機能材料部門
新規撥水撥油コーティング 情報電子化学部門
自動調光省エネフィルム コーポレート研究所（先端材料探索研究所）
高性能イージーピールフィルム アシスト® 住化プラステック（株）

当社は、総合化学メーカーとしての技術開発力を生かし、人々
の暮らしや産業を支えるさまざまな高機能製品を開発・製造・
販売しています。この展示会へは、部門横断的に、グループ会社
も含めて一丸となって出展し、新製品、開発品を中心に以下の展
示を行いました。
当社ブースには、3日間で約1,100人の新しい機能を求める来場

者が訪れ、にぎわいました。展示会後は、興味をお持ちいただい
た多くのお客様と展示した開発品・製品の用途開発を進めてい
ます。

◆第4回 高機能プラスチック展・第2回 高機能金属展
会期：2015年4月8日－10日
会場：東京ビックサイト
主催：リード エグジビション ジャパン株式会社

「人とくるまのテクノロジー展」は、自動車に関する最新技
術・製品が集う日本最大の技術展で、今年で24回目の開催とな
ります。当社グループは2010年から出展しており、今回で6回目
となりました。
今回も「あしたの地球に会いに行こう」をメインメッセージと

して、“かろやか”、“やさしい”、“うきうき” の3つのカテゴリーで
各部門、グループ会社から、くるまの進化に貢献できる技術・製
品をパネル展示するとともに、映像により各技術を紹介いたし
ました。また、100周年コーナーでは、これまでの当社の歩みも
紹介いたしました。
今回も昨年に引き続き9万人近くの来場者があり、当社ブース

にもたくさんの方にお越しいただきました。展示会後も多くの
お問い合わせを頂戴しております。

◆自動車技術展：人とくるまのテクノロジー展 2015
会期：2015年5月20日－22日
会場：パシフィコ横浜
主催：公益社団法人 自動車技術会



72 住友化学 2015

外部表彰受賞紹介

論　文
「A Spontaneous Oligodendroglioma in the Lumbar
Portion of the Spinal Cord in a Young BrlHan:
WIST@Jcl (GALAS) Rat」

無処置群の9週齢BrlHan:WIST@Jcl（GALAS）ラットの脊髄腰
部において、充実性に増殖する腫瘍がみとめられた。腫瘍は小
型で円形の核を有し、胞体が明るく抜けた腫瘍性細胞で構成さ
れ、典型的なhoney comb様構造を呈しており、免疫組織化学で
は、Olig2およびPCNAに陽性であった。本腫瘤は形態学的特徴
および免疫組織化学の結果から、乏突起膠細胞腫（Low grade）
と診断された。一般的にラット脊髄における腫瘍の発生は稀で
あり、かつ若齢での乏突起膠細胞腫の発生はこれまでに報告が
なく、本症例は極めて稀な症例であることが考えられた。

◆2014年 日本毒性病理学会 JTP奨励賞

生物環境科学研究所 武田　　周二

Shuji TAKEDA

論　文
「Thyroid Hormone-disrupting Effects and the
Amphibian Metamorphosis Assay」

カエルを用いた変態試験は化合物曝露による甲状腺ホルモン
への影響および視床下部－下垂体－甲状腺軸への影響をスクリ
ーニングする試験としてガイドライン化された。甲状腺ホルモ
ンやその影響因子、甲状腺毒性化合物などの情報や、両生類変
態試験ガイドラインの内容に加えて評価上重要な病理診断の特
徴などの情報をレビューした。過去5年間に掲載された論文の
中から被引用回数の最も多かった点が評価され、受賞論文に選
出された。

◆2014年 日本毒性病理学会 JTP業績賞
生物環境科学研究所
（現所属：国際アグロ事業部） 宮田　かおり
生物環境科学研究所 於勢　　佳子

Kaori MIYATA Keiko OSE
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論　文
「API579-1/ASME FFS-1 供用適性評価による
模擬腐食配管の残存強度評価」

本論文では、米国石油協会（API）と米国機械学会（ASME）が
共同で開発した供用適性評価手法の適用性を評価したものであ
る。供用適性評価とは減肉や亀裂を生じた設備における健全性
を評価する手法である。本手法を硝酸で腐食させた模擬減肉配
管に適用した結果、実際の破裂圧力を計算によって誤差10%以
下で保守的な推定ができることを示した。

◆平成27年度 日本高圧力技術協会 科学技術振興賞
独立行政法人
労働安全衛生総合研究所 山口　　篤志
生産安全基盤センター 吉田　　展之

Nobuyuki YOSHIDA

業　績
「磁化渦流探傷試験技術の開発」

本賞は、将来を期待される40歳未満の技術者・研究者及びそ
れに相当する者を対象として、将来発展することが期待される
新たな技術を開発しつつあるものに与えられる賞である。受賞
者が開発した磁化渦流探傷試験技術は、これまで適用が困難で
あった炭素鋼等の強磁性管にも適用できる高速検査技術であ
り、今後の強磁性管の標準的な高速検査技術として確立される
ことが期待される。

◆平成26年度 日本非破壊検査協会 睦賞

生産安全基盤センター 多田　　豊和

Toyokazu TADA
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主な投稿論文・口頭発表
（2014年4月1日～2015年3月31日）

化学が考えるモジュールと、自動車におけるその利用
価値について
新健二（石油化学品研究所）
自動車技術, 68（6）, 82（2014）

テラヘルツ分光の機能性ポリマーへの適用を目指した
基礎研究
古川大祐（先端材料探索研究所）
文部科学省研究施設共用総合ナビゲーションサイト, テ
ラヘルツ分光を用いた高分子材料の評価（H25年度）
利用成果報告書（2014）

A Tandem OPV Device with High Open Circuit Volt-

age

荒木 貴史,  吉村 研,  北野 真,  上谷 保則,  土居 秀二
（筑波開発研究所）
2014 MRS Spring Meeting & Exhibit（米国）, 2014年
4月21日－25日

Operation Mechanism of Field-Effect Transistors

Based on High Performance Polymer Semiconduc-

tors

岡地崇之（筑波開発研究所）
International Conference on Science and Technology

of Synthetic Metals 2014（ICSM2014）（フィンランド）,
2014年6月30日－7月5日

One-Step Process for Preparation of Polymer Films

with Nano-Honeycomb or Nano-Fibers on the Surface

using Amphiphilic Block Copolymer

竹厚 流,  Thomas P. Russell＊（情報電子化学品研究
所,  ＊University of Massachusetts Amherst）
248th ACS National Meeting and Exposition（米国）,
2014年8月10日－14日

Introduction of Highly Functionalized TPE

蔭山仁志,  黒川良介,  夏山延博（石油化学品研究所）
The SPE Automotive TPO Global Conference 2014

（米国）,  2014年10月5日－8日

高　分　子　材　料 Challenge of the Developing Functionalized TPO in

Airbag Cover Applications

富永武史（石油化学品研究所）
Thermoplastic Elastomers World Summit 2014（オー
ストリア）,  2014年12月3日－4日

Fullerene-Containing Polymethacrylates: A Plausible

Electron Acceptor for Polymer Solar Cell

Viko Ladelta＊2,  高坂 泰弘＊2,  大西 敏博＊1,＊2,  北山
辰樹＊2（＊1フェロー,  ＊2大阪大学）
第63回高分子学会年次大会（愛知）,  2014年5月28日－
30日

極薄ゲート絶縁膜を用いた三次元型高分子トランジスタ
岡地崇之,  樫木友也,  松室智紀,  小熊潤,  小廣健司,

松井 弘之＊1,  尾坂 格＊2,  竹谷 純一＊1,  瀧宮 和男＊2

（筑波開発研究所,  ＊1東京大学,  ＊2(独)理化学研究所）
第75回応用物理学会秋季学術講演会（北海道）,  2014

年9月17日－20日

高靱性化透明樹脂の開発
赤田勝己（基礎化学品研究所）
革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「超薄膜化・
強靭化『しなやかなタフポリマー』の実現｣ワークショッ
プ（東京）,  2014年9月30日

Visualization of Oxidation of Soot Trapped on Alu-

minum Titanate Ceramics Filter with Hexagonal Cell

Geometry

中村 真希＊2,  花村 克悟＊2,  渋田 匠,  岩﨑 健太郎＊1,

吉野 朝（基礎化学品研究所 ,  ＊1Sumika Ceramics

Poland Sp. zo.o. ,  ＊2東京工業大学）
自動車技術会 2014春季大会（神奈川）,  2014年5月21

日－23日

六角形状セル構造ディーゼル微粒子フィルター（HEX
DPF）によるスス堆積の数値シミュレーション
中村 真季＊2,  花村 克悟＊2,  渋田 匠,  吉野 朝,  岩﨑
健太郎＊1（基礎化学品研究所,  ＊1Sumika Ceramics

Poland Sp. zo.o. ,  ＊2東京工業大学）

無 機 ・ 金 属 材 料
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自動車技術会 2014秋季大会（宮城）,  2014年10月22

日－24日

加硫ゴムのカーボンブラック分散性改良に向けた取り
組み　～添加剤の視点から～
井山浩暢（基礎化学品研究所）
日本ゴム協会ゴム技術フォーラム第345回月例会（東
京）,  2015年3月24日

Insecticidal and Repellent Activities of Pyrethroids

to the Three Major Pyrethroid-Resistant Malaria

Vectors in Western Kenya

川田 均＊1,  大橋 和典,  Gabriel O. Dida＊2,  George

Sonye＊3,  Sammy M. Njenga＊4,  Charles Mwan-

dawiro＊5,  皆川 昇＊1（健康・農業関連事業研究所,
＊ 1長崎大学,  ＊2Maseno University（Kenya）,  ＊3Springs

of Hope（Kenya）,  ＊4Eastern and Southern Africa

Centre of International Parasite Control（Kenya）,
＊5Kenya Medical Research Institute（Kenya））
Parasites & Vectors, 7, 208（2014）

Preventive Effect of Permethrin-Impregnated Long-

Lasting Insecticidal Nets on the Blood Feeding of

Three Major Pyrethroid-Resistant Malaria Vectors

in Western Kenya

川田 均＊1,  大橋 和典 ,  Gabriel O. Dida＊2,  George

Sonye＊3,  Sammy M. Njenga＊4,  Charles Mwan-

dawiro＊5,  皆川 昇＊1（健康・農業関連事業研究所,
＊1長崎大学,  ＊2Maseno University（Kenya）,  ＊3Springs

of Hope（Kenya）,  ＊4Eastern and Southern Africa

Centre of International Parasite Control（Kenya）,
＊5Kenya Medical Research Institute（Kenya））
Parasites & Vectors, 7, 383（2014）

A Small-Scale Field Trial of Pyriproxyfen-Impreg-

nated Bed Nets against Pyrethroid-Resistant Anophe-

les gambiae s.s. in Western Kenya

精密化学（有機ファイン）関連製品

農 業 化 学 関 連 製 品

川田 均＊1,  Gabriel O. Dida＊2,  大橋 和典 ,  川島
恵美子＊1,  George Sonye＊3,  Sammy M. Njenga＊4,

Charles Mwandawiro＊5,  皆川 昇＊1（健康・農業関
連事業研究所 ,  ＊1長崎大学 ,  ＊2Maseno University

（Kenya）,  ＊3Springs of Hope（Kenya）,  ＊4Eastern

and Southern Africa Centre of International Parasite

Control（Kenya）,  ＊5Kenya Medical Research Insti-

tute（Kenya））
PLoS ONE, 9（10）, e111195（2014）

スルホニルウレア抵抗性イヌホタルイのALSにおける
作用点変異の多様性と交差抵抗性
定由直（健康・農業関連事業研究所）
植調,  48（6）, 186（2014）

水田雑草イヌホタルイの除草剤抵抗性
定由直（健康・農業関連事業研究所）
農業および園芸,  90（1）, 154（2015）

Dimefluthrin : A New Pyrethroid Insecticide and In-

novative Mosquito Control Agent

森 達哉,  菅野 雅代,  久保田 俊一＊,  庄野 美徳（健
康・農業関連事業研究所,  ＊生活環境事業部）
日本環境動物昆虫学会誌,  25（2）, 81（2014）

新規殺菌剤エトフィン®フロアブル
井上拓也（健康・農業関連事業研究所）
農薬時代,  196, 1（2015）

Matrix Release Formulation

上月由美子（健康・農業関連事業研究所）
58th CIPAC Technical Meeting（ベルギー）,  2014年6

月17日－26日

Discovery and Optimization of Amide Fungicides

小森岳＊1,  臼井真由美＊2,  大平大輔,  有本翔＊3,  塩田
隆之,  吉本 祐也,  高石 昌直＊3,  松崎 雄一,  倉橋 真
（健康・農業関連事業研究所,  ＊1健康・農業関連事業
業務室,  ＊2知的財産部,  ＊3国際アグロ事業部）
248th ACS National Meeting and Exposition（米国）,
2014年8月10日－14日
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Synthesis and Insecticidal Activity of Azolylpyrim-

idines

野倉 吉彦,  高岡 大介,  鈴木 竜也,  村上 美紀＊,  池上
宏（健康・農業関連事業研究所,  ＊住化テクノサービ
ス(株)）
13th IUPAC International Congress of Pesticide Chem-

istry（米国）,  2014年8月10日－14日

Study on Insecticidal Activity of Thioimidate Deriv-

atives

伊藤 滋之,  神山 英夫,  坂元 法久,  岩田 淳＊（健康・
農業関連事業研究所,  ＊国際アグロ事業部）
13th IUPAC International Congress of Pesticide Chem-

istry（米国）,  2014年8月10日－14日

新規殺菌剤エタボキサムの生物活性
井上拓也（健康・農業関連事業研究所）
日本農薬学会 第31回農薬生物活性研究会シンポジウ
ム（東京）,  2014年4月25日

新規殺菌剤フェンピラザミンの生物活性
廣富大（健康・農業関連事業研究所）
日本農薬学会 第31回農薬生物活性研究会シンポジウ
ム（東京）,  2014年4月25日

新規殺菌剤フェンピラザミンの開発
廣富大（健康・農業関連事業研究所）
日本植物病理学会 第24回殺菌剤耐性菌研究会シンポ
ジウム（北海道）,  2014年6月5日

殺菌剤フェンピラザミンの作用点と活性
岩橋福松（健康・農業関連事業研究所）
日本学術振興会シンポジウム「日本におけるケミカル
バイオロジー研究の新展開」（東京）,  2014年6月14日

蒸散性を指向したピレスロイド化合物・メトフルトリ
ンとプロフルトリンの発明と開発
氏原一哉（健康・農業関連事業研究所）
日本フッ素化学会 第4回フッ素化学若手の会（静岡）,
2014年8月7日－8日

押し出し造粒法を用いた粒剤の工業化研究
竹本友紀恵,  門脇敦（健康・農業関連事業研究所）

日本農薬学会第34回農薬製剤・施用法研究会（兵庫）,
2014年9月11日－12日

イヌホタルイにおけるALSの多様な作用点変異に基づ
く抵抗性表現型の多様性
定由直（健康・農業関連事業研究所）
日本雑草学会 除草剤抵抗性雑草研究会 第9回研究会
（京都）,  2014年11月29日

Olyset® NetおよびOlyset® Plusのトコジラミに対す
る効力
奥田 彩子,  斉藤 茂,  庄野 美徳（健康・農業関連事業
研究所）
第26回日本環境動物昆虫学会年次大会（長崎）,  2014

年11月29日－30日

抵抗性対策蚊帳Olyset® Duoのハマダラカに対する
不妊化および寿命短縮効果
大橋 和典,  John Lucas＊,  John Invest＊,  手嶋 勇人,

庄野 美徳（健康・農業関連事業研究所,  ＊Sumitomo

Chemical（U.K.）, plc.）
第26回日本環境動物昆虫学会年次大会（長崎）,  2014

年11月29日－30日

Strain-Induced Enhancement of Plasma Dispersion

Effect and Free-Carrier Absorption in SiGe Optical

Modulators

金栄現＊,  竹中充＊,  長田剛規,  秦雅彦,  高木信一 ＊

（先端材料探索研究所,  ＊東京大学）
Scientific Reports, 4, Article number : 4683（2014）

Ultrathin body Germanium-on-insulator (GeOI)

MOSFETs fabricated by transfer of epitaxial Ge films

on III-V substrates

Xiao Yu＊,  Rui Zhang＊,  Jian Kang＊,  長田剛規,  秦
雅彦,  竹中 充＊,  高木 信一＊（先端材料探索研究所,
＊東京大学）
2014 International Symposium on VLSI Technology,

Systems and Applications（VLSI-TSA）（台湾）,  2014

年4月28日－30日

半 導 体 関 連 製 品
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The Monolithic Heterogeneous Integration of GaAs

PIN Photodiode and Si CMOS-based Transimped-

ance Amplifier

久米 英司＊2,  石井 裕之＊2,  板谷 太郎＊2,  山中 貞則,

高田朋幸, 秦雅彦＊1,  長田剛規＊1,  井上孝行, 松本
佳宣＊3（情報電子化学品研究所,  ＊1先端材料探索研
究所,  ＊2(独)産業技術総合研究所,  ＊3慶応大学）
Conference on Lasers and Electro-Optics（CLEO）
2014（米国）,  2014年6月8日－13日

エピタキシャルリフトオフ（ELO）法による大口径薄
膜Ge-on-Insulator 基板
前田 辰郎＊2,  三枝 栄子＊2,  石井 裕之＊2,  服部 浩之＊2,

板谷 太郎＊2,  安田 哲二＊2,  倉島 優一＊2,  高木秀樹＊2,

青木 健志＊1,  由上 二郎＊3,  山本 武継＊1,  市川 磨,

長田 剛規,  高田 朋幸＊1,  秦 雅彦,  小川有人＊3,  菊池
俊之＊3,  国井泰夫＊3（先端材料探索研究所,  ＊1情報電
子化学品研究所,  ＊2(独)産業技術総合研究所,  ＊3(株)日
立国際電気）
第75回応用物理学会秋季学術講演会（北海道）,  2014

年9月17日－20日

高分子半導体を用いた2D、3Dトランジスタ・アレイ
の開発
小熊潤（筑波開発研究所）
科学技術振興機構戦略的イノベーション創出推進プロ
グラム「有機材料を基礎とした新規エレクトロニクス
技術の開発」成果報告会（東京）,  2015年1月30日

La oxide界面層を用いたInGaAsゲートスタックの電
気特性の改善
張 志宇＊2,＊3,  市川 磨＊1,＊3,  長田 剛規＊1,＊3,  山田
永＊1,＊3,  竹中充＊2,＊3,  高木信一＊2,＊3（＊1先端材料
探索研究所,  ＊2東京大学,  ＊3JST CREST）
第62回応用物理学会春季学術講演会（神奈川）,  2015

年3月11日－14日

高In組成InGaAs量子井戸層の挿入によるプレーナ型
InGaAsトンネルFETの性能向上の実証
ジサンミン＊2,＊3,  市川磨＊1,＊3,  長田剛規＊1,＊3,  山田
永＊1,＊3,  竹中 充＊2,＊3,  高木 信一＊2,＊3（＊1先端材料

探索研究所,  ＊2東京大学,  ＊3ST CREST）
第62回応用物理学会春季学術講演会（神奈川）,  2015

年3月11日－14日

High Accuracy FDTD Methods for Computing Scat-

tering and Propagation in Photonics Design

James Cole＊,  芭奈慈シャッショティー（先端材料探
索研究所,  ＊筑波大学）
SPIE Photonics Europe 2014（ベルギー）,  2014年4月
14日－17日

Simulation of a Film of Random Particulate Medium

Containing Aggregates of Metal Nanospheres

芭奈慈シャッショティー（先端材料探索研究所）
SPIE Optics + Photonics conference 2014（米国）,

2014年8月17日－21日

Design and Simulation of Metal-Insulator-Metal

Nanoresonators for Color Filter Applications

芭奈慈シャッショティー（先端材料探索研究所）
SPIE Optics + Photonics conference 2014（米国）,

2014年8月17日－21日

Recent Progress in Polymer Light Emitting Materi-

als

山田武,  津幡義昭,  大内一栄,  福島大介,  秋野喜彦
（筑波開発研究所）
2014 International Conference on Solid State Devices

and Materials（SSDM）（茨城）,  2014年9月8日－11日

Latest Status of Soluble-OLED Material Develop-

ment

山田武,  津幡義昭,  大内一栄,  福島大介,  秋野喜彦
（筑波開発研究所）
IDW ’14（The 21st International Display Workshops）
（新潟）,  2014年12月3日－5日

高分子発光材料の発光特性の分子量依存性
福島 大介,  山内 掌吾,   津幡 義昭（筑波開発研究所）

光 学 ・ 表 示 関 連 製 品
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有機EL討論会 第18回例会（千葉）,  2014年7月17日－
18日

高分子有機EL素子の劣化に関与する電荷トラップの
検討
林直樹,  秋野喜彦（先端材料探索研究所）
有機EL討論会 第18回例会（千葉）,  2014年7月17日－
18日

高分子発光材料の最新開発状況
山田武（筑波開発研究所）
平成26年度（第30回）新材料・新技術利用研究会（京
都）,  2014年9月22日

Simulation of MIM Nanoresonators for Color Filter

Applications

芭奈慈シャッショティー（先端材料探索研究所）
照明学会 発光型／非発光型ディスプレイ合同研究会
（京都）,  2015年1月22日－23日

Development of Fullerene Based Molecules as an Ac-

ceptor Partner with P3HT for Opv Devices in a Thin

Layer Organic Solar Cell

松本 恵＊,  吉村 研,  菅原 清高＊,  上谷 保則,  早瀬
修一＊,  野上 敏材＊,  伊藤 敏幸＊（筑波開発研究所,
＊鳥取大学）
225th ECS Meeting（米国）,  2014年5月11日－16日

室温作動型ナトリウムイオン二次電池の諸特性
久世智（筑波開発研究所）
電気化学会 第43回先端科学セミナー「ナトリウムイ
オン電池の研究開発最先端」（東京）,  2014年7月4日

有機薄膜太陽電池モジュール創製に関する研究開発
三宅邦仁（筑波開発研究所）
平成26年度NEDO新エネルギー成果報告会 太陽光発
電分野（神奈川）, 2014年9月18日

ナトリウムイオン二次電池の開発
久世智（筑波開発研究所）

エ ネ ル ギ ー 関 連 製 品

光機能材料研究会・技術教育出版社 特別講演会「ナ
トリウムイオン2次電池の学理と開発技術」（東京）,  2014

年10月28日

ナトリウムイオン二次電池の充放電特性と機構解析
田中秀央,  松本慎吾,  久世智,  山口滝太郎（先端材
料探索研究所）
電気化学会第82回大会（神奈川）,  2015年3月15日－
17日

Distibylation of Acetylenes with Ph2Sb–SbPh2: Syn-

thesis, Crystal Structures and Phosphorescence

Properties of Bis (diphenylstibyl) ethenes

大下浄治＊1,  土田健志＊1,  村上和也＊1,  大山陽介＊1,

中西 貴之＊2,  長谷川 靖哉＊2,  小林 憲史,  東村 秀之
（先端材料探索研究所,  ＊1広島大学,  ＊2北海道大学）
Zeitschrift Natur forschung B, 69b, 1181（2014）

有機分子触媒のプロセス化学への応用
池本哲哉（健康・農業関連事業研究所）
化学と工業,  67（6）, 486（2014）
 

Lanthanoid Porous Coordination Polymers Bearing

Thiophenebased Tritopic Organic Linkers: Stnthesis,

Structure, and Lewis Acid Catalysis

梶原隆史＊,  樋口雅一＊,  湯浅章弘,  東村秀之,  北川
進＊（先端材料探索研究所,  ＊京都大学）
41st International Conference on Coordination

Chemistry（ICCC41）（シンガポール）,  2014年7月21

日－25日

Design and Synthesis of Porous Coordination Poly-

mers with Large One-dimensional Channels and

Strong Lewis Acidity

梶原 隆史＊1,＊2,  樋口 雅一＊2,  湯浅 章弘＊1,  東村
秀之＊1,  北川 進＊2（＊1先端材料探索研究所,  ＊2京都
大学）

触 　 　 媒

有 機 合 成
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4th International Conference on Metal-Organic

Frameworks and Open Framework Compounds

（MOF2014）（兵庫）,  2014年9月28日－10月1日

錯体触媒の反応機構解析：計算化学と分析化学からの
アプローチ
田中章夫（有機合成研究所）
有機合成化学協会 有機合成夏季セミナー「明日の有
機合成化学」（大阪）,  2014年8月28日－29日

ナノ合成法による酸化物触媒の生産技術開発
大村沙織（先端材料探索研究所）
平成26年度NEDO新エネルギー成果報告会燃料電池・
水素分野（神奈川）,  2014年9月17日

二酸化炭素添加合成ガスを用いたFischer-Tropsch/
クラッキング二段反応
田中啓介＊1,＊2,  柴田祐介＊1,＊2,  村田誠＊1,＊2,  石山
武＊1,＊2,  東村秀之＊1,＊2,  吉田智哉＊3,  大河原貴之＊3,

小林 葵＊3,  米山 嘉治＊3,  椿 範立＊3（＊1先端材料探
索研究所,  ＊2人工光合成化学プロセス技術研究組合,
＊3富山大学）
触媒学会 第114回触媒討論会（広島）,  2014年9月25

日－27日

Fischer-Tropsch反応における合成ガスへの二酸化炭
素の添加効果
田中啓介＊1,＊2,  柴田祐介＊1,＊2,  村田誠＊1,＊2,  石山
武＊1,＊2,  東村秀之＊1,＊2,  大河原 貴之＊3,  吉田智哉＊3,

米山嘉治＊3,  椿範立＊3（＊1先端材料探索研究所,  ＊2人
工光合成化学プロセス技術研究組合,  ＊3富山大学）
触媒学会 第114回触媒討論会（広島）,  2014年9月25

日－27日

Fischer-Tropsch/クラッキング二段反応による低級オ
レフィン新製法の開発
柴田 祐介,  石山 武,  東村 秀之,  澤村 理沙＊,  吉田
智哉＊,  米山 嘉治＊,  椿 範立＊（先端材料探索研究所,
＊富山大学）
触媒学会 第114回触媒討論会（広島）,  2014年9月25

日－27日

光学活性化合物合成のための酵素触媒技術開発
朝子弘之（有機合成研究所）
第40回野依フォーラム例会（愛知）,  2014年7月25日

企業における生産技術系技術者への化学工学教育につ
いて －住友化学－
小野拓也（生産技術室）
化学工学会第80年会（東京）,  2015年3月19日－21日

数値シミュレーションによる圧損と煤捕集効率の検討
庭田 修平＊,  山本 和弘＊,  島田 健（基礎化学品研究
所,  ＊名古屋大学）
日本燃焼学会 第52回燃焼シンポジウム（岡山）,  2014

年12月3日－5日

結晶化しないでX線結晶解析ができる「結晶スポンジ
法」
岡本昌彦（有機合成研究所）
ぶんせき,  2014年9号,  506（2014）

工業化プロセスを指向したLC-NMR関連技術の開発
徳永隆司（有機合成研究所）
ぶんきんニュース,  31号,  5（2014）

高分子の階層構造ならびに構造形成機構に関する検討
西田理彦,  吉田秀和,  池内淳一,  松井和也＊1,  板東
晃徳＊1,  濱松浩＊1,  篠原佑也＊2,  雨宮慶幸＊2,  田代
孝二＊3（先端材料探索研究所,  ＊1石油化学品研究所,
＊2東京大学,  ＊3豊田工業大学）
SPring-8利用報告書,  課題番号2014A7208（2014）

医薬品の安定性試験とその安定性予測
岡本昌彦（有機合成研究所）
創包工学研究会第57回講演会（東京）,  2014年6月25日

分 析 物 性 関 連

化 学 工 学

無 機 化 学

バ イ オ プ ロ セ ス
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LC-NMRの実用性向上を目指した技術開発
徳永隆司（有機合成研究所）
平成26年度 日本農芸化学会 北海道支部・東北支部合
同支部会ポストシンポジウム「若手の会」（北海道）,  2014

年9月23日－24日

固体界面における末端変性ポリスチレンの分子鎖凝集
状態
下村 信一朗＊,  犬束 学＊,  松野 寿生＊,  田島 宏一郎,

並河 正明,  森冨 悟,  田中 敬二＊（石油化学品研究所,
＊九州大学）
高分子学会 第63回高分子討論会（長崎）,  2014年9月
24日－26日

リチウムイオン2次電池正極材の酸素状態解析
塩屋俊直（先端材料探索研究所）
平成25年度茨城県ビームライン・CROSSトライアル
ユース成果報告会 セッション1 : iMATERIA（東京）,
2014年10月22日

マイクロビームX線散乱法を用いたポリプロピレン射
出成形体の変形挙動に関する研究
松井和也,  板東晃徳,  桜井孝至,  篠原祐也＊1,  丸山
俊哉,  増永啓康＊2,  雨宮慶幸＊1（石油化学品研究所,
＊1東京大学,  ＊2(公財)高輝度光科学研究センター）
フロンティアソフトマター開発専用ビームライン産学
連合体第4回成果報告会（京都）,  2015年1月9日

シリコーン樹脂に対するX線光子相関分光法の検討
西田 理彦,  池内 淳一,   篠原 佑也＊,  雨宮 慶幸＊（先
端材料探索研究所,  ＊東京大学）
フロンティアソフトマター開発専用ビームライン産学
連合体第4回成果報告会（京都）,  2015年1月9日

Assesment of Numerical Treatments in Interface

Capturing Simulations for Surface-Tension-Driven

Interface Motion

ダールアビナーブ,  島田直樹,  林公佑＊,  冨山明男 ＊

（生産安全基盤センター,  ＊神戸大学）

コンピューター利用・情報関連

The Journal of Computational Multiphase Flows, 7

（1）, 15（2015）

An Interface Capturing Scheme for Free-Surface

Flows in a Flow Channel Consisting of Solid Obsta-

cles

島田直樹,  ダールアビナーブ,  林公佑＊,  冨山明男 ＊

（生産安全基盤センター,  ＊神戸大学）
2nd International Symposium on Multiscale Multiphase

Process Engineering（MMPE）（ドイツ）,  2014年9月24

日－27日

Real-Time and Real-Space Program Tuned in K-

Computer

善甫 康成＊1,  秋野 喜彦＊2,  石田 雅也,  富山 栄治＊3,

山本秀喜＊3（先端材料探索研究所,  ＊1法政大学,  ＊2筑
波開発研究所,  ＊3(一財)高度情報科学技術研究機構）
The 9th General Meeting of ACCMS-VO（Asian Con-

sortium on Computational Materials Science - Virtual

Organization）（沖縄）,  2014年12月20日－22日

化学プラントへのPFC適用
橋爪 悟,  岩尾 健二＊,  平石 康晃（生産安全基盤セン
ター,  ＊大分工場）
第58回システム制御情報学会研究発表講演会（京都）,
2014年5月21日－23日

気液界面の簡易的数値計算法
ダール アブナーブ,  島田 直樹,  冨山 明男＊（生産安
全基盤センター,  ＊神戸大学）
化学工学会第46回秋季大会（福岡）,  2014年9月17日－
19日

化学プラントにおけるPredictive Functional Control
の適用とその効果
橋爪悟,  久下本秀和（生産安全基盤センター）
第48回日本芳香族工業会大会（富山）,  2014年10月8

日－10日

理論計算に基づく有機半導体材料の開発
栗田靖之（先端材料探索研究所）
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東京工業大学平成26年度 TSUBAME 産業利用シンポ
ジウム（東京）,  2014年10月17日

スペクトルシミュレーションによる高分子有機半導体
材料の設計
石田雅也,  秋野喜彦＊1,  栗田靖之,  塩屋俊直,  善甫
康成＊2,  浦下 真治＊3（先端材料探索研究所,  ＊1筑波
開発研究所,  ＊2法政大学,  ＊3(株)シミュラティオ）
高度情報科学技術研究機構 第1回「京」を中核とする
HPCIシステム利用研究課題成果報告会（東京）,  2014

年10月31日

周辺目視検査を模擬したインライン外観検査の一手法 
－LCI法と簡易3D計測による「発見」と「精査」の分離－
廣瀬修（工業化技術研究所）
精密工学会ビジョン技術の実利用ワークショップ（神
奈川）,  2014年12月4日－5日

カットセル型埋め込み境界法を適用したDESによる乱
流解析
田中 沙由利,  島田 直樹＊1,  的場 好英,  冨山 明男＊2

（生物環境科学研究所,  ＊1生産安全基盤センター,  ＊2神
戸大学）
化学工学会第80年会（東京）,  2015年3月19日－21日

Bioconcentration and Metabolism of Pesticides and

Industrial Chemicals in the Frog

片木敏行,  於勢佳子（生物環境科学研究所）
Journal of Pesticide Science, 39（2）, 55（2014）

Dermal Developmental Toxicity of N-Phenylimide

Herbicides in Rats

川村聡,  加藤暉成,  中岡政直,  Alan G. Fantel＊（生
物環境科学研究所,  ＊University of Washington）
Birth Defects Research Part B, 101, 162（2014）

Close Link between Protoporphyrin IX Accumulation

and Developmental Toxicity Induced by N-Phenylim-

ide Herbicides in Rats

生 物 環 境 安 全 性 評 価

川村 聡,  加藤 暉成,  Alan G. Fantel＊（生物環境科学
研究所,  ＊University of Washington）
Birth Defects Research Part B, 101, 429（2014）

A Spontaneous Oligodendroglioma in the Lumbar

Portion of the Spinal Cord in a Young BrlHan:

WIST@Jcl (GALAS) Rat

武田周二,  浅野敬之,  伊原良,  緒方敬子,  串田昌彦
（生物環境科学研究所）
Journal of Toxicologic Pathology, 27, 143（2014）

Circulating miR-9* and miR-384-5p as Potential In-

dicators for Trimethyltin-Induced Neurotoxicity

緒方 敬子＊1,＊2,  住田 佳代＊1,  宮田 かおり＊1,  串田
昌彦＊1,  桑村充＊2,  山手丈至＊2（＊1生物環境科学研
究所,  ＊2大阪府立大学）
Toxicologic Pathology, 43（2）, 198（2015）

Human Hepatocytes Support the Hypertrophic but

not the Hyperplastic Response to the Murine

Nongenotoxic Hepatocarcinogen Sodium Phenobar-

bital in an in vivo Study Using a Chimeric Mouse

with Humanized Liver

山田智也,  奥田優,  串田昌彦,  住田佳代,  竹内逸人,

永堀 博久,  福田 貴子,  B.G. Lake＊1,  S.M. Cohen＊2,

川村聡（生物環境科学研究所,  ＊1University of Surrey,
＊2University of Nebraska）
Toxicological Sciences, 142（1）, 137（2014）

Identification of Metabolites of Propyrisulfuron in

Rats

高久朋之,  味方和樹,  永堀博久,  十亀祥久（生物環
境科学研究所）
Journal of Chromatography B, 955 – 956, 64（2014）

Metabolism and Physiologically Based Pharmacoki-

netic Modeling of Flumioxazin in Pregnant Animals

高久 朋之,  永堀 博久,  十亀 祥久（生物環境科学研究
所）
Toxicology and Applied Pharmacology, 277（3）, 242

（2014）
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Metabolism of Propyrisulfuron: 14C Excretion, 14C

Concentration in Plasma and Tissues, and Amount

of Metabolites in Rats

高久朋之,  味方和樹,  永堀博久,  十亀祥久（生物環
境科学研究所）
Xenobiotica, 44（10）, 882（2014）

Information to be Considered in a Weight-of-Evi-

dence-Based PBT/vPvB Assessment of Chemicals

(Annex XIII of REACH)

S. Jacobi＊1,  B. Brown＊2,  M. Claessens＊3,  I. Colombo＊ 4,

J. Franklin＊5,  B. Hidding＊6,  M.L. Paumen＊7,  N. Mc-

Grath＊8,  宮田知代子,  M. Embry＊9,  K. Woodburn＊ 10,

H. Vrijhof＊11（生物環境科学研究所 ,  ＊1Albemarle,  
＊2AstraZeneca,  ＊3DuPont,  ＊4Solvay,  ＊5CLF-Chem

Consulting,  ＊6BASF,  ＊7ExxonMobil,  ＊8Euro Chlor,
＊9HESI - ILSI,  ＊10Dow Corning,  ＊11ECETOC）
ECETOC Special report No.18（2014）

Main Findings of the ECETOC Task Force on PBT

Criteria (Annex XIII of REACH)

S. Jacobi＊1,  B. Brown＊2,  M. Claessens＊3,  I. Colombo＊ 4,

J. Franklin＊5,  B. Hidding＊6,  M.L. Paumen＊7,  N. Mc-

Grath＊8,  宮田知代子,  M. Embry＊9,  K. Woodburn＊ 10,

H. Vrijhof＊11（生物環境科学研究所 ,  ＊1Albemarle,  
＊2AstraZeneca,  ＊3DuPont,  ＊4Solvay,  ＊5CLF-Chem

Consulting,  ＊6BASF,  ＊7ExxonMobil,  ＊8Euro Chlor,
＊9HESI - ILSI,  ＊10 Dow Corning,  ＊11ECETOC）
SETAC Europe 24th Annual Meeting（スイス）,  2014

年5月11日－15日

Uptake, Translocation and Metabolism of 3-Phenoxy-

benzoic Acid by Submerged Rooted Macrophyte, Wa-

ter Milfoil (Myriophyllum elatinoides)

安東 大介,  藤澤 卓生,  片木 敏行（生物環境科学研究
所）
The 13th IUPAC International Congress of Pesticide

Chemistry 2014（米国）,  2014年8月10日－14日

化学物質曝露への細胞保護として生じる肝薬物代謝の
増強は善玉か悪玉か：毒性学的考察
山田智也（生物環境科学研究所）

第157回日本獣医学会学術集会日本比較薬理学・毒性
学会シンポジウム「細胞保護機構の多面性」（北海道）,
2014年9月10日

マーモセット大脳皮質における樹状突起スパイン刈り
込みを制御する遺伝子の探索
佐々木 哲也＊1,  小賀 智文＊1,＊2,  中垣 慶子＊1,  境
和久＊1,  住田 佳代,  星野 耕平＊3,  宮脇 出＊3,  斎藤
幸一,  須藤 文和＊1,  一戸 紀孝＊1（生物環境科学研究
所,  ＊1(独)国立精神・神経医療研究センター,  ＊2大阪
大学,  ＊3大日本住友製薬(株)）
第37回日本神経科学大会（神奈川）,  2014年9月11日－
13日

ES/iPS細胞を利用した化学物質の新規安全性評価技
術の開発
斎藤幸一（生物環境科学研究所）
日本化学会第4回CSJ化学フェスタ2014（東京）,  2014

年10月14日－16日

再構築ヒト皮膚モデルを用いた皮膚刺激性／腐食性の
予測
澤田 遼司,  生田 雄也,  森本 隆史,  山口 尊史,  稲若
邦文＊,  樋口敏浩,  川村聡（生物環境科学研究所,  ＊情
報電子化学業務室）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日

ヒトES細胞を活用した毒性評価と細胞分化解析への
応用
斎藤幸一（生物環境科学研究所）
国立環境研究所第7回ヒトES細胞等使用研究倫理研修
会及び特別講演（茨城）,  2015年3月16日

危険感受性向上のための体感教育
太田潔,  丸野忍（生産安全基盤センター）
高圧ガス,  51（9）, 5（2014）

静電気リスクアセスメントの運用事例－引火性液体貯
蔵タンクの事例紹介－

安 全 工 学
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太田 潔,  大澤 敦＊（生産安全基盤センター,  ＊(独)労
働安全衛生総合研究所）
静電気学会誌,  38（5）, 218（2014）

化学プロセス安全教育における学習内容の理解に与え
る漫画の効果についての検討
熊崎 美枝子＊1,   庄司 卓郎＊2,   水谷 高彰＊3,   清水
芳忠＊4,  菅野 康弘＊5,  丸野 忍（生産安全基盤セン
ター,  ＊1横浜国立大学,  ＊2産業医科大学,  ＊3(独)労働
安全衛生総合研究所,  ＊4神奈川県産業技術センター,
＊5三井化学(株)）
安全工学,  53（5）, 303（2014）

Optimization of Gas Detectors’ Location by Appli-

cation of Atmospheric Dispersion Modeling Tools

森繁樹, 宮田栄三郎＊（生産安全基盤センター,  ＊レ
スポンシブルケア室）
The 5th World Conference on the Safety of Oil and Gas

Industry（WCOGI2014）（岡山）,  2014年6月8日－11日

バイオマス燃料の自然発火性評価手法の検討
西丸郁也,  太田潔（生産安全基盤センター）
安全工学会第47回安全工学研究発表会（茨城）,  2014

年12月4日－5日

減肉配管に対する厚さ測定値の確率特性
戒田拓洋,  石崎陽一＊1,  岡島智史＊2（生産安全基盤
センター,  ＊1東燃ゼネラル石油(株),  ＊2(独)日本原子力
研究開発機構）
圧力技術,  52（2）, 3（2014）

API579-1⁄ASME FFS-1 供用適性評価による模擬腐食
配管の残存強度評価
山口 篤志＊,  吉田 展之,  戒田 拓洋（生産安全基盤セ
ンター,  ＊(独)労働安全衛生総合研究所）
圧力技術,  52（2）, 22（2014）

減肉を有する圧力設備の座屈評価
戒田拓洋,  尾崎正幸＊1,  山口篤志＊2（生産安全基盤

設 備 材 料 工 学

センター,  ＊1(株)尾崎設計事務所,  ＊2(独)労働安全衛生
総合研究所）
日本機械学会M&M2014材料力学カンファレンス（福
島）,  2014年7月19日－21日

光ファイバＡＥ法による断熱材下腐食の検査
末次秀彦（生産安全基盤センター）
石油化学工業協会保温材下腐食のスクリーニング技術
講演（東京）,  2014年7月31日

光ファイバーＡＥを使った保温材下腐食の検査技術
末次秀彦（生産安全基盤センター）
日本学術振興会 リスクベース設備管理第180委員会
平成26年度第2回損傷発生可能性分科会（東京）,  2014

年9月4日

プラントの減肉評価関連規格
戒田拓洋（生産安全基盤センター）
日本機械学会 2014年度年次大会（東京）,  2014年9月
7日－10日

補修履歴のある塩酸貯蔵FRPタンクの劣化分析
草野 正大＊1,   久保内 昌敏＊1,   青木 才子＊1,   酒井
哲也＊2,  中田 幹俊（生産安全基盤センター,  ＊1東京
工業大学,  ＊2日本大学）
化学工学会第46回秋季大会（福岡）,  2014年9月17日－
19日

化学工場で使用されたFRP機器の劣化・損傷事例
中田幹俊（生産安全基盤センター）
化学工学会第80年会（東京）,  2015年3月19日－21日

Effects of Valproic Acid on Gene Expression during

Human Embryonic Stem Cell Differentiation into

Neurons

江橋 具,  鈴木 紀之,  安藤 覚,  住田 佳代,  斎藤 幸一
（生物環境科学研究所）
The Journal of Toxicological Science, 39, 383（2014）

ラ イ フ サ イ エ ン ス



Expression of the Clustered NeuAcα 2–3Galβ O-

Glycan Determines the Cell Differentiation State of

the Cells

東清史,  浅野宏治,  八木正樹＊1,  山田佳太＊2,  荒川
達彦＊1,  江橋 具,  森 剛志,  住田 佳代,  串田 昌彦,

安藤覚,  木下充弘＊2,  掛樋一晃＊2,  立花太郎＊1,  斎藤
幸一（生物環境科学研究所,  ＊1大阪市立大学,  ＊2近畿
大学）
Journal of Biological Chemistry, 289, 25833（2014）

A Novel Small Compound Accelerates Dermal

Wound Healing by Modifying Infiltration, Prolifer-

ation and Migration of Distinct Cellular Components

in Mice

山岡華児＊,  住吉秀明＊,  東清史,  中尾祥絵＊,  皆川
香織＊,  生駒 憲広＊,  馬渕 智生＊,  小澤 明＊,  斎藤
幸一,  稲垣豊＊（生物環境科学研究所,  ＊東海大学）
Journal of Dermotological Science, 74（3）, 204（2014）

Generation of a Ciliary Margin-Like Stem Cell Niche

from Self-Organizing Human Retinal Tissue

桑原篤＊1,＊3,  大曽根親文＊3,＊4,  中野徳重＊2,＊3,  斎藤
幸一＊2,  永樂元次＊3,  笹井芳樹＊3（＊1生物環境科学
研究所（現 大日本住友製薬(株)）,  ＊2生物環境科学研究
所,  ＊3(独)理化学研究所,  ＊4名古屋大学）
Nature Communications, 6, Ar ticle number: 6286

（2015）

A Novel Marker for Undifferentiated Human Em-

bryonic Stem Cells

東 清史,  八木 正樹＊,  荒川 達彦＊,  浅野 宏治,  小林
久美子,  立花 太郎＊,  斎藤 幸一（生物環境科学研究
所,  ＊大阪市立大学）
Monoclonal Antibodies in Immunodiagnosis and Im-

munotherapy, 34（1）, 7（2015）

iPS/ES細胞技術の動物実験代替法研究への展開
鈴木紀之,  斎藤幸一（生物環境科学研究所）
化学と工業,  67（12）, 1063（2014）

Approaches to Detecting Embryotoxicity Toxicity Us-

ing Embryonic Stem Cells with Luminescence Analy-

sis

斎藤幸一（生物環境科学研究所）
9th World Congress on Alternatives and Animal Use

in the Life Sciences（チェコ）,  2014年8月24日－28日

Development of in vitro Detecting Method for Devel-

opmental Toxicity Using Mouse Embryonic Stem

Cells - Hand1-Luc Embryonic Stem cell Test -

鈴木紀之,  Le Coz Florian,  永堀博久,  斎藤幸一（生
物環境科学研究所）
9th World Congress on Alternatives and Animal Use

in the Life Sciences（チェコ）,  2014年8月24日－28日

Development of Novel in vitro Neurotoxicity Screen-

ing Tests Using Mouse ES Cells-Derived Neurons

小林 久美子,  鈴木 紀之,  斎藤 幸一（生物環境科学研
究所）
9th World Congress on Alternatives and Animal Use

in the Life Sciences（チェコ）,  2014年8月24日－28日

Neurite Outgrowth Assay Using High Content Im-

aging System and Analysis of Neurotoxicity Marker

Genes

小林久美子,  鈴木紀之,  住田佳代,  斎藤幸一（生物
環境科学研究所）
50th Congress of the European Societies of Toxicology

（英国）,  2014年9月7日－10日

膵癌活性型rasコンディショナルトランスジェニック
ラットを用いたヒトモデルとしての膵癌
津田洋幸＊2,  David B. Alexander＊2,  藪下晴津子＊1,

住田佳代,  徐結荀＊2,  樋野興夫＊3,  辻厚至＊4,  佐賀
恒夫＊4,  栁原五吉＊5,  酒々井眞澄＊2,  二口充＊2,  深町
勝巳＊2（生物環境科学研究所,  ＊1国際アグロ事業部,
＊2名古屋市立大学,  ＊3順天堂大学,  ＊4(独)放射線医学
総合研究所,  ＊5国立がん研究センター）
第41回日本毒性学会学術年会（兵庫）,  2014年7月2日－
4日

マウスES細胞を利用した発生毒性予測試験法 Hand1-
Luc Embryonic Stem Cell Test（Hand1-Luc EST）
鈴木 紀之,  永堀 博久,  斎藤 幸一（生物環境科学研究
所）

外部発表紹介

住友化学 201584



第41回日本毒性学会学術年会（兵庫）,  2014年7月2日－
4日

マウスES細胞を利用した発生毒性予測試験法 Hand1-
Luc Embryonic Stem Cell Test（Hand1-Luc EST）
鈴木紀之,  Le Coz Florian,  永堀博久,  斎藤幸一（生
物環境科学研究所）
第54回日本先天異常学会学術集会（神奈川）,  2014年
7月26日－27日

Hand1-Luc EST
斎藤幸一,  鈴木紀之,  Le Coz Florian,  永堀博久（生
物環境科学研究所）
日本動物実験代替法学会ワークショップ「日本発の動
物実験代替法の現状」（東京）,  2014年8月1日

産業利用促進を目指した新規in vitro発生毒性試験の
応用研究
山影 康次＊1,  鈴木 紀之,  永堀 博久,  Le Coz Florian,

斎藤 幸一,  池田 直弘＊2,  柳 和則＊3,  大森 崇＊4（生
物環境科学研究所,  ＊1(一財)食品薬品安全センター,  
＊2花王(株),  ＊3(株)住化分析センター,  ＊4同志社大学）
第3回日本化学工業協会 新LRI研究報告会（東京）,
2014年8月29日

産業利用促進を目指した新規in vitro発生毒性試験の
応用研究 ―Hand1-Luc Embryonic Stem Cell Test
（Hand1-Luc EST）の開発と検証試験の進捗状況―
山影 康次＊1,  鈴木 紀之,  斎藤 幸一,  渡辺 美香＊1,

池田直弘＊2,  柳和則＊3,  大森崇＊4,  小島肇＊5,  田中
憲穂＊1（生物環境科学研究所,  ＊1(一財)食品薬品安全
センター,  ＊2花王(株),  ＊3(株)住化分析センター,  ＊4同
志社大学,  ＊5国立医薬品食品衛生研究所）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日

ヒトES細胞由来網膜色素上皮細胞を用いた光毒性予
測試験の検討
森剛志,  中野徳重,  鈴木紀之,  斎藤幸一（生物環境
科学研究所）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日

IL-8 Luc assayにおけるばらつきを考慮した3つの判
定基準の検討
丸谷あおい＊1,  相場節也＊2,  木村裕＊2,  渡辺美香＊3,

鈴木 紀之,  山影 康次＊3,  斎藤 幸一,  中島 芳浩＊4,

近江谷 克裕＊4,   山崎 晶次郎＊3,   小島 肇＊5,   田中
憲穂＊3,  坂口斉＊6,  板垣宏＊7,  小林眞弓＊1,  森梓＊1,

大森崇＊1（生物環境科学研究所,  ＊1同志社大学,  ＊2東
北大学,  ＊3(一財)食品薬品安全センター,  ＊4(独)産業技術
総合研究所,  ＊5国立医薬品食品衛生研究所,  ＊6花王(株),
＊7横浜国立大学）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日

IL-8 Luc assayの施設間差試験およびデータセットの
作製
木村裕＊1,  渡辺美香＊2,  鈴木紀之,  岩城知子＊3,  山影
康次＊2,  斎藤幸一,  中島芳浩＊3,  藤村千鶴＊1,  近江谷
克裕＊3,  酒井綾子＊2,  丸谷あおい＊4,  大森崇＊4,  山崎
晶次郎＊5,  小島 肇＊6,＊7,  田中 憲穂＊5,  相場 節也＊1

（生物環境科学研究所,  ＊1東北大学,  ＊2(一財)食品薬品
安全センター,  ＊3(独)産業技術総合研究所,  ＊4同志社
大学,  ＊5(公財)鳥取県産業振興機構,  ＊6日本動物実験
代替法評価センター,  ＊7国立医薬品食品衛生研究所）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日

現実データの濃度反応関係に適したS字曲線に基づく
簡便なIC50、ID50の推定法の提案
森 梓＊,  鈴木 紀之,  Le Coz Florian,  永堀 博久,  斎
藤幸一,  小林眞弓＊,  丸谷あおい＊,  大森崇＊（生物
環境科学研究所,  ＊同志社大学）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日

Hand1-Luc ESTにおける提案施設の結果とバリデー
ション実施施設の結果を用いたIC50とID50の比較・検討
小林 眞弓＊,  鈴木 紀之,  Le Coz Florian,  永堀 博久,

斎藤幸一,  森梓＊,  丸谷あおい＊,  大森崇＊（生物環
境科学研究所,  ＊同志社大学）
日本動物実験代替法学会第27回大会（神奈川）,  2014

年12月5日－7日
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Expression of the Clustered NeuAcalpha2-3Galbeta

O-Glycan Determines the Cell Differentiation State

of the Cells

東清史,  浅野宏治,  八木正樹＊1,  山田佳太＊2,  荒川
達彦＊1,  江橋具,  森剛志,  住田佳代,  串田昌彦,  安藤
覚,  木下 充弘＊2,  掛樋 一晃＊2,  立花 太郎＊1,  斎藤
幸一（生物環境科学研究所,  ＊1大阪市立大学,  ＊2近畿
大学）
第18回武田科学振興財団生命科学シンポジウム（大阪）,
2015年1月15日－17日

Generation of a Ciliary Margin-Like Stem Cell Niche

from Self-Organizing Human Retinal Tissue

桑原篤（生物環境科学研究所（現大日本住友製薬(株)））
理化学研究所 CDB Symposium 2015（兵庫）,  2015

年3月23日－25日

お詫びと訂正
本誌 2013号、2014号において、記載に誤りがございました。関係者の皆さま、ならびに読者の皆さまに

ご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げますとともに、以下のように訂正いたします。
2013号　p102 右段　4件目
（誤） （正）

2014号　p71 左段　1件目
（誤） （正）

ポリマー1分子の直視 低密度ポリエチレン長鎖分岐構
造の動態イメージング
篠原健一＊,  柳澤正弘,  巻田優＊,  栗林浩,  笠原達也
（石油化学品研究所,  ＊北陸先端科学技術大学院大学）
第62回高分子学会年次大会（京都）, 2013年5月29日－
31日

ポリマー1分子の直視 低密度ポリエチレン長鎖分岐構
造の動態イメージング
柳澤 正弘, 栗林 浩,  笠原 達也,  篠原 健一＊,  巻田 優＊

（石油化学品研究所,  ＊北陸先端科学技術大学院大学）
第62回高分子学会年次大会（京都）, 2013年5月29日－
31日

ポリマー1分子のイメージング ポリエチレン長鎖分岐
構造の1分子イメージング
柳澤 正弘,  栗林 浩,  笠原 達也,  篠原 健一＊,  巻田 優＊,
丸山 裕也＊（石油化学品研究所,  ＊北陸先端科学技術大
学院大学）
第61回高分子討論会（愛知）, 2012年9月19日－21日

ポリマー1分子の直視 ポリエチレン長鎖分岐構造の
1分子イメージング
篠原健一＊,  巻田優＊,  丸山裕也＊,  柳澤正弘,  栗林浩,  
笠原達也（石油化学品研究所, ＊北陸先端科学技術大学
院大学）
第61回高分子討論会（愛知）, 2012年9月19日－21日
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住友化学  

住友化学2015をお届けいたします。
本誌は住友化学グループが常々お世話いただい

ている方々へ、最近の新製品, 新技術を紹介申し
上げ、より一層のご理解とご協力をいただくよ
う編集したものです。
本誌の内容につきましては、さらに充実するよ

う努めたいと考えますが、なにとぞご批判賜り
たく、今後ともよろしくご指導くださるようお願
いいたします。

2015年7月

2015 発刊にあたって住友化学

1915年10月営業開始（開業）－過燐酸石灰初出荷
住友化学（株）の前身である住友肥料製造所（現在の愛媛県新居浜市）

当社は、本年「開業100周年」を迎えます。

100周年ロゴについて
当社が誇る100年に及ぶ「歴史」「技術力」「信頼」を、化学会社
らしくベンゼン環で表現しました。数字の1にはアクセントとして
ドットを付けて柔らかさと動きを出し、色はコーポレートカラーで
ある赤（スミカ・レッド）を使用しました。
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